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はじめに 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構においては、被評価プロ

ジェクトごとに当該技術の外部専門家、有識者等によって構成される研究評価

分科会を研究評価委員会によって設置し、同分科会にて被評価対象プロジェク

トの研究評価を行い、評価報告書案を策定の上、研究評価委員会において確定

している。 
 
本書は、「次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発」の中間評価

報告書であり、第１８回研究評価委員会において設置された「次世代大型低消

費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発」（中間評価）研究評価分科会において評

価報告書案を策定し、第２３回研究評価委員会（平成２１年１０月２９日）に

諮り、確定されたものである。 
 
 
 

平成２１年１０月 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

研究評価委員会 
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審議経過 
 
● 第１回 分科会（平成２１年１０月２８日） 

公開セッション 
１．開会、分科会の設置、資料の確認 
２．分科会の公開について 
３．評価の実施方法について 
４．評価報告書の構成について 
５．プロジェクトの概要説明 

非公開セッション 
６．プロジェクトの詳細説明 
７．全体を通しての質疑 

公開セッション 
８．まとめ・講評 
９．今後の予定、その他、閉会 

 
 
● 第２３回研究評価委員会（平成２１年１０月２９日） 
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評価概要 

 

１．総論 
１）総合評価 
液晶ディスプレイの金額ベースに関する日本のシェアは、かつての隆盛から

凋落の一歩を辿り、しかも、低コスト化が続いている。この状況下で、本プロ

ジェクトは大型・低消費電力化という機軸で幾つもの革新的基盤技術を開発し、

競合する国外メーカーに先行しようとする計画であり、NEDO が推進すべき価

値のある事業と考える。プロジェクトでは次世代技術として主要となる要素を

適切に取り上げて取り組んでおり、ほとんどのテーマで実質的に中間目標を達

成している。カラーフィルタ不要のバックライトや新規露光技術など、次世代

省電力液晶ディスプレイ技術の進展に繋がることを確信できるような成果が生

まれている。 
しかし、全体を統括するプロジェクトリーダーは助成事業のため設定されて

いない。このため、統括する開発責任者を置いているが、十分な連携関係をも

って事業が実施されているのか懸念される面がある。また、相互の守秘性確保

が要素技術の統合と擦り合わせ技術の障害となることが危惧される。事業運営

においては事業化運営委員会と技術委員会が、その危惧を払拭する機能を果た

すよう配慮願いたい。「高性能 TFT アレイ技術開発」、「新規成膜装置技術開発」

において、中間目標値は達成しているが、膜の均一性などの信頼性に関する検

討が更に必要である。 
先端技術のトップランナーを意識した力強さを感じる事業であり、最終目標

に向かい一層の尽力を望みたい。 
 
２）今後に対する提言 
開発した先行技術を活かした製品で先行利益が十分確保できるように、開発

戦略と開発計画を立て、競合する国外メーカーとの差別化をしっかり行って頂

きたい。特に、カラーフィルタ不要のバックライトと新規露光技術の開発を加

速して、一日も早い実用化を目指すべきである。また、画像表示技術に関連の

テーマは、「低輝度と高画質を両立する」ための技術を具体化して、事業目標の

達成に寄与して欲しい。 
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２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 
大型テレビの消費電力を半減させるという事業の目標は、低消費電力化、省

資源化が時代の強い要請となっている状況下で、環境負荷軽減へのインパクト

が高い。TFT とバックライトに関連のテーマは、材料、デバイス、装置などの

広い分野に亘るため、公共性が高いと考えられるので、NEDO がイニシアチブ

を持って望むべき事業である。長年醸成してきた省エネ・省資源技術をベース

にした新産業振興を図っていく観点からも、本プロジェクトはおおいに評価さ

れてしかるべきである。液晶ディスプレイは液晶のみならずバックライト、光

学部材、製造技術等技術の総合力を持ち合わせて成し遂げられるものである。

これには多くの独自技術を有する企業が関わって初めて可能となる。 
 

２）研究開発マネジメントについて 
日本は液晶ディスプレイの技術開発力において優位性をもっており、内外の

技術動向を左右する立場である。本プロジェクトでは増大する市場規模を受け

つつ、40 インチの液晶モジュール比で、消費電力の中間目標（70%）、最終目標

（50%）という戦略的な目標が設定されている。また、各研究開発項目とも定

量的な開発目標が明示されている。目標達成に必要な要素技術も明示されてお

り、問題はない。それぞれの研究テーマには、これまでの実績と研究開発力を

有している企業や研究機関が加わっており、適切な研究開発チーム構成での実

施体制となっている。 
しかし、全体を統括するプロジェクトリーダーは助成事業のため設定されて

いない。このため、統括する開発責任者を置いているが、十分な連携関係をも

って事業が実施されているのか不安な面がある。事業運営においては事業化運

営委員会と技術委員会が、その危惧を払拭する機能を果たすよう配慮願いたい。 
また、超高速新規表示モードに関しては最終目標の達成は現時点でほとんど見

込めないため、計画の見直しが必要である。 
 
３）研究開発成果について 
中間目標は概ね達成している。概算ではあるが、全体目標である液晶ディス

プレイの消費電力 30％低減をクリアしている。特に、新規露光装置技術の開発

は画期的で優位性があり、他分野への適用も可能と考えられるので、フォトリ

ソグラフィー関連市場への影響大と予想される。 
高性能 TFT 開発では詳細な膜評価を実施しており、最終目標を達成できると

期待できる。また、パネルカラーフィルタ不要のバックライトの開発は世界レ

ベルにある。技術的な内容の新規性や守秘性の重要度から知的財産権等の取扱
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には注意が払われている。 
しかし、高性能 TFT 開発と新規成膜装置技術開発のテーマに関しては「大面

積成膜に関する装置上の要素技術課題の抽出」が不十分でありさらに検討する

必要がある。 
画像表示技術の 3 テーマについては、事業の目標達成に寄与する道筋が見え

ない。「低輝度と高画質を両立する」方法が具体的になっていない。エコ意識に

訴えるだけではなく、実益をユーザーに感じさせるための技術力が必要である。 
 
４）実用化、事業化の見通しについて 
ユニークな考え方で製造装置や高効率部材が開発されている。部材の高効率

化や製造装置の開発、プロセスの開発成果は、製品のコストダウンや海外競合

メーカーとの差別化につながり、経済効果は大きい。一部のテーマを除き、事

業化のための戦略が十分に検討されている。特に、カラーフィルタを不要とす

る技術は見通しが明るい。後半に取り組むべき課題も明確になっている。電力

の大幅な低減の可能性を示したことの意義は大きく、この技術単独で実用化し

ても大いにインパクトがあるので、資源の集中、関連の産業界のベクトル合わ

せ等により、計画の前倒しが望まれる。TFT 関連のテーマは、TFT の満たすべ

き要求条件と位置付けが明確で、その実現のための装置開発に対する技術的取

り組みも明確であり、また、市場規模や他社動向および価格競争力も的確に検

討されている。 
しかし、画像表示技術の 3 テーマは、実用化への道筋がはっきりしない。現

時点で圧倒的なブレークスルーが必要なテーマがあり、戦略の明確化、見直し

が必要であろう。 
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研究評価委員会におけるコメント 

 
第２３回研究評価委員会（平成２１年１０月２９日開催）に諮り、了承され

た。研究評価委員会からのコメントは特になし。 
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第 1章 評価 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
この章では、分科会の総意である評価結果を枠内に掲載している。なお、枠

の下の「○」「●」「・」が付された箇条書きは、評価委員のコメントを原文の

まま、参考として掲載したものである。 
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１．プロジェクト全体に関する評価結果 

１．１ 総 論 

１）総合評価 

液晶ディスプレイの金額ベースに関する日本のシェアは、かつての隆盛から

凋落の一歩を辿り、しかも、低コスト化が続いている。この状況下で、本プロ

ジェクトは大型・低消費電力化という機軸で幾つもの革新的基盤技術を開発し、

競合する国外メーカーに先行しようとする計画であり、NEDO が推進すべき価

値のある事業と考える。プロジェクトでは次世代技術として主要となる要素を

適切に取り上げて取り組んでおり、ほとんどのテーマで実質的に中間目標を達

成している。カラーフィルタ不要のバックライトや新規露光技術など、次世代

省電力液晶ディスプレイ技術の進展に繋がることを確信できるような成果が生

まれている。 
しかし、全体を統括するプロジェクトリーダーが設定されていないため、十

分な連携関係をもって事業が実施されているのか懸念される面がある。また、

相互の守秘性確保が要素技術の統合と擦り合わせ技術の障害となることが危惧

される。事業運営においては事業化運営委員会と技術委員会が、その危惧を払

拭する機能を果たすよう配慮願いたい。「高性能 TFT アレイ技術開発」、「新規

成膜装置技術開発」において、中間目標値は達成しているが、膜の均一性など

の信頼性に関する検討が更に必要である。 
先端技術のトップランナーを意識した力強さを感じる事業であり、最終目標

に向かい一層の尽力を望みたい。 
 
＜肯定的意見＞ 
○低コスト化が続いている大型液晶ディスプレイ分野において、低消費電力化

という機軸で幾つもの革新的基盤技術を開発し、競合する国外メーカーに先

行しようとする計画であり、今後も NEDO が推進すべき価値のある事業と考

えられる。 
○本プロジェクトが取り上げたテーマとしては、今後の FPD の開発テーマとし

て十分評価できる。 
○ほとんど全てのテーマで実質的に中間目標を達成している。全てのテーマで

選定時十分な検討が行われており、大型・低消費電力のために有効なテーマ

で構成されている。 
○総じて、本 PJ は、計画通り遂行されており、また社会的意義も大きいことか

ら、今後の推移を見守りたい。 
○液晶ディスプレイの金額ベースに関する日本のシェアは、かつての隆盛から

凋落の一歩を辿っている。その要因には日本独自の技術流出、投資不足、国
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策の違い等が考えられる。今後、諸外国と伍していくには、製造技術を含め

た全工程に圧倒的な基幹技術力と擦り合わせ統合力を持って戦略的に臨むこ

とが求められる。本事業は省電力に関わる新技術の開発を手がけており、一

連の製造過程における特に生産技術の独自開発を含めた将来戦略を見据えた

重要な位置づけをなしている。主要要素を適切に取り上げて取り組んでおり、

日本の科学技術基盤と位置づけられるものと考えられる。事業の推進は分散

研と守秘性を守る形態で運営されている。集中研で起こりがちな、担当者の

各企業からの遊離がなくなり、企業の守秘性が保たれるために活発な活動が

行われている。次世代省電力液晶ディスプレイ技術の進展に繋がることを確

信できるような成果も生まれており、先端技術のトップランナーを意識した

力強さを感じる事業であり、最終目標に向かい各位の尚一層の尽力を望みた

い。 
○環境問題から省エネ化は不可欠で、特に、家庭用電子機器においてテレビの

省エネ化は重要な改善テーマである。また近年、海外液晶メーカーの台頭が

著しく、日本で育った液晶を日本の基幹産業とするべくプロジェクトは重要

なもので、消費電力を中間目標 70 %、最終目標 50 %は評価できる。 
○カラーフィルタ不要のバックライトと新規露光技術は、キラリと光る技術で

ある。それぞれ最終製品と製造過程で大幅な環境負荷の低減が見込める。特

にバックライトは、単独でも全体の事業目標（電力 1/2）を達成する可能性が

高い。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●要素技術の開発が目標であるが、要素技術の集積によって最終研究開発目標

が達成できたことを示す試作物（液晶モジュール）を設定する必要があるの

ではないか。 
●個々のプロジェクトテーマのつながりが希薄であり、最終的に非常に非効率

なプロジェクトとなることが危惧される。プロジェクト全体として、まとま

りのない印象を受ける。 
●人間工学に基づく画質評価のテーマでは得られた成果の活用方法の検討が必

要。流通過程も含め適切な輝度をどのように実現させるのかの戦略に踏み込

んで検討するべきである。 
・III-1(1) 高性能 TFT アレイ技術開発,(2) 新規成膜装置技術開発で中間目標値

は達成しているが、膜の均一性などの信頼性に関する検討が不足している 
●これまで課題となっている独自技術の守秘性の確保には十分配慮願いたい。

投資に対する十分な利益を得られないままに技術漏洩が起ってしまう事態は

極力排除願いたい。 
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●テレビの省エネ化が日本の発電量にどの位寄与するのか？その指標が冒頭に

あると良いと思う。 
●「画像表示技術」のシナリオ「低輝度表示が好画質であることを示し、低輝

度で高画質の表示技術を開発してTVの電力を下げる。」には次の問題がある。

①「低輝度表示が好画質である」の説得力が乏しい。②「低輝度と高画質を

両立する」ための技術が具体的になっていない。 
 
＜その他の意見＞ 
・特許出願が後半に偏っているテーマがあるが、早期出願を目指すべきである。

特に最終年度での出願は出願内容が終了後１年以上未公開になる可能性が高

く、またその期間での修正も可能であり原則自粛すべきではないか。 
・事業原簿資料 3-9-1 の 7/8 の最下行から２行目の加算の表現であるが、各項目

の数値は乗算となる関わりと考えられるため、乗算が適切と思われる。 
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２）今後に対する提言 
開発した先行技術を活かした製品で先行利益が十分確保できるように、開発

戦略と開発計画を立て、競合する国外メーカーとの差別化をしっかり行って頂

きたい。特に、カラーフィルタ不要のバックライトと新規露光技術の開発を加

速して、一日も早い実用化を目指すべきである。また、画像表示技術に関連の

テーマは、「低輝度と高画質を両立する」ための技術を具体化して、事業目標の

達成に寄与して欲しい。 
超高速新規表示モードについては、現在設定されている最終目標が期間内に

達成される可能性はほとんどないと考えられるため、計画の見直しが必要であ

ろう。 
 
＜今後に対する提言＞ 
・開発した先行技術による製品で先行利益が十分確保できるように、開発戦略

と開発計画を立て、競合する国外メーカーとの差別化をしっかり行って頂きた

い。 
・全体のプロジェクトの方向性をまとめる、プロジェクトリーダーを設置する

必要がある。この点が十分でないと、最終的にまとまりのない結果となって

しまう懸念がある。 
・超高速新規表示モードのテーマは、期間内に現在設定されている最終目標が

達成される可能性はほとんどないと考えられる。このため最終目標の見直し

が必要である。 
・代替技術の出現や海外メーカーの参入など、不確実性に対する対応策（リス

ク対策）を念頭に置くべきである。この点が懸念事項である。 
・ディスプレイ技術は IT 技術の急速な進展と相まって、大きな進展を遂げてい

る。そのため、事業の当初目標が必ずしもその時代にマッチするとは限らな

い。そうした方向性と照らし合わせながら事業のフレキシブルな対応が必要

であろう。日本としては、10 兆円にまで及ぼうとするこの分野の発展を担っ

ていくためにも、果敢なる取組みが続けられるように、今後も長期的かつダ

イナミックに対応していく必要がある。 

・超高速新規表示モード開発、つまり、バナナ液晶は研究開発における技術的

難問が多いために長期プロジェクトに切り替えた方が良いかと思う。 
・カラーフィルタ不要のバックライトと新規露光技術の開発を加速して、一日

も早い実用化を目指す。TFT アレイに関連のテーマは、資源配分を適切に判断

して、粘り強く継続する。バックライトの成功により事業目標達成への寄与が

小さくなるが、材料、デバイス、装置、と裾野が広く、他の半導体関連分野へ

の波及効果も期待される。パネル透過率の向上よりも低電圧化を狙う方がよい
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かもしれない。画像表示技術に関連のテーマは、「低輝度と高画質を両立する」

ための技術を具体化して、事業目標の達成に寄与できるようにする。 
 
＜その他の意見＞ 
・微結晶 Si TFT は、薄膜シリコンを用いた太陽電池の変換効率向上に寄与する

ので薄膜シリコンを用いた太陽電池への応用を積極的に行なっていただきた

い。 
・バックライトの計画に、電力 100W の 40 型モジュールの実証を明記すればよ

い。関連企業のベクトルが合って、複数の部材メーカーの成長と共にセット

メーカーの価格競争力が強まる。仮に、社会・経済の変化により大幅な予算

削減が必要になっても、このテーマは堅守できる。 
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１．２ 各 論 

１）事業の位置付け・必要性について 

大型テレビの消費電力を半減させるという事業の目標は、低消費電力化、省

資源化が時代の強い要請となっている状況下で、環境負荷軽減へのインパクト

が高い。TFT とバックライトに関連のテーマは、材料、デバイス、装置などの

広い分野に亘るため、公共性が高いと考えられるので、NEDO がイニシアチブ

を持って望むべき事業である。長年醸成してきた省エネ・省資源技術をベース

にした新産業振興を図っていく観点からも、本プロジェクトはおおいに評価さ

れてしかるべきである。液晶ディスプレイは液晶のみならずバックライト、光

学部材、製造技術等技術の総合力を持ち合わせて成し遂げられるものである。

これには多くの独自技術を有する企業が関わって初めて可能となる。 
 
＜肯定的意見＞ 
○本件は、IT イノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラ

ムの一環として実施しているものであり、その目標達成に寄与している。デ

ィスプレイ産業の国際競争力の維持・発展、そのための長期的視野に基づく

研究開発の実施は NEDO の関与が必要と考えられる。 
○今後の LCD の普及を考えると、省エネパネル開発のテーマは、十分エネルギ

ーイノベーションプログラムとしては妥当である。予算規模に関しては、十

分であると思う。 
○全てのテーマ設定が妥当であると考える。特に、III-2 画像表示技術の開発・

ディスプレイの新規画質評価システム III-3(2)バックライト評価方法の確

立・新規検査システムの構築は公共性が高く NEDO の関与が妥当なテーマで

ある。 
○低消費電力化、省資源化は時代の要請であり、国家的な見地から、プロジェ

クトを推進することには大きな意義がある。また我が国は、今後、長年醸成

してきた省エネ・省資源技術をベースにした新産業振興を図っていく観点か

らも、本プロジェクトはおおいに評価されてしかるべきである。 
ここ数年以上にわたって、我が国液晶産業は、韓国や台湾の追い上げを受け、

厳しい情況にあるといわれているが、本プロジェクトをきっかけに、我が国

液晶産業の復権を切に願うものである。 
こうした大型 PJ は、国家 PJ の位置づけとして、企業の連携によって行われ

るのが望ましい。また効果的な側面からも 2015 年時点で 10 兆円の波及効果

が見込まれるという試算があるが、この予算対効果は大変大きい。 
○市場規模等から鑑みて、当該事業は IT イノベーションプログラム・エネルギ

ーイノベーションプログラムの下で、当該施策・制度の目標達成のために寄
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与しうるものである。液晶ディスプレイは液晶のみならずバックライト、光

学部材、製造技術等技術の総合力を持ち合わせて成し遂げられるものである。

これには多くの独自技術を有する企業が関わっている。さらに省電力性とい

う主テーマは必ずしも民間活動では第一義として扱われるものとは限らない。

その観点からすると、本事業は高い公共性を持つことから、NEDO がイニシ

アチブを持って望むべき事業である。また、韓国、台湾とのしのぎを削る国

家的な戦略が求められ、このことからも NEDO の関与が必要と思う。10 兆

円に至ろうとする市場規模における新技術の創出は、大きな効果をもたらす

ことが考えられる。当該事業の 40 億円は、研究開発費としての規模は決して

潤沢といえるものではない。しかしながら、事業の緊急性や重要性から判断

して妥当である。内外の技術開発動向、国際競争力の状況、市場動向、政策

動向等から見て、事業の目的は妥当である。今後も需要は右上がりが予測さ

れており、NEDO としては民間技術力の弛まぬ醸成に努めるべく継続的、長

期的な支援が求められる。 
○各社の利益損失が絡むので、NEDO が音頭をとって各社の技術開発を推進す

ることは大変有効な方法と感じる。つまり、①プロセス・装置技術（パネル

技術）、②画像表示技術、③高効率部材の開発に 3 分類し、開発するのは効果

的と感じた。特に、①の成果は液晶の生産へ、②の成果は駆動の最適等へ、

③の成果はモジュールなどの改善へ寄与すると思うので事業の位置づけ、必

要性などは評価できる。 
○大型テレビの消費電力の半減という事業の目標は、環境負荷軽減へのインパ

クトが高い。パワー半減という数値目標にもインパクトがある。従って、事

業の目的の妥当性は高い。・TFT とバックライトに関連のテーマは、材料、デ

バイス、装置、などの広い分野に亘るために、公共性が高い。ディスプレイ

産業として育成するために NEDO が関与するのは妥当である。TFT 関連や

光学部材のテーマでは、ハードウェアの技術開発のために予算が多く必要な

ことはよく理解でき、それに見合った成果が出ている。特に、バックライト

の成果は素晴らしく、対費用効果の点でも卓越している。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●NEDO が行うべきかどうかについて疑問のある個別テーマがある。 
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２）研究開発マネジメントについて 

日本は液晶ディスプレイの技術開発力において優位性をもっており、内外の

技術動向を左右する立場である。本プロジェクトでは増大する市場規模を受け

つつ、40 インチの液晶モジュール比で、消費電力の中間目標（70%）、最終目

標（50%）という戦略的な目標が設定されている。また、各研究開発項目とも

定量的な開発目標が明示されている。目標達成に必要な要素技術も明示されて

おり、問題はない。それぞれの研究テーマには、これまでの実績と研究開発力

を有している企業や研究機関が加わっており、適切な研究開発チーム構成での

実施体制となっている。 
しかし、全体を統括するプロジェクトリーダーが選任されていないため、十

分な連携関係をもって事業が実施されているのか不安な面がある。事業運営に

おいては事業化運営委員会と技術委員会が、その危惧を払拭する機能を果たす

よう配慮願いたい。 
また、超高速新規表示モードに関しては最終目標の達成は現時点でほとんど

見込めないため、計画の見直しが必要である。 
 
＜肯定的意見＞ 
○技術動向と市場動向を踏まえて定量的な開発目標を設定している。また、目

標達成に必要な要素技術を体系的に捉えて設定しており妥当である。事業実

施体制については、開発に必要な技術に対して優位な技術を有する企業や大

学が参画しており、連携のための組織的な運営管理体制を設置している 
○個々の研究課題に関しては、十分研究開発のマネジメントは行われている。 
○全てのテーマで戦略的な目標が設定されている。 
○40 インチの液晶モジュール比で、消費電力の中間目標（70%）、最終目標（50%）

が明示されており、戦略的である。各研究開発項目とも定量的な開発目標が

明示されている。目標達成に必要な要素技術も明示されており、問題ない。

実施体制については、テーマごと、造詣の深い企業、大学の共同開発体制に

なっている。事業化運営委員会、また各種技術委員会とも PJ リーダーが選任

され、問題ない。実用化シナリオに基づく成果の受け手に対し、装置メーカ

ーはセットメーカーとの関与を求めている。また画質評価などについては、

最終ユーザーへのアンケートなどを行うなど、関与を求める姿勢がみてとれ

る。 
○日本は液晶ディスプレイの技術開発力において優位性をもっており、内外の

技術動向を左右する立場である。本事業の取組みは、その内容を十分に把握

し、増大する市場規模を受けつつ、圧倒的な技術力を持つ目標を掲示してお

り、戦略的な目標が設定されていると言える。電力を大幅に削減するとう具
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体的かつ明確な開発目標を設定しており、可能な限り定量的に設定している。

目標達成度を測定・判断するための適切な指標がほとんどのテーマで設定さ

れており、妥当なスケジュール、予算となっている。省電力化のターゲット

に対して製造技術のキーとなる製膜装置、パネル構成、画像評価等目標達成

に必要なキーとなる要素技術を適切に取り上げている。また、研究開発フロ

ーにおける要素技術間の関係、順序は概ね適切である。それぞれの研究テー

マには、これまでの実績と研究開発力を有している企業や研究機関が加わっ

ており、適切な研究開発チーム構成での実施体制となっている。中間時期に

おいて技術的な優位性を十分持ちうる成果を挙げ始めており、進捗状況は順

調である。 
○H19 年（2007 年）の 40 インチ前後のテレビの消費電力を中間成果 70 %、最

終成果 50 %との設定は良いと感じた。また、スケジュール、要素技術開発、

開発フォロー体制などもしっかりと組まれ、フォローされているものと思う

ので評価できる。 
○新規バックライトついては、内外の動向をよく考慮して目標が明確に設定さ

れている。実用化に強い意志を持つ企業が中心になり、技術を保有する実施

者と緊密に連携することで、効率よく技術を開発して実用化できる体制にな

っている。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●組織的な運営管理体制を設置しているが、本事業には全体を統括するプロジ

ェクトリーダーが選任されておらず、また、すべての計画に関与している企

業や大学も無い。そのため、十分な連携関係をもって事業が実施され、また、

実態を考慮した適正な予算配分が行われているのか不安な面がある。 
●全体的な課題に対するマネジメントが不十分であり、目標に対する最終的な

成果に疑問が残る。 
●III-2(3)超高速新規表示モードに関しては最終目標の達成は現時点でほとんど

見込めないと考えられる。最終目標の見直し・テーマ自体の見直しが必要で

ある。 
●情勢変化への対応については、一部（CF レステレビや微結晶 TFT など）に

ついては、海外（特に韓国）メーカーもおそらく注力していることが大いに

予想され、こうした海外勢が台頭した場合の対応がどうなっているか不明確

であるので、対応策を明確にされたい。 
●各企業にて事業を進める分散研方式であり、各企業のこれまでの実績から、

十分に活躍できる環境が整備されていると予想される。しかしながら、本事

業は全体を統括するプロジェクトリーダーが設定されていない特異な体制で
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ある。現時点における目標達成及び効率的な実施のために実施者間の必要な

連携は十分に行われる体制となっていると思われるが、相互の守秘性確保が

擦り合わせの不十分さにつながる懸念がある。最終ターゲットの省電力液晶

ディスプレイは要素技術の統合と擦り合わせ技術によって具現化、実証され

るものであろう。そのため、守秘性確保が障害になることが危惧される。事

業運営においては運営委員会と技術委員会が、その危惧を払拭する機能を果

たすよう実施願いたい。 

●テーマ毎に実施者グループを寄せ集めた体制で、全体の統括責任者が誰か分

からない。中間評価の場でも実施者間の情報交換が制限されている。これで

は、テーマ間の整合が不十分になる。例えば、新規表示モードは、「画像表示

技術」の「低輝度が好画質なので、低輝度で高画質の表示技術を開発して低

パワー化する」というシナリオとは関係ない。また、各テーマの開発状況に

基づく大局的な判断が困難になる。例えば、バックライトの成功ゆえに TFT
アレイの位置付けが悩ましい。波及効果が期待できるテーマなので、優先順

を明確にした上で継続して推進するのがよいが、誰が優先順を決めて資源を

配分するのかよく分からない。 
 
＜その他の意見＞ 
・III-2(1)人間工学に基づく画質評価(2)ディスプレイの新規画質評価システムの

開発は相互に関連するテーマであるので双方の検討結果を互いに検討し、相

互にフィードバックをかけることが有効と考えられる。 
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３）研究開発成果について 

中間目標は概ね達成している。概算ではあるが、全体目標である液晶ディス

プレイの消費電力 30％低減をクリアしている。特に、新規露光装置技術の開

発は画期的で優位性があり、他分野への適用も可能と考えられるので、フォト

リソグラフィー関連市場への影響大と予想される。 
高性能 TFT 開発では詳細な膜評価を実施しており、最終目標を達成できる

と期待できる。また、パネルカラーフィルタ不要のバックライトの開発は世界

レベルにある。技術的な内容の新規性や守秘性の重要度から知的財産権等の取

扱には注意が払われている。 
しかし、高性能 TFT 開発と新規成膜装置技術開発のテーマに関しては「大

面積成膜に関する装置上の要素技術課題の抽出」が不十分でありさらに検討す

る必要がある。 
画像表示技術の 3 テーマについては、事業の目標達成に寄与する道筋が見え

ない。「低輝度と高画質を両立する」方法が具体的になっていない。エコ意識

に訴えるだけではなく、実益をユーザーに感じさせるための技術力が必要であ

る。 
 
＜肯定的意見＞ 
○すべての中間目標を達成しており、概算ではあるが、全体目標である液晶デ

ィスプレイの消費電力 30％低減をクリアしている。特に、新規露光装置技術

の開発は画期的で優位性があり、他分野への適用も可能と考えられるので、

フォトリソグラフィー関連市場への影響大と予想される。また、高性能 TFT
開発では詳細な膜評価を実施しており、最終目標を達成できると期待できる。 

○ほほすべての研究課題が、中間目標値を達成している。知的財産権、成果の

公表等に関しては概ね十分である。いくつか革新的な成果の芽が出ている。 
○中間目標は概ね達成されている。必要な学会発表等は適切になされている。 
○微結晶 TFT、新規プラズマ成膜装置、新規ウエット装置、新規露光装置、人

間工学に基づく画質評価、超高速新規表示モード、パネルへの光制御設計指

針・光吸収部材の削減、バックライト評価方法、新規検査システムとも目標

値をクリアし、全体的に目標達成は順調である。成果の意義については、今

回の研究開発が成功すれば、大型液晶ＴＶの消費電力低減という明確な成果

を生み、市場創造に大きく貢献する。概ね、どの研究も、最終目標達成に向

けての可能性が感じられた。 
○事業目標として掲げている「平成 21 年度までに 40 型クラスの HDTV 対応液

晶モジュールの消費電力を平成 19 年度 4 月時点の同等モデルに比べ 30%以

上削減する目処を得る」に対して目標値をクリアしており、順調に事業が進
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行している。高性能製造技術や光利用効率向上等の成果は、学術的にも世界

初あるいは世界最高水準である。地球環境の保全から省電力の必要性が強く

求められるようになった昨今、取り組んでいる事業の成果は市場への技術導

入に直結する可能性の高いものである。従って、市場の拡大或いは創造につ

ながることが期待できる。投入された予算に見合った成果が得られている。

技術的な内容の新規性や守秘性の重要度から知的財産権等の取扱には注意が

払われている。圧倒的な優位性を得るまでには極力守秘性を確保する事業戦

略、または実用化計画に沿って、新規技術の事業化に直接関わる立場におり、

適切に行われている。 
○高効率部材の開発（LED 光源液晶パネル）は世界レベルにあり、たのもしい

中間成果であると判断する。その他、製造技術、プロセス技術、画像表示技

術は生産への寄与や画像エンジンの開発寄与など、それなりの成果を出しつ

つあるものと感じる。特許出願も各社出願されているようなので世界への波

及効果はあるものと判断し、非常に良い成果と判断する。 
○バックライト単独でも事業全体の中間目標を十分に達成している。原理的に

は最終目標を上回って達成する可能性もある。TFT アレイに関連のテーマも

順調に進展している。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●これまでに特許出願と、学会発表および論文発表をほとんど行っていない技

術開発項目がある。今後の事業戦略に基づいて体系的な特許出願と成果の普

及が必要である。 
●革新的な技術開発への課題が少ない。 
●III-1(1) 高性能 TFT 開発,(2) 新規成膜装置技術開発のテーマに関しては「大

面積成膜に関する装置上の要素技術課題の抽出」に対する記述が不十分であ

りさらに検討する必要がある。特許出願が後半に偏っているものがあり、特

に最終年度の出願は、出願後１年以上非公開となるため原則禁止し前倒しす

ることが好ましい。 
●目標未達成の場合の対応策を一層明確にされたい。成果が世界最高水準かど

うかは、判断しかねる。成果の汎用性は、露光装置、ウエット装置などは、

汎用性が高いと思われるが、それ以外のものについては、疑問である。成果

の普及宣伝活動については、一層の工夫・努力が必要ではないか。 
●一部のテーマにおいて研究開発が遅れており、革新的な創造性が無いと実用

化が難しいと予測されるものがある。方針の再検討が必要と思われる。 

●画像表示技術の 3 テーマについては、事業の目標達成に寄与する道筋が見え

ない。消費者は、家電売り場で複数の製品を見比べて、高輝度の TV を選ん
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でいる。低輝度で低彩度になる現象は 19 世紀から知られている。この現状を

覆して「低輝度と高画質を両立する」方法が具体的になっていない。エコ意

識に訴えるだけではなく、実益をユーザーに感じさせるための技術力が必要

である。 
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４）実用化、事業化の見通しについて  

ユニークな考え方で製造装置や高効率部材が開発されている。部材の高効率

化や製造装置の開発、プロセスの開発成果は、製品のコストダウンや海外競合

メーカーとの差別化につながり、経済効果は大きい。一部のテーマを除き、事

業化のための戦略が十分に検討されている。特に、カラーフィルタを不要とす

る技術は見通しが明るい。後半に取り組むべき課題も明確になっている。電力

の大幅な低減の可能性を示したことの意義は大きく、この技術単独で実用化し

ても大いにインパクトがあるので、資源の集中、関連の産業界のベクトル合わ

せ等により、計画の前倒しが望まれる。TFT 関連のテーマは、TFT の満たす

べき要求条件と位置付けが明確で、その実現のための装置開発に対する技術的

取り組みも明確であり、また、市場規模や他社動向および価格競争力も的確に

検討されている。 
しかし、画像表示技術の 3 テーマは、実用化への道筋がはっきりしない。現

時点で圧倒的なブレークスルーが必要なテーマがあり、戦略の明確化、見直し

が必要であろう。 
 
＜肯定的意見＞ 
○装置技術およびプロセス技術の実用化に当たって、TFT の満たすべき要求条

件と位置付けが明確で、その実現のための装置開発に対する技術的取り組み

も明確であり、また、市場規模や他社動向および価格競争力も的確に検討さ

れている。微結晶 Si TFT の次世代 FPD（有機 EL ディスプレイ）への適用

拡大、新露光装置の半導体パッケージ露光等への適用拡大など、波及効果も

期待できる。 
○一部の研究課題を除いて、十分実用化は可能と判断できる。また事業化まで

の期間も、比較的明確である。一部非常に有望な技術の提案されている。 
○III-2(3)、III-1(1)(2)、III-2(1)のテーマを除き、事業化のための戦略が十分に

検討されている。また十分に波及効果が期待できる。 
○産業技術としての見極めは明確である。また課題の解決も明確に明示されて

いる。波及効果では、技術的には大きいと思われる。 
○試作機による検証を加えており、適用可能性のあることが明確化している。

産業技術としての見極めができており、また、基本概念と光学素子、基本特

性で所望の特性が得られる見通しがたっている。今後、実用化に向けて精力

的な課題を着実に解決していくことが求められる。省電力化はユーザーへ直

接還元されるものであり、市場性が高く、コストダウンに大きく寄与するも

のと期待される。競合技術との比較は圧倒的な優位性を用いるものである。

現時点では導入普及、事業化までの期間、事業化とそれに伴う経済効果等の
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見通しを明確に示すまでには至っていない。しかしながら大きな社会貢献の

要素を有していることから継続的発展的な取組みが必要である。省電力化は

環境・エネルギー問題を解決する大きな手立てとなりうることから技術的・

経済的・社会的にも大きな変革が期待できる。事業の実施自体が当該分野の

研究開発や人材育成等を促進するなどの波及効果を生じるものである。なお、

現時点では圧倒的な優位性を示す技術に仕上げることが先決で、むやみに情

報が外部へ流れてしまうのは好ましくない。そのため知財を含め戦略的な対

応が求められる。 
○ユニークな考え方で製造装置や高効率部材が開発されているので具体化すれ

ば、国際標準化や国際規格化などがなされていくものと思う。また、部材の

高効率化や製造装置の開発、プロセスの開発成果は、製品のコストダウンや

海外競合メーカーとの差別化につながり、経済効果は大と思われるので妥当

な実用化、事業化と判断する。 
○バックライトは見通しが明るい。後半に取り組むべき課題も明確になってい

る。特に、電力 1/3 の可能性を示したことの意義は大きく、この技術単独で

実用化しても大いにインパクトがある。TFT 関連のテーマの成果は、他の半

導体素子にも広く応用できる可能性がある。 
 
＜問題点・改善すべき点＞ 
●波及効果については、液晶ディスプレイの低消費電力化による省エネ効果の

みではなく、開発した要素技術や基盤技術そのものの波及効果（他分野への

波及効果も含めて）についても記述した方が良いのではないか。 
●コストダウンや競合技術との総合的な比較が十分とはいえず、波及効果につ

いても十分あるとはいえない。 
●III-2(3)は最終年度の目標達成は困難と考えられる。最終目標の再検討等が必

要である。III-1(1)(2)は膜の均一性等の信頼性の検証にも力点を置くべきであ

る。III-2(1)人間工学に基づく画質評価は流通過程の検討も含めた成果の事業

化の戦略の策定が必要である。 
●事業化までのシナリオにおいて、市場予測などはなされているが、量産化さ

れた場合の価格競争力、原価などの試算の明示が必要と考える。 
●実用化を目指す際、事業成果を判断すると、現時点で圧倒的なブレークスル

ーが必要なテーマがあり、戦略の明確化、見直しが必要と思われる。 

●製造装置を海外メーカーに販売する場合の考え方を出来れば詰めておく必要

があると思う。つまり、従来、製造装置を販売するのにプロセス条件等を付

帯して販売しているケースがあり、海外競合メーカーが早期に生産を立ち上

げるケースが多くなったと感じている。よって、出来れば販売方法を詰める
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必要があるのかな？と感じている。（注：独占禁止法に触れる可能性もあるの

で難しいと思うが・・・）。 
●画像表示技術」の 3 テーマは、実用化への道筋がはっきりしない。相互の関

係は、①でガイドラインを策定し、③で表示技術を開発し、②で評価と解釈

できる。しかし、③の内容は、①と②の「低輝度表示が好画質」とは関係が

なく、実用化の時期も見えない。この状況では、「低輝度でも高画質を保ちつ

つ低パワー化」の実現はただの願望である。仮に③は独立のテーマだとして

も、①と②で「低輝度でも高品位の画質」を実現する手段が具体的になって

いない。従って、このままでは、①は知見を世間に広めた、②は利用しない

装置を作ったという結果になることが懸念され、国内企業の競争力を高める

ことにはならない。 
 
＜その他の意見＞ 
・資料 3-7、IV-1 および資料 3-8、IV-1 の記述が、「（事項 A）の開発が課題であ

るが、（事項 A）の開発により実用化可能であると見込まれる」という文章に

なっており、意味をなさないので改善すべきである。 
・波及効果の中で、CF レス LED テレビが普及した場合やマスクレス露光装置

が一般的になった場合、既存ビジネス（CF、CF 構成部材やフォトマスク）

へのマイナスの影響が予想される。また決して大手メーカーの中で自己完結

せず、中堅・中小企業に仕事が回るような配慮をしていただきたい（たとえ

ば、中堅・中小企業の持つ独自技術を取り込むなど）。 
・「高効率バックライトシステム」は液晶パネルを含むはず。この量産が事業満

了の 3 年後ではもったいない。資源の集中、関連の産業界のベクトル合わせ、

等により、計画の前倒しが望まれる。 
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平均値

1.7

2.9

2.4

1.9

0.0 1.0 2.0 3.0

４．実用化、事業化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

３．評点結果 

３．１ プロジェクト全体 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9  A B A A A A A

２．研究開発マネジメントについて 1.9  B D B B A A C

３．研究開発成果について 2.4  A C A A A B B

４．実用化、事業化の見通しについて 1.7  B C C B B B B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 
 
〈判定基準〉 

 

(1)事業の位置付け・必要性について (3)研究開発成果について 
・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

(2)研究開発マネジメントについて (4)実用化、事業化の見通しについて 
・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B 
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D



 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

第２章 評価対象プロジェクト 
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１．事業原簿 
次ページより、当該事業の事業原簿を示す。 
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概要－１ 

概 要 

作成日 平成２１年７月２８日 

プログラム（又は施策）

名 
課題設定型助成事業 次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発プロジェクト

プロジェクト名 次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発 ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ番号 P07011 

担当推進部/担当者 新エネルギー・産業技術総合開発機構 電子･情報技術開発部 

０．事業の概要 

次世代高速・大容量データ通信技術の進展や放送・通信の融合による有線・無線イ

ンフラ整備に伴い、高画質・高解像度液晶ディスプレイは巨大なＩＴ産業の中でも今

後益々重要になってくる。全世界のテレビ市場規模は 2008 年で約 2億台と推計され、

CRT から大型液晶ディスプレイに置き換わる度合いが益々大きくなる。液晶ディスプ

レイは今後、テレビ産業を支える重要な柱となり、日々、性能・精細度の向上や、画

面サイズの大型化が進んでいくものと考えられる。一方、これに伴いテレビ 1台当た

りの消費電力も増加傾向にあり、このままでは、電力エネルギーの大幅な増加が懸念

される。この抜本的な課題対策に向けて、大画面かつ高精細・高画質でありながら電

力消費の少ない次世代液晶ディスプレイの要素技術確立が必須となってくる。 

このような動向を踏まえて本プロジェクトは、現状の液晶ディスプレイ技術を根本

的に見直し、主要な革新的基盤技術を開発するとともに、中間評価時点で、液晶モジ

ュールの特性向上、生産プロセスの効率向上に関わる効果を確認する。これら次世代

技術のトータル的な開発により、高精細・高画質でありながら、従来比１/２以下の低

消費電力型液晶ディスプレイを実現する。 

Ⅰ．事業の位置付け・必

要性について 

テレビをはじめとするディスプレイの大型化が進み、1 台当たりの消費電力は増大の傾向に

あるため、大画面かつ高精細・高画質でありながら電力消費の少ない次世代 FPD の基盤技

術の確立が必須である。 

全世界に広がるテレビ市場にわが国の産業界が、従来の先陣を堅持継続し、経済発展に

寄与するためにも、このような国際競争力のある技術開発を国家規模で進めることが非常に

重要である。従って、本事業では、このような社会変化を背景として、大型低消費電力液晶デ

ィスプレイの実現に向けて革新的な技術開発をわが国の産官学・研究機関が一体となって取

り組むべきである。 

Ⅱ．研究開発マネジメントについて 

 

 

 

事業の目標 
次世代液晶ディスプレイ技術のトータル的な開発により、高精細・高画質でありな

がら、従来比１／２以下の低消費電力型液晶ディスプレイを実現する。 

事業の計画内容 

主な実施事項 Ｈ19fy Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy 

 

①装置技術およびプロセス

技術の開発 

 
    

②画像表示技術の開発      

③高効率部材の開発      

開発予算(助成金額) 

助成率 1/2 

(単位：百万円) 

総事業費 

\4,491 百万円 

会計・勘定 Ｈ19fy Ｈ20fy Ｈ21fy Ｈ22fy Ｈ23fy 総額

一般会計 - - - - - -

特別会計（高度化） 683 720 694 - - 2097

総予算額（助成金額） 683 720 694 - - 2097

開発体制 

経産省担当原課 経済技術環境局 研究開発課 

開発責任者 
寺川雅嗣（平成 20 年 10 月～現在） 

水嶋繁光（平成 19 年～平成 20 年 9月） 



概要－２ 

助成先 

シャープ株式会社、株式会社日立ディスプレイズ、ソニ

ー株式会社、東京エレクトロン株式会社、芝浦メカトロ

ニクス株式会社、株式会社ブイ・テクノロジー 

共同研究：東北大学、静岡大学、成蹊大学、東京大学、

東京工業大学、東京工芸大学、東北大学 

情勢変化への対応 

ディスプレイ業界は、国際的な技術開発競争がますます熾烈になっている状況にある

ため、我が国も早急に次世代大型ディスプレイの技術開発に取り組むことが重要であ

る。従って、このような社会情勢を背景として、低消費電力ディスプレイの実現に向

けて革新的な技術開発をわが国の産官学・研究機関が一体となって取り組む。 

Ⅲ．研究開発成果につい

て 

平成 21 年度に中間目標を達成見込み。以下に研究開発項目ごとの成果をまとめる。 

研究開発項目①「装置技術およびプロセス技術の開発」 

 新規成膜装置で作製したＴＦＴの特性評価を行った。また、成膜条件を見極め、大

型基板用成膜装置の要素技術の検証を開始すると共に、大型化に向けた評価装置の構

想設計に着手した。新規ウェット洗浄装置技術開発では、大型基板用装置を試作し、

洗浄力の評価、検証を実施した。新規露光装置技術開発では、実基板を用いて総合的

な露光技術の検証を行った。 

 

研究開発項目②「画像表示技術の開発」 

 画像表示技術として、カラーフィルタが不要な新規高効率バックライトシステムの

原理確認を実施し、試作・評価を通じて課題抽出を行った。また、人間工学的画像評

価と液晶テレビの光学指標値の関係の解析を継続した。さらに、人間工学的画像評価

手法の向上を図った。並行して、液晶テレビバックライトの光学指標値の画面分布を

測定するシステムの改良を行うと共に測定値のデータベース化を行った。 

 

研究開発項目③「高効率部材の開発」 

 カラーフィルタが不要な新規高効率バックライトシステムの原理確認を実施し、試

作・評価を通じて課題抽出を行った。また、ＬＥＤバックライト評価方法について、

輝度ムラ、色ムラの測定結果と主観評価結果の相関を取り、主観評価結果を数値化す

る検討を実施した。また、ＬＥＤバックライト光学系の試作・評価を行うと共に、高

効率化構想に着手した。 

 

投稿論文 20 件（口頭発表） 

特  許 51 件 

Ⅳ．実用化、事業化の見

通しについて 

本プロジェクトによって次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術としての要

素技術開発を完了し、量産技術への展開可能性の見極めができる。開発技術と研究参

加各社の独自技術との融合化ならびに開発成果実用化のための量産装置の開発を引き

続き推進する。本プロジェクトの成果活用により、高機能な次世代大型低消費電力液

晶テレビ向け大型ディスプレイ市場の拡大と研究参加各社の事業成果の最大化に貢献

する。 

 

Ⅴ．評価に関する事項 

事前評価 平成 19 年 2月実施 担当部 電子・情報技術開発部 

中間評価以降 平成 24 年度 事後評価実施予定 

 

Ⅵ．基本計画に関する事

項 

作成時期 平成 19 年 3月 作成 

変更履歴 
平成 20 年 7月 改訂（イノベーションプログラム基本計画の制定に

よる） 
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P07011 
（省エネルギー技術開発プログラム） 

（高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム） 
「次世代大型低消費電力液晶ディスプレイの基盤技術開発」基本計画 

                             電子・情報技術開発部 
 
１． 研究開発の目的・目標・内容 
（１） 研究開発の目的 
 次世代高速・大容量データ通信技術の進展や放送・通信の融合による有線・無線インフ

ラ整備に伴い、高画質・高解像度液晶ディスプレイは巨大な IT 産業の中でも今後益々重要

になってくる。 
全世界のテレビ市場規模は 2008 年では 2 億台と予測され、CRT から大型液晶ディスプ

レイに置き換わる度合いが益々大きくなる。液晶ディスプレイは今後、テレビ産業を支え

る重要な柱となり、日々、性能・精細度の向上や、画面サイズの大型化が進んできている。

一方、これに伴いテレビ 1 台当たりの消費電力も増加傾向にあり、このままでは、電力エ

ネルギーの大幅な増加が懸念される。この抜本的な課題対策に向けて、大画面かつ高精細・

高画質でありながら電力消費の少ない次世代液晶ディスプレイの要素技術確立が必須とな

ってくる。加えて、市場拡大に伴うディスプレイの製造エネルギーの低減も重要課題であ

り、装置、プロセスを含めてエネルギー低減が必要である。このような動向を踏まえて本

プロジェクトは、次世代大型液晶ディスプレイに必要な低消費電力技術を平成 23 年度まで

に確立すると共に、省エネルギー技術開発プログラムおよび高度情報通信機器・デバイス

基盤プログラムの一環として実施する。 
全世界に広がる高度映像市場に国内産業界が従来の先陣を堅持し、経済発展に寄与する

ためには、国際競争力のある技術開発を国家規模で進めることが重要である。従って、本

事業では、このような社会変化を背景として、高速・大容量データ通信時代に最適な次世

代大型低消費電力液晶ディスプレイの実現に向けて、これに関わる革新的な基盤技術の開

発を国内の企業・研究機関が一体となって取り組むものである。これにより、ディスプレ

イ分野での産業競争力強化と新規産業創造に資するのみならず、情報通信分野で利用され

るディスプレイデバイス機器の 50％程度消費電力低減に資する。 

 
（２） 研究開発の目標 
 現状の液晶テレビは、フルスペックハイビジョン対応に技術移行をしているが、今後の

放送、情報インフラの進展との整合性を考慮すると、次世代液晶ディスプレイでは表示性

能や解像度を飛躍的に向上させる必要がある。また、これに加えて、今後 5 年間で 2～3 倍

の薄型テレビ出荷台数の伸びが予測されるため、低消費電力化技術は極めて重要である。

この観点より、現状の液晶ディスプレイ技術を根本的に見直し、主要な革新的基盤技術を



プロジェクト基本計画－２ 

開発するとともに、中間評価時点で、液晶モジュールの特性向上、生産プロセスの効率向

上に関わる効果を確認する。これら次世代技術のトータル的な開発により、高精細・高画

質でありながら、従来比１/２以下の低消費電力型液晶ディスプレイを実現する。 
 
 
（３） 研究開発の内容 
 上記目標を達成するために、以下の研究開発項目について、別紙の研究開発計画に基づき

研究開発を実施する。 
①装置技術およびプロセス技術の開発 
②画像表示技術の開発 
③高効率部材の開発 
 
２．研究開発の実施体制 
 本研究開発は、独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構（以下、「NEDO 技

術開発機構」という。）が、原則本邦の企業、研究組合、公益法人等の研究機関（原則、国

内に研究開発拠点を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設

等の活用あるいは国際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りでは

ない。）から、公募によって研究開発実施者を選定し、助成（助成率１/２）により実施する。 
 
３． 研究開発の実施期間 
 本研究開発の期間は、平成 19 年度から平成 23 年度までの 5 年間とする。 
 
４． 評価に関する事項 
 NEDO 技術開発機構は、技術的及び政策的観点から見た技術開発の意義、目標達成度、

成果の技術的意義並びに将来の産業への波及効果等の観点から、外部有識者による技術開

発の中間評価を平成 21 年度、事後評価を平成 24 年度に実施する。また、中間評価結果を

踏まえ、必要に応じてプロジェクトの加速・縮小・中止等、見直しを迅速に行う。なお、

評価の時期については、当該研究開発に係る技術動向、政策動向や当該研究開発の進捗状

況等に応じて、前倒しする等、適宜見直すものとする。 
 
５． その他の重要事項 
（１） 基本計画の変更 
 NEDO 技術開発機構は、研究開発内容の妥当性を確保するため、社会・経済的状況、内

外の研究開発動向、政策動向、プログラム基本計画の変更、評価結果、研究開発費の確保

状況、当該研究開発の進捗状況等を総合的に勘案し、達成目標、実施期間、開発体制等、

基本計画の見直しを弾力的に行う。 
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（２） 根拠法 
 本プロジェクトは、独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第 15 条第 1 項

第 3 号に基づき実施する。 
 
６． 基本計画の改訂履歴 
 （１）平成 19 年 3 月、制定 
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（別紙）研究開発計画 
 
研究開発項目①装置技術およびプロセス技術の開発 
１．研究開発の必要性 
 パネルの大型化・使用台数は世界規模で増加しており、消費電力および生産エネルギー

の抑制、デバイス性能の向上が重要となっている。これらを目指した装置技術およびプロ

セス技術の新規基盤技術の構築を行う。 
 
２．研究開発の具体的内容 
（１） 新規装置技術の開発 
 ディスプレイの大型化・高精細化に向けて、生産能力の向上とプロセスエネルギーの低

減を狙った新規装置技術の開発を行う。また、大画面用高性能 TFT を作製するための新規

装置技術開発を行い、ディスプレイの低消費電力化を図る。 
（２） 大画面用高性能 TFT アレイ技術開発 

TFT 特性の向上および TFT サイズ縮小化等による光利用効率向上を狙った大画面用高性

能 TFT アレイ技術開発を行い、低消費電力化を図る。 
 
３．達成目標 
（１）大型の低消費電力パネル実現に必要な大画面用高性能 TFT 技術を確立するため、成

膜装置技術を開発する。また、高精細大型パネルに対応した高速ウェット装置や露光装置

および検査装置等の基盤技術を開発し、プロセスエネルギー低減と高生産性を狙う。 
（２）（１）の技術開発に加えて、TFT 特性の向上を狙ったプロセス技術開発および設計技

術開発等を行うことにより、現在のアモルファス TFT 移動度の３～５倍を達成し、基板の

大型化対応のための要素技術を確立する。また、TFT サイズの縮小化による光利用効率向

上を図るとともに、大画面用高性能 TFT アレイ技術開発を行い、低消費電力化を狙う。 
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研究開発項目②画像表示技術の開発 
 
１．研究開発の必要性 
 パネルの大型化・使用台数は世界規模で増加しており、台数増加に伴う莫大なエネルギ

ーの消費を抑制する必要があり、次世代液晶ディスプレイとして、高画質化・低消費電力

化を最大限に引き出す画像表示技術が重要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
 次世代液晶ディスプレイの画像表示技術として、低消費電力かつ高画質な大型液晶ディ

スプレイを実現する新規表示モードの開発と、高画質化・低消費電力化を最大限に引き出

す最適駆動システムの開発を行う。 
 
３．達成目標 
低消費電力かつ大画面・高画質液晶ディスプレイの実現に向け、高速・広視野角・高コ

ントラストを兼ね備えた新規表示モードの探索研究および技術開発を行う。また、新規液

晶パネルおよびバックライトシステムの最適駆動技術を開発することにより、高画質な大

画面液晶ディスプレイの消費電力を従来の半分以下にする。 
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研究開発項目③高効率部材の開発 
 
１．研究開発の必要性 
 パネルの大型化・使用台数は世界規模で増加しており、台数増加に伴う莫大なエネルギ

ーの消費を抑制する必要があり、液晶ディスプレイの高画質化・低消費電力化が必要であ

る。また、それに伴って益々増加する部材の使用量や生産エネルギーを削減する技術開発

も必要である。 
 中でも、バックライトは液晶テレビモジュールの消費電力の約２/３を占めており、低消

費電力化のためにはバックライトの高効率化が不可欠である。さらに環境配慮の面からも

水銀レス化が必要である。よって、CCFL に代替するバックライトとして、高効率・高演

色実現の可能性が期待できる LED バックライトシステムの開発が重要である。 
 
２．研究開発の具体的内容 
 高効率な LED バックライトシステムの構築を行い、液晶ディスプレイの消費電力の大半

を占めるバックライトの低消費電力化を図る。 
 
３．達成目標 

LED を搭載した高効率バックライトシステムを構築し、その消費電力を従来の３０％削

減する。また、LED バックライトシステムにおける光の指向性制御・色バラツキの低減に

より、高演色性を備えた高画質大型液晶ディスプレイを実現する。 
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平成２０・０３・２５産局第５号 

平 成 ２ ０ 年 ４ 月 １ 日 

 

エネルギーイノベーションプログラム基本計画 

１． 目的 

資源に乏しいわが国が、将来にわたり持続的発展を達成するためには、革新的なエネル

ギー技術の開発、導入・普及によって、各国に先んじて次世代型のエネルギー利用社会の構

築に取り組んでいくことが不可欠である。他方、エネルギー技術開発は、長期間を要すると

ともに大規模投資を伴う一方で将来の不確実性が大きいことから、民間企業が持続的な取組

を行うことは必ずしも容易ではない。このため、政府が長期を見据えた将来の技術進展の方

向性を示し、官民双方がこの方向性を共有することで、将来の不確実性に対する懸念が緩和

され、官民において長期にわたり軸のぶれない取組の実施が可能となる。以下に５つの政策

の柱毎に目的を示す。 

１－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

１９７０年代以来、官民をあげて省エネルギーに取り組み、産業構造の転換や新たな

製造技術の導入、民生機器の効率改善等により世界最高水準の省エネルギーを達成して

いる。今後、「新・国家エネルギー戦略」に掲げる、２０３０年までにＧＤＰあたりのエ

ネルギー利用効率を約３０％向上を実現していくためには、産業部門はもとより、全部

門において、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその成果の導入を促進する

ことが不可欠である。 

１－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

（中略） 
 

１－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

（中略） 
 

１－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

（中略） 
 

１－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

（中略） 

   

２．政策的位置付け 

○ エネルギー基本計画（２００７年３月閣議決定） 

重点的に研究開発のための施策を講ずべきエネルギーに関する技術及びその施策

として、 

１． 総合エネルギー効率の向上に資する技術 

２． 原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保に資する技術 

３． 運輸部門のエネルギー多様化に資する技術 

４． 新エネルギーに関する技術 

５． 化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用に資する技術 
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以上が位置づけられている。 

○ 新・国家エネルギー戦略（２００６年５月） 

世界最先端のエネルギー需給構造の実現を図るため 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 運輸エネルギーの次世代化計画 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

以上の計画が位置づけられている。また、資源外交、エネルギー環境協力の総合

的な強化を図るため、「総合資源確保戦略」が位置づけられている。 

○ 第３期科学技術基本計画（２００６年３月閣議決定） 

国の存立にとって基盤的であり国として取り組むことが不可欠な研究開発課題を

重視して研究開発を推進する「推進４分野」であるエネルギー分野、分野別推進戦略

（２００６年３月総合科学技術会議）における「推進４分野」であるエネルギー分野

に位置付けられている。 

○ 経済成長戦略大綱（２００６年７月財政・経済一体改革会議） 

資源・エネルギー政策の戦略的展開として 

１． 省エネルギーフロントランナー計画 

２． 次世代自動車・燃料イニシアティブ等による運輸エネルギー次世代化 

３． 新エネルギーイノベーション計画 

４． 原子力立国計画 

５． 資源外交、環境・エネルギー協力等の総合的な強化 

以上が位置づけられている。 

○ 京都議定書目標達成計画（２００５年４月閣議決定） 

（中略） 

 

３．達成目標 

３－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

転換部門における「エネルギー転換効率向上」、産業部門における「製造プロセス向上」、

民生・運輸部門における「省エネルギー」などにより、エネルギー消費効率を２０３０

年度までに少なくても３０％改善することを目指す。 

３－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

（中略） 

 

３－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

（中略） 

 

３－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

（中略） 

 

３－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

（中略） 
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４．研究開発内容 

４－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

４－Ⅰ－ⅰ．共通 

（１）エネルギー使用合理化技術戦略的開発（運営費交付金） 

①概要 

省エネルギー技術開発の実効性を高めるために、シーズ技術の発掘から実用化

に至るまで、民間団体等から幅広く公募を行い、需要側の課題を克服し得る省エ

ネルギー技術開発を戦略的に行う。 

②技術目標及び達成時期 

中長期的視点に立った省エネルギー技術戦略を構築し、技術開発の相互連携に

よりシナジー効果が発揮され技術開発が促進されるよう、超燃焼システム技術、

時空を超えたエネルギー利用技術、省エネ型情報生活空間創生技術、先進交通社

会確立技術、次世代省エネデバイス技術の技術群に重点化して、省エネルギー技

術戦略に沿った技術開発を戦略的に推進する。 

③研究開発時期 

２００３年度～２０１０年度 

 

（２）エネルギー使用合理化産業技術研究助成事業（運営費交付金） 

①概要 

産業界や社会のニーズに応える省エネルギー技術のシーズの発掘とその育成、

並びに、省エネルギー技術に関する次世代の研究リーダーの育成を図る。この目

的のため、産業界からの期待が高い技術領域・課題を提示した上で、大学や独立

行政法人の研究者等から研究開発テーマを募集する。厳正な外部評価によって省

エネルギー効果があり且つ独創的・革新的なテーマを選定し、研究者代表者個人

を特定して助成金を交付する。 

②技術的目標及び達成時期 

独創性のある研究者等を助成すると共に、中間評価ゲート方式が醸成する競争

的環境の下で企業との連携を強化させることにより、１０～１５年後の実用化が

有望な革新的省エネルギー技術の研究開発を促進する。本事業では革新的省エネ

ルギー技術の実用化への第１歩となる特許について、助成期間終了後の出願比率

を１００％とすることを目標とするとともに、省エネルギー技術に関する次世代

の研究リーダーの育成を図る。 

③研究開発期間 

２０００年度～ 

 

（３）研究開発型中小企業挑戦支援事業（スタートアップ支援事業） 

（中略） 

 

（４）地域イノベーション創出エネルギー研究開発 

      （中略） 

 

（５）非化石エネルギー産業技術助成（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 
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（６）イノベーション実用化補助事業（運営費交付金）（４－Ⅲ－ⅰ参照） 

 

４－Ⅰ－ⅱ．超燃焼システム技術 

（中略） 

 

４－Ⅰ－ⅲ．時空を超えたエネルギー利用技術 

（中略） 

 

４－Ⅰ－ⅳ．省エネ型情報生活空間創生技術 

（１）グリーンＩＴプロジェクト（運営費交付金） 

（中略） 

 

（２）次世代高効率ネットワークデバイス技術開発（運営費交付金） 

（中略） 

 

（３）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液

晶及び大型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するた

めの研究開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴ

アレイプロセス技術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技

術を確立する。また、プラズマディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る

技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

（４）有機発光機構を用いた高効率照明の開発（運営費交付金） 

（中略） 

 

（５）マルチセラミックス膜新断熱材料の開発（運営費交付金） 

（中略） 

 

（６）超フレキシブルディスプレイ部材技術開発（運営費交付金） 

（中略） 

 

（７）低損失オプティカル新機能部材技術開発（運営費交付金） 

（中略） 

 

（８）高環境創造高効率住宅用ＶＯＣセンサ等技術開発（運営費交付金） 

（中略） 
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（９）革新的構造材料を用いた新構造システム建築物研究開発 

（中略） 

 

（１０）次世代光波制御材料・素子化技術（運営費交付金） 

（中略） 

 

４－Ⅰ－ⅴ．先進交通社会確立技術 

（中略） 

 

４－Ⅰ－ⅵ．次世代省エネデバイス技術 

（中略） 

 

４－Ⅰ－ⅶ．その他 

（中略） 
 

４－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

 （中略） 
 

４－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

（中略） 
 

４－Ⅳ．原子力等利用の推進とその大前提となる安全の確保 

（中略） 
 

４－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

（中略） 
 

５．政策目標の実現に向けた環境整備（成果の実用化、導入普及に向けた取組） 

５－Ⅰ．総合エネルギー効率の向上 

 事業者支援補助金による初期需要創出（高効率機器の補助導入など） 

 セクター別ベンチマークアプローチの導入によるエネルギー消費原単位改善 

 省エネ投資の事業価値評価の整備・活用 

 省エネ評価制度の国際的整備 

 国際標準化・規格化による国際競争力の向上 

 国民の省エネルギー意識の高まりに向けた取組 

５－Ⅱ．運輸部門の燃料多様化 

（中略） 

 

５－Ⅲ．新エネルギー等の開発・導入促進 

（中略） 
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５－Ⅳ．原子力利用の推進とその大前提となる安全の確保 

（中略） 

 

５－Ⅴ．化石燃料の安定供給確保と有効かつクリーンな利用 

（中略） 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金による実施されるもの（事業

名に（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付

金の総額の範囲内で当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

また、事業名に（採択テーマ）と記載された事業は、提案公募事業により採択されたテ

ーマを記載したものであり、その採択や評価等は、提案公募事業の実施機関の責任の下、

実施されるものである。 

 

７．改訂履歴 

（１）平成１６年７月７日付け、省エネルギー技術開発プログラム基本計画、新エネルギ

ー技術開発プログラム基本計画、燃料技術開発プログラム基本計画、電力技術開発プ

ログラム基本計画、原子力技術開発プログラム基本計画制定。固体高分子形燃料電池

／水素エネルギー利用プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第６号）は、

新エネルギー技術開発プログラム基本計画に統合することとし、廃止。 

（２）平成１７年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１６・０６・０４産局第８号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１６・

０６・０４産局第１０号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４

産局第１２号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１１

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１６・０６・０４産局第１３号）は、

廃止。 

（３）平成１８年３月３１日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成

１７・０３・２５産局第１４号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・２５産局第９号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２

５産局第１７号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１

２号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第１３号）は、

廃止。また、次世代低公害車技術開発プログラム基本計画（平成１７・０３・２９産

局第２号）は、省エネルギー技術開発プログラム基本計画及び燃料技術開発プログラ

ム基本計画に統合することとし、廃止。 

（４）平成１９年４月２日付け制定。省エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１

７・０３・３１産局第１９号）、新エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１８・

０３・３１産局第１５号）、燃料技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１

産局第１８号）、電力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１７

号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第１６号）は、

廃止。 

（５）平成２０年４月１日付け、エネルギーイノベーションプログラム基本計画制定。省

エネルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２６産局第１号）、新エネ
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ルギー技術開発プログラム基本計画（平成１９・０３・２０産局第４号）、燃料技術開

発プログラム基本計画（平成１９・０３・１９産局第７号）、電力技術開発プログラム

基本計画（平成１９・０３・１６産局第３号）、原子力技術開発プログラム基本計画（平

成１９・０３・２３産局第２号）は、本プログラム基本計画に統合することとし、廃

止。 

 



プログラム基本計画－８ 

（別 添） 

 

平成 20・03・27 産局第１号 

平成２０年４月１日 

 

ＩＴイノベーションプログラム基本計画 

 

１．目的 

我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、経済成長戦略大綱、ＩＴ新改革

戦略、科学技術基本計画及び技術戦略マップ等に基づき、情報化の進展に伴うエネルギー消費量

の増大等の課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信技術を開

発し、実社会への利用を促進する。また、ソフトウェアについて品質及び生産性の向上を推進し、

革新的技術の開発、オープンソースソフトウェアを安心して活用するための環境整備、独創的な人

材の発掘等、我が国産業競争力強化のための必要な基盤整備を実施することによって、ＩＴの利活

用の深化・拡大を図り、より豊かな国民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向上を図る

ことを目的とする。 

 

 

２．政策的位置付け 

○「経済成長戦略大綱」（２００６年７月財政・経済一体改革会議。２００７年６月改訂、経済財政諮

問会議報告） 

 ＩＴ革新による競争力強化、ＩＴ革新を支える産業・基盤の強化に必要な研究開発の推進に対

応 

○「第３期科学技術基本計画」(２００６年３月閣議決定) 

 国家的・社会的課題に対応した研究開発の重点推進４分野である情報通信分野、分野別

推進戦略（２００６年３月総合科学技術会議）における重点分野である情報通信分野に位置づ

けられるもの。 

○「ＩＴ新改革戦略」（２００６年１月高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部） 

 次世代のＩＴ社会の基礎となる研究開発の推進等に対応。 

 

 

３．達成目標 

（１） 情報経済社会を形成する上で必要不可欠な基盤技術である情報通信機器・デバイス等に関

しては、「革新的な技術の確立」と「その開発成果の普及促進」を図る。 

【目標】 

・情報通信機器・デバイス産業の付加価値額を、２０２０年度において、２００７年度比で、約５

０％増加させる。 

・半導体の微細化に係る革新的基盤技術の開発（テクノロジーノード４５ｎｍ以細） 

・情報家電の音声認識のタスク率（９５％以上の達成） 

・革新的な大型ディスプレイ技術の開発（消費電力を現状機器と比較して約５０％以下） 

・革新的なネットワーク機器技術の開発（消費電力を現状機器と比較して６０％以下） 
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（２） 経済社会システムの信頼性確保に大きく寄与する情報システム・ソフトウェアに関しては、品

質、信頼性及び生産性の向上や産学官の開発リソースの連携強化により、「人材育成」と「技

術開発、ソフトウェア工学の開発等」を積極的に推進する。 

【目標】 

・情報サービス・ソフトウェア産業の付加価値額を、２０１５年度において、２００４年度比で、約２

５％増加させる。 

・組込みシステム等の不具合発生率（２０１１年度までに２００６年度比５０％減） 

 

 

４．研究開発内容 

［プロジェクト］ 

Ⅰ．ＩＴコア技術の革新 

（中略） 

 

Ⅱ．省エネ革新 

［i］情報ネットワークシステムの徹底的省エネの実現 

（中略） 

 

［ii］情報機器の徹底的省エネの実現 

（１）次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発（運営費交付金）（再掲） 

①概要 

エネルギー需給構造の高度化を図る観点から行うものであり、次世代の大型液晶及び大

型プラズマディスプレイに関する低消費電力ディスプレイを実現するための研究開発を行う。 

②技術的目標及び達成時期 

２０１１年度までに、液晶に関しては、高効率バックライト、革新的なＴＦＴアレイプロセス技

術・製造装置及び低消費電力型の画像処理エンジン等に係る技術を確立する。また、プラズマ

ディスプレイに関しては、超低電圧駆動等に係る技術を確立する。 

③研究開発期間 

２００７年度～２０１１年度 

 

［iii］省エネを支えるプロセス基盤技術 

（中略） 

 

Ⅲ．情報爆発への対応 

（中略） 

 

Ⅳ．情報システムの信頼性・生産性の向上とオープンスタンダードの推進 

（中略） 

 

５．政策目標の実現に向けた環境整備 

【法律】 
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・ 情報処理の進行を目的に、昭和４５年に情報処理の促進に関する法律が制定。 

・ 半導体集積回路の回路配置の適正な利用の確保を目的に、昭和６３年に半導体集積回路の

回路配置に関する法律が制定。 

 

【税制】 

・ 情報セキュリティ強化を確保しつつ生産性の向上を図るためのＩＴ投資に対し、３５％特別償却

又は７％税額控除（情報基盤強化税制）。 

・ ソフトウェアを含む機械装置等に対し、３０％特別償却又は７％税額控除（中小企業投資促進

税制）。 

 

【国際標準化】 

各プロジェクトで得られた成果のうち、標準化すべきものについては、適切な標準化活動（国際

規格（ＩＳＯ／ＩＥＣ））、日本工業規格（ＪＩＳ）、その他国際的に認知された標準の提案等）を実施す

る。特に、産学連携ソフトウェア工学の実践における組込みソフトウェア開発については、国際標

準の動向を踏まえた開発を促進することにより、プロジェクトの成果の幅広い普及を促進する。 

 

【関係機関との連携】 

各プロジェクトのうち、研究開発を効率的・効果的に推進する観点から関係機関との連携が必

要なものについては、これを積極的に行う。 

但し、関係機関が行う研究開発等の独自性を妨げるものではない。 

 

【導入普及促進〕 

成果の普及を図るため、これまでの終了プロジェクトの成果の全部または、一部についてはオ

ープンソースソフトウェアとして公開する。 

 

【プロジェクト等の間の連携について】 

情報大航海プロジェクトでは、独創的な技術やアイディア等を有する優れたＩＴ人材（スーパーク

リエータ）の活用も視野に入れつつ、技術開発を進める。 

高信頼な組込みソフトウェアの開発では、ソフトウェアエンジニアリングセンター（ＳＥＣ）におい

て提供される各種エンジニアリング手法を開発現場に適用し、当該技術の効果を明らかにしなが

ら開発を進める。 

 

【その他】 

・グラント事業 

ＮＥＤＯの産業技術研究助成事業を活用し、萌芽的・革新的な情報通信関係の技術シーズ

の発掘を行う。また、ソフトウェア分野の独創的な技術やビジネスシーズを有した人材を発掘

する。 

・事業終了後の連携 

産学官連携の研究体制を通して活動を行い、これらの事業の終了後も各分野の研究者・技術者

が有機的に連携し、更に新たな研究を作り出す環境を構築する。 

・人材育成 



プログラム基本計画－１１ 

 ハードウェア分野においては、出来る限り大学との連携を重視し、各種フェローシップ制度を

活用しつつ、最先端の情報通信基盤研究現場への学生等の参画を推進することにより次世代

の研究開発人材の育成を図る。また、ソフトウェア分野における独創的な人材を発掘し、育成

するとともに、優秀な人材が集うコミュニティを構築するなど、発掘された人材の才能をさらに伸

ばすための取組を進める。 

・広報／啓発 

 毎年１０月を「情報化月間」としている。 

 

 

６．研究開発の実施に当たっての留意事項 

事業の全部又は一部について独立行政法人の運営費交付金により実施されるもの（事業名に

（運営費交付金）と記載したもの）は、中期目標、中期計画等に基づき、運営費交付金の総額の

範囲内で、当該独立行政法人の裁量によって実施されるものである。 

 

 

７．改訂履歴 

（１） 平成１２年１２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画を制定。 

（２） 平成１４年２月２８日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体デバ

イスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム基本

計画（平成１２・１２・２７工総第１２号）は廃止。 

（３） 平成１５年１月３１日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画及び次世代半導体デバ

イスプロセス等基盤技術プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化プログラム基本

計画（平成１４・０２・２５産局第１７号）及び次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログ

ラム基本計画（平成１４・０２・２５産局第１８号）は、廃止。 

（４） 平成１５年３月１０日付け、情報通信基盤高度化プログラム基本計画、次世代半導体デバイス

プロセス等基盤技術プログラム基本計画、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画

及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信基盤高度化

プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び次世代半導体デバイスプロセス等基

盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第２号）は、廃止。 

なお、情報通信機器高度化プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第１号）及び次世

代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログラム基本計画（平成１５・０１・２９産局第２号）の

一部は、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本計画及び情報通信基盤ソフトウェア開

発推進プログラム基本計画へ移行。 

（５） 平成１６年２月３日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報通

信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。情報通信機器高度化プログラム基

本計画（平成１５・０３・０７産局第１４号）、次世代半導体デバイスプロセス等基盤技術プログ

ラム基本計画（平成１５・０３・０７産局第７号）、次世代ディスプレイ技術開発プログラム基本

計画（平成１５・０３・０７産局第４号）は、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計

画に統合することとし、廃止。また、情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画

（平成１５・０３・０７産局第１４号）は、廃止。 

（６） 平成１７年３月２５日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画を制定。高

度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第１号）は廃止。
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また、平成１７年３月３１日付け、情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を

制定。情報通信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画（平成１６・０２・０３産局第２

号）は廃止。 

（７） 平成１８年３月３１日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報通

信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイス基盤

プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第７号）及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進

プログラム基本計画（平成１７・０３・２５産局第６号）は廃止。 

（８） 平成１９年４月２日付け、高度情報通信機器・デバイス基盤プログラム基本計画及び情報通

信基盤ソフトウェア開発推進プログラム基本計画を制定。高度情報通信機器・デバイス基盤

プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第４号）及び情報通信基盤ソフトウェア開発推進

プログラム基本計画（平成１８・０３・３１産局第５号）は廃止。 

（９） 平成２０年４月１日付け、ＩＴイノベーションプログラム基本計画を制定。情報通信機器高度化・

デバイス基盤プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第７号）及び情報通信基盤ソフトウ

ェア開発推進プログラム基本計画（平成１９・０３・１２産局第８号）は、本プログラム基本計画

に統合することとし、廃止。 
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プロジェクト用語集 

用語 説明 

＜あ＞  

アモルファスシリコン 非晶質。固体材料で構成原子が規則正しい配列をもたない状態のもの。ガラ

ス質ともいう。アモルファスシリコンは不規則的構造で無定型状態のシリコ

ンであるが、半導体の性質をもつ。 

移動度 固体中のキャリアの移動のしやすさを示す量。本報告書では、ＴＦＴの飽和

特性領域の移動度を指す。 
色再現 元の風景，画像の色を再現すること。色の分光特性を再現する分光カラーマ

ッチングと色の見えを再現する等色カラーマッチングがある。 
＜か＞  

開口率 液晶の画素の中で光を通す（表示に有効な領域）部分の面積比率。 

重ね合わせ精度 ＴＦＴアレイパネルは４～５層の露光を行うことで構成される。ＴＦＴの性

能はこれらの層間の位置関係により大きく左右される為、各層をできる限り

同じ位置に積み重ねることが必要であり、この積み重ね精度を指す。 

カラーフィルタ 液晶パネルの構成部品でＴＦＴアレイパネルと対になるＲＧＢ３色を（一般

的には格子状に）Ｂ（黒）で分離された表示色をつける為のフィルタ。 

カラーフィルタレス化 カラーフィルタを用いるカラー表示では、表示色以外の色は着色層で吸収さ

れるため、光利用効率には上限（約 30%）が存在する。カラーフィルタを用

いない方式では、この上限が無くなるため大幅な光利用効率の向上が達成出

来る。 

輝度 光源や二次光源（反射面や透過面）から観測者の方向へ向かって発する「光

の強さ」を人間の目の感度で評価した測光量で，特定方向（観測方向）のみ

に着目している。単位は（cd/m2）。距離に依存しない。 

高精細化 画素数を増やして、画質を向上すること。ハイビジョン映像の画素数は 1920
×1080 であるが、大画面では画素数を 4k×2k に増やすことにより画質を向

上させることができる。 

コントラスト 明暗比と訳す場合が多いが、ディスプレイ場合、一般的に最も高い階調の無

彩色の輝度 LH と最も低い階調の無彩色の輝度 LL から、LH／LL で表現す

る。光学分野では、モデュレーションコントラスト、すなわち、（LH-LL）
／（LH+LL）で表すことが多い。 

＜さ＞  

視覚特性 コントラスト感度特性，空間分解能などをさす場合が多いが，視覚の特性の

総称である。 

主観評価実験 人間の心理反応を直接測定する実験。主観評価手法には、評点法、一対比較

法、順位法、ＳＤ法などがある。 
消費電力 電気機器などを動作させるときに必要な電力。 
スループット 単位時間あたりの処理能力（枚/時）。装置についてスループットを表現する場合、

基板投入間隔で表すことも多い（タクト：秒）。 

＜た＞  

低温ポリシリコンＴＦ

Ｔ 

ガラス軟化温度以下のプロセスで結晶化した、粒径数十 nm～数マイクロメ

ートルのポリ Si 膜を半導体として用いた TFT。 

追従 対象基板上の下層パターン位置ずれ、歪みに対して露光位置を調整するため

に対象基板パターンをフォトマスクのシフト等で追いかける動作のこと。 
＜な＞  

人間工学的アプローチ 機器，システム，環境の設計において，人間の特性，実行されるタスクの特
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性，環境条件を考慮して，総合的に利用する人間側の負担を最小化し，快適

性，安全性を最大化するためのアプローチ。 

＜は＞  

バックライト 液晶ディスプレイは非発光型であるので、表示の視認性を良くするために液

晶パネルの背面から光を投射する装置。光源は蛍光管とＬＥＤとに大別され、

前者には冷陰極管と熱陰極管がある。 

発光スペクトル 可視光線を分光器で分解したときに得られる、波長の順に並んだ帯状の光の

像のこと。現在では、スペクトルという言葉は可視域に限らず、電波からγ

（ガンマ）線にわたるすべての電磁波領域で、波源からの放射を分解して波

長順に並べて整理したものに対して用いられている。 
パーティクル 微細な粒子状の異物などを指す。液晶パネル製造の際、基板表面に付着する

と欠陥（defect）の原因となる。 
パネル 液晶層を挟んだ 2 枚の基板からなり、透過あるいは反射光量を電気的に制御

する光学素子。周辺部には駆動信号を供給するための電極端子群が配置され

る。 
光利用効率 光源から出射された光エネルギーのうち、各光学要素を透過した光エネルギ

ーの割合。 

フィールドシーケンシ

ャル 

一般的に３原色の光源は、時間を分けて連続的に点灯することで白色や他の

色を表現する色表現の駆動法。本研究においては、カラーフィルタ方式と対

比される。 

歩留り 生産されたすべての製品に対する、不良品でない製品の割合。不良品を取り除い

て出荷できる製品の割合が歩留まりで、歩留まりが低いと原材料費や製造コストの

無駄が大きくなるため、企業の収益を圧迫する要因となる。 

プロキシミティ露光 フォトマスクを露光対象に近接させて露光する方式。一般にプロジェクション露光

に比べて解像度が低い。 

プロジェクション露光 フォトマスクの像を光学系を介し露光対象に投影して露光する方式。プロキシミ

ティ露光に比べて解像度は高いがコストも高い。 

偏光板 入射光に対して、特定の偏光成分のみを透過させる機能を有する光学部材。

＜ま＞  

マグニチュード推定法 刺激を感じる強さの測定方法のひとつ。まず「標準」とされる刺激を与え、

それに「係数」と呼ばれる数を割り当てる。その後被験者に刺激を与え、被

験者が標準刺激との対比で感覚の強さを数で申告する。例えば、標準刺激の

２倍の強さと感じたら係数の２倍の数を申告する。 

モンテカルロ法 シミュレーションや数値計算に於いて、乱数を用いて行う手法の総称。 

＜英数＞  

ＣＣＦＬ Cold Cathode Fluorescent Lamp の略。冷陰極管。陰極を加熱して熱電子放

出を行う一般の蛍光灯（熱陰極管）と異なり、陰極を加熱しないで電子放出

を行うもの。容易に調光出来るため、液晶バックライト用光源として多用さ

れている。 

ＣＲＴ Cathode Ray Tube の略。別名、ブラウン管。電子ビームを走査し、蛍光板に

あてて、発光させる。電子ビーム強度を、蛍光板の位置に合わせて制御し、

像を描く。 

ＬＥＤ Light Emitting Diode の略。 

ＴＦＴ Thin Film Transistor の略。薄膜トランジスター。液晶パネルではガラス基板上

にアモルファス Si や多結晶 Si などで構成され、液晶の駆動制御に使用されてい

る。 
 



Ⅰ.－１ 

Ｉ．事業の位置付け・必要性について 

１．ＮＥＤＯの関与の必要性・制度への適合性 

 ディスプレイは、テレビ用途のみならず、パーソナルコンピューターや携帯電話などのモニタ

用途としても広く使われている。また、街頭や商業施設などにおいてもディスプレイを使用して

情報発信するデジタルサイネージとしての利用も高まりつつある。情報通信（ＩＴ）技術の発達

により、情報を表示する手段としてのディスプレイの需要は高まっており、その中でディスプレ

イ技術は情報通信技術の重要な役割を担っている。その一方で、ＩＴ機器の普及によって情報通

信量が急増し、ＩＴ機器の消費電力量も増大しているため、対策が求められている。 

 こうした中、我が国の政府も情報通信分野を重視した研究開発政策を進めている。これまでに

政府は、「科学技術創造立国」を国家戦略として打ち立て、科学技術基本法の下で「科学技術基

本計画」に基づく総合的施策を強力に推進してきた。ディスプレイ技術が含まれる情報通信分野

は、「第３期科学技術基本計画」（計画年度：平成１８年度から２２年度）においても「重点推

進４分野」（ライフサイエンス、情報通信、環境、ナノテクノロジー・材料）の一つとして位置

付けられ、優先的な資源配分を行う対象となっている。経済産業省の「新産業創造戦略２００５」

（平成１７年６月）においても、情報家電分野は日本の将来を支える戦略７分野（燃料電池、情

報家電、ロボット、コンテンツ、健康・福祉・機器・サービス、環境・エネルギー・機器・サー

ビス、ビジネス支援サービス）の一つとして位置付けられ、具体的な市場規模、目標年限を明示

した政策のアクションプランが明示された。また、内閣に平成１３年から設置されたＩＴ戦略本

部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）による「ＩＴ新改革戦略」（平成１８年１月）

では、ＩＴを駆使した環境配慮型社会の実現に向けて、ＩＴ機器によるエネルギーの使用量を抑

制化する取り組みが目標としてあげられており、「重点計画２００８」（平成１９年８月）の中

においてディスプレイの省エネ化が具体的な施策として取り上げられている。さらに、経済産業

省の「経済成長戦略大綱」（平成１９年６月改訂）においても「持続的なＩＴの活用を可能とす

るため、半導体やＩＴ機器・システムの省エネルギー技術の開発を強化するとともに、省エネ法

におけるトップランナー制度の活用等、研究成果の普及に向けた取組を進める」と示されている。

このように、情報通信技術に関する政策は多く、国家的な戦略として支援が行われている。 

 このような位置付けのもと、経済産業省「イノベーションプログラム基本計画」（平成２０年

４月）が策定されている。このうちＩＴイノベーションプログラムでは、我が国が目指す高度情

報通信ネットワーク社会の構築に向けて、情報化の進展に伴うエネルギー消費量の増大等の課題

に考慮した情報通信技術を開発し、実社会への利用を促進することがねらいとなっている。また、

エネルギーイノベーションプログラムでは、総合エネルギー効率の向上に資する技術開発とその

成果の導入を促進する取り組みが行われる。独立行政法人 新エネルギー・産業技術総合開発機構

（以下、ＮＥＤＯと略記する）が実施する本プロジェクト（次世代低消費電力液晶ディスプレイ

基盤技術開発）は、このＩＴイノベーションプログラムおよびエネルギーイノベーションプログ

ラムの一環として実施するものである。 

 以上のように、本プロジェクトが目指す情報通信技術の開発および省エネ技術の開発は、国の

産業技術政策とも合致するものとなっている。 

ＮＥＤＯの第２期中期計画1においては、情報通信分野の目標として、高度な情報通信（ＩＴ）

社会の実現とＩＴ産業の国際競争力の強化があげられている。そのためのディスプレイ技術の開

発として、ＮＥＤＯでは大画面・高精細・高画質でありながら低消費電力化を実現する技術の開

                                                  
1 NEDO 中期計画： http://www.nedo.go.jp/jyouhoukoukai/tsusoku/cyuukikeikaku2.pdf 
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発を推進する。 

 図 1.1 にＮＥＤＯにおける電子・情報技術開発部の取り組みをまとめて示す。ここで示す５つ

の技術分野（半導体技術、ストレージ・メモリ技術、コンピュータ技術、ネットワーク技術、ユ

ーザビリティ技術）は、経済産業省の「技術戦略マップ」における情報通信分野の区分、および

ＮＥＤＯの「技術ロードマップ」の区分に対応するものである。ＮＥＤＯでは、本プロジェクト

のディスプレイ技術をユーザビリティ分野に位置付け、薄型ディスプレイ市場において引き続き

主流となる液晶ディスプレイの低消費電力化に取り組む（図 1.2）。 

 

 

図 1.1 ＮＥＤＯ電子・情報技術開発部の取り組み 
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図 1.2 ＮＥＤＯ電子・情報技術開発部のユーザビリティ技術に関する取り組み 

 

①継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現
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１．１ ＮＥＤＯが関与することの意義 

 本プロジェクトは、次の視点から、ＮＥＤＯが関与する必要性・意義がある。 

（１）公益性と CO2削減効果 

ディスプレイ技術は、将来の情報通信分野における中核的・革新的技術であり、我が国のエ

レクトロニクス産業の優位性の確保と情報化社会の推進にとって大きな意義を持つものである。

また、ディスプレイの用途のひとつであるテレビは、国民にとって関心の高い商品であり、技

術開発に対する期待も大きいものである。図 1.3 のように家庭内の電気使用量において、テレ

ビは約 10％を占める。このため、液晶ディスプレイの低消費電力化を実現すれば、家庭分野に

おける省電力化を促進することができることから、公共性が高いプロジェクトであるといえる。

また、地球温暖化対策への取り組みとしても重要であり、本プロジェクトの成果によってテレ

ビやＩＴ機器に利用されているディスプレイの消費電力を削減し、CO2排出量削減に大きく貢献

できる。このように国家的な取り組みとも合致するプロジェクトであり、ＮＥＤＯが関与して

取り組む意義がある。 

 

温水洗浄
便座
4%

電気
カーペット

4%

衣類
乾燥機

3%

食器洗浄
乾燥機

2% その他
20%

照明器具
16%

冷蔵庫
16%

エアコン
25%

テレビ
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図 1.3 家庭における消費電力量の割合 

（資源エネルギー庁 平成 16 年度電力需給の概要より） 

 

   

 

（２）国際競争力確保 

 ディスプレイ産業は、国際競争の激しい技術分野である。図 1.4 に示すように、ディスプレイ

の生産は、日本、韓国、台湾が凌ぎを削っている。特に、韓国や台湾では戦略的大規模投資が行

われて競争が激化しており、我が国の国内企業の生産シェアは低下傾向にある 

 韓国では、ディスプレイ業界における韓国の地位をより一層高めようと、国家的な戦略を打ち

出した。２０００年代前半の臨時投資税額控除政策により液晶産業は１０％～１５％の税額控除

を受けられたほか、外国投資促進法による７年間法人所得税免除、３年間税半額といった合弁会

社優遇策による外国技術の積極的導入のフェーズを経て、平成１９年５月に韓国の産業資源部は、

大手ＦＰＤメーカー４社（サムスン電子、サムスンＳＤＩ、ＬＧ電子、ＬＧフィリップスＬＣＤ）

と特許協力や共同研究開発の推進など８項目における団結を盛り込んだ「８大相互協力決議」を

採択したと発表した。さらに、韓国政府が平成１９年に策定した「第２次科学技術基本計画（２
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００８-２０１２年）」は平成２０年８月に「先進一流国家に向けた李明博政権の科学技術基本計

画(５７７イニシアチブ)」として改訂され、この中でも「次世代ディスプレイ技術」が重点育成

技術として取り上げられている。このような動きから、韓国のディスプレイ産業が活発化し、日

韓企業の競争がより激化すると考えられる。また、台湾においては二兆双星プロジェクト（平成

１４年～）やＬＣＤ製造設備産業への支援などの施策が積極的に行われている。 

 我が国は液晶ディスプレイの性能や製造技術についてトップの座を保持しているものの、海外

メーカーの猛追で国際市場環境は一層厳しくなっている。我が国の経済を牽引するための大きな

原動力の一つであるディスプレイ技術の継続的発展は重要な政策課題であり、今後も需要が見込

まれる液晶ディスプレイについても技術力、産業力の強化が必須である。 

 ＮＥＤＯには、我が国の産業競争力の源泉となる産業技術の核となるプロジェクトを実施して

いくことが期待されている、我が国ディスプレイ産業の国際競争力の維持・強化を図ることは喫

緊の課題であり、国の助成による取り組みを行うことは極めて重要である。そのためには、国内

企業間の連携や技術の共通化が必須であり、民間活動のみでは十分でなく、ＮＥＤＯが関与する

意義がある。 

 

図 1.4 液晶ディスプレイの国別生産金額シェアの推移 

（富士キメラ総研「液晶関連市場の現状と将来展望」2005、2006、2007 を元に作成） 

 

（３）民間企業ではリスクのある研究開発内容 

 ディスプレイ産業において国際的に厳しい競争環境にある中、世界市場におけるテレビの競争

力は、高精細・大画面とコストであり、消費電力量の低減への配慮は劣後しがちなのが現状であ

る。そのため、トップランナー以上の水準を達成するための自助努力についても限界があり、国

からの助成によって低消費電力技術の開発を支援する必要がある。本プロジェクトで取り組む技

術は、大型ディスプレイ市場を牽引する液晶ディスプレイ分野の省電力化を目的として、長期的

な視野に基づいた研究開発活動が必要な技術分野であり、民間企業単独での実施にはリスクがあ

る技術分野である。従って、ＮＥＤＯが関与する意義があるといえる。 

 このように、本プロジェクトは、経済産業省により定められた政策上のプログラムにも合致し、

本プロジェクトの成功により、我が国ディスプレイ産業とその関連産業の国際競争力強化、およ

び国家的重点目標である高度情報化社会および地球温暖化対策の実現に寄与するものである。さ

らには、広範な産業分野への大きな波及効果が期待され、産業政策・情報政策の面からも極めて

重要な課題であることから、国家プロジェクトとしてＮＥＤＯが関与すべきものと考えられる。 
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１．２ 実施の効果（費用対効果） 

 本プロジェクトの目的は、液晶ディスプレイの低消費電力化技術を開発することである。プロ

ジェクトの事業期間は 5年間、事業規模は約 35 億円の計画で開始された。 

 液晶テレビ市場規模は、図 1.5 の通り平成２０年度で約８兆円である。この市場規模は、ディ

スプレイ価格下落の影響によって、本プロジェクト開始当時の予測よりも下方修正されているが、

年とともに台数は着実に伸び続けており、今後も一定の市場規模を確保していくことが見込まれ

ている。 

 
図1.5 液晶ディスプレイパネルの市場規模予測（金額） 

（ディスプレイサーチ社調査データ（2008, 2009 年）より作成。$1=\100 で換算） 

 

 世界市場における液晶テレビのメーカー別シェアでは、図 1.6 に示すようにサムソン電子が１

９％を占め、次いでソニー１６％、シャープ１０％、ＬＧ電子９％と続き、日韓の企業で市場の

過半数を占め、両者がほぼ拮抗する状態が続いている。本プロジェクトを推進することで、我が

国のディスプレイ産業の競争力強化が図ることができ、我が国経済の牽引役となるＩＴ産業の発

展を促進することが期待できる。同時に、大型ディスプレイ技術がコア技術である情報家電分野

において、激しい国際競争社会における我が国がＩＴ産業のプレゼンスを確保できると考えられ

る。 
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図1.6 世界市場における液晶テレビ市場メーカー別シェア（台数ベース2008年実績） 

（富士キメラ総研：2009年デジタルAV機器市場マーケッティング調査要覧のデータより作成） 
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 デジタル放送化等を見据えて、液晶テレビなどの薄型ディスプレイテレビが急速に普及してい

るが、消費者ニーズの高まり等を踏まえた「大型化」、「高精細化」、「高性能化」等が進んで

いるため、１台当たりの消費電力が急増しているのが現状である。従って、大画面かつ高精細・

高画質でありながら、低消費電力の大型低消費電力液晶ディスプレイの基盤技術の確立は、省エ

ネ効果に大きく貢献することが期待される。 

 本プロジェクトの成果によって、家庭の消費者は、家庭内テレビの消費電力を抑えることがで

き、電気料金の削減などの恩恵を享受できる。また、国際的なＣＯ２削減活動にも貢献できる。 

 以上のことから、本プロジェクトの助成費に対して十分大きな効果が期待できるものといえる。 
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２．事業の背景・目的・位置づけ 

２．１ 事業の背景 

2.1.1 社会的背景 

薄型ディスプレイの普及は急速に進んでおり、薄型テレビの出荷台数も平成１９年から平成２

４年の５年間で２倍以上の伸びが予測されている（図 1.7）。また、ハイビジョン対応やディスプ

レイパネルの価格低下によって、家庭内テレビの薄型テレビへの置き換えも急速に進んでおり、

テレビの平均画面サイズも年々大きくなっている（図 1.8）。画面サイズの大型化や高精細化（ハ

イビジョン化）に起因して、一台あたりの消費電力は増加傾向にあり、家庭内におけるエネルギ

ー消費も増加している。従って、ディスプレイの低消費電力化技術への取り組みは急務の課題と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅰ-2-1 薄型テレビの出荷台数変化（予測）［百万台］ 

図 1.7 薄型テレビの出荷台数変化（予測） 

（第16回ディスプレイサーチフォーラム、2009年1月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.8 薄型テレビの平均画面サイズの変化 

（第 16 回ディスプレイサーチフォーラム、2009 年 1 月） 
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2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
CRT TV 100.9 85.2 70.0 56.6 47.3 40.2 32.7 26.0 19.2 
LCD TV 92.3 120.2 146.8 166.6 187.5 198.0 209.7 221.7 233.9 
OLED TV 0.0 0.0 0.3 0.9 2.0 3.4 5.2 8.4 11.7 
Plasma TV 11.3 14.7 16.3 17.3 18.1 18.7 19.3 19.9 20.6 
Rear Projection TV 1.4 0.3 0.1 0.0 
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図 1.9 大型ＴＶ向け各種ディスプレイの生産量 [百万台] 

（ディスプレイサーチフォーラムのデータより作成） 

 

このような環境変化の中、テレビ用ディスプレイの主流となる液晶ディスプレイ（図 1.9）は、

新しい映像文化を築く日本のディスプレイ産業の柱となっており、産業界および市場の中で大き

な地位を確立しつつある。しかしながら、エネルギー消費という観点からは、市場要求・放送イ

ンフラの整備に伴う画面大型化や画素高精細化に起因して、一台あたりの消費電力は増加傾向に

ある。したがって、一台あたりの消費電力増加への取り組みは急務の課題となっている。 

 国家レベルでのテレビ低消費電力化の政策・規制の流れも進んでいる。日本では、省エネラベ

リング制度のプラズマテレビ、液晶テレビの多段階評価基準を引き上げた（平成２０年４月）。ま

た、韓国企業と競争の激しい米国市場では、ディスプレイの ENERGY STAR プログラムバージョン

５.０にて、液晶テレビを含むディスプレイの消費電力の基準が作成されており、平成２１年度中

に発効される予定である。ＥＵでもテレビのエコデザイン要件〔COMISSION REGULATION（EC）

No.642/2009 of 22 July 2009）が採択され、平成２２年８月より適用される予定である。このよ

うに、低消費電力化に関する外部情勢が世界的にも大きく変化している。 

 このような動向を踏まえて本プロジェクトは、次世代大型液晶ディスプレイに必要な低消費電

力技術を確立することを目的として取り組むものである。プロジェクト成果を取り入れた低消費

電力性能が高い製品を市場投入することにより、ＣＯ２削減に貢献することができる。 

 

2.1.2 技術的背景 

大画面液晶ディスプレイの技術開発は、更なる大画面高精細化や放送信号を超える高画質

化の方向と、低コスト化の方向へ向かうと考えられる。大画面化のためには、画面の隅々ま

での均一性が要求される。単純に大画面化するだけであれば、消費電力量も増大する。ＣＯ２

排出量削減の観点から、消費電力を低減し、且つ高画質・大画面化する技術が求められる。

２０１５年に試験放送が開始されるスーパーハイビジョン放送などに向けた高精細化のため

には、バックプレーン技術として、ＴＦＴの高性能化すなわち高移動度化が必要である。更
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に配線の低抵抗化技術、画素容量低減技術等も求められる。ＴＦＴの高移動度化のためには、

製造プロセスを現状のアモルファスシリコンから低温ポリシリコンへ変更するというモバイ

ル型ＬＣＤ同様の方法もあるが、大型ガラス基板を使用する現行のＬＣＤにおいては、微結

晶シリコン ＴＦＴや酸化物系ＴＦＴが有効と考えられる。放送信号を超える高画質化につい

ては、バックライト（ＣＣＦＬ）の高色純度化、ＬＥＤバックライト、カラーフィルターの

高演色性などによる高い色再現性や、これまでにない臨場感をもたらす技術なども必要にな

る。低コスト化・低消費電力化に対しては、偏光板やバックライトに代表される光学部材の

機能統合、一括形成、局所調光制御技術なども求められる。大画面均質性のためには、光学

部材の大面積化に起因する不均一を補償し、製造マージンを拡大する光学設計技術が必要と

なり、かつ高輝度ＬＥＤの色調均質化、及び大規模マウント技術による大型低消費電力バッ

クライトシステム技術なども必要と考えられる。高色再現性については、高演色性設計と大

型バックライトシステム技術を組み合わせ、最適化することにより、自然界に存在するあら

ゆる色を加工することなく忠実に再現することが可能となる。導光板、拡散板、偏光板とい

った光学シート類を一体あるいは一括成型することによりバックライトの光を利用する効率

が向上し、バックライトの使用数を減らすことも出来るため、その両方の効果で、低コスト・

低消費電力化が計られていくものと考えられる。 

 

２．２ 事業の目的 

本プロジェクトはこのような観点から、大画面省電力を量産工程に於いてでも早期に具現化で

きる装置技術およびプロセス技術によるパネルの高効率化と、バックライト技術と関連した画像

表示技術により高品位な表示を保った省電力化に焦点を当て、液晶ディスプレイの低消費電力化

技術の開発を行うものである。 

これにより、ディスプレイ分野での産業競争力強化に資するのみならず、情報通信分野で利用

されるディスプレイデバイスおよび機器の消費電力低減を実現し、地球温暖化防止の観点から先

進国を中心に定着しつつある温室効果ガス（二酸化炭素）排出量削減に対して充分対応するＣＯ２

削減に貢献することを目的とする。 

 

２．３ 事業の位置付け 

 経済産業省の技術戦略マップ及び技術ロードマップにおいて、ディスプレイ技術は図 1.10 に示

すようにユーザビリティ分野の技術開発として位置付けられている。民間企業等で取り組まれる

ディスプレイの高コントラスト、薄型化、大型化、高精細化技術に伴う消費電力増加への対策と

して、ＮＥＤＯは低消費電力化技術を開発するプロジェクトとして支援する。 
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図1.10 ユーザビリティ分野におけるディスプレイ技術の位置付け 

（経済産業省技術ロードマップより） 
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Ⅱ. 研究開発マネジメントについて 
1. 事業の目標 
1.1 事業全体の目標 
 来るべき高速・大容量データ通信時代は、各家庭や個人にＩＴ機器が普及し、その中

でも液晶テレビは、高精細・高品位・高機能など性能向上が格段と進むとともに、膨大

な数量増加が見込まれる。そのため、消費電力の抑制策が必須となっている。 
本プロジェクトは、ＣＲＴに代わって市場の主流を占めている液晶テレビの更なる低

消費電力化の基盤技術を開発する。具体的には、液晶パネルの低消費電力化に繋がるＴ

ＦＴの特性向上を可能とする大型装置技術の開発を図る「装置技術およびプロセス技術

の開発」、高画質かつ低消費電力な大型液晶ディスプレイの実現する新規表示モードと

その最適駆動システムの開発を図る「画像表示技術の開発」、高効率なＬＥＤバックラ

イトシステムを構築して液晶ディスプレイの消費電力の大半を占めるバックライトの

低消費電力化を図る「高効率部材の開発」を行う。 
研究開発全体の目標は、40 型前後のフルハイビジョン対応液晶テレビのバックライ

トシステムを含めた液晶モジュールの消費電力をプロジェクト開始時（平成 19 年 4 月

モデル）に比べて大幅に低減させるための基盤技術開発を行うことである。数値的には、

中間目標は平成 21 年度までに同モジュールの消費電力を 30％低減することであり、最

終目標は平成 23 年度までに同 50％以下にすることである。 
本事業全体の目標は、地球温暖化防止の観点から先進国を中心に定着しつつある温室

効果ガス（二酸化炭素）排出量削減に対して充分対応するものであり、妥当なものであ

ると言える。 
尚、要素技術の実証は開発レベルで行うこととする。 

 
1.2 テーマ選定の理由 
 テレビの需要は、ＣＲＴテレビから薄型・大画面・高精細・高画質・低消費電力を特

長とするフラットパネルディスプレイ・テレビへと置き換わりつつある。 
 フラットパネルディスプレイ・テレビの主流を占める次世代大型テレビは、デジタル

化・超高画質化により、「高い臨場感」、「本物らしさの体感」のニーズに対応したスタ

イルに進化していくと考えられる。液晶ディスプレイを中心とする次世代テレビは、そ

の需要の増大、大型化、高機能化などに伴って、消費電力は急激に増加するため、その

低減および環境影響低減を念頭に置いた技術開発が重要となる。 
本事業全体の目標を達成するために、「装置技術およびプロセス技術の開発」、「画像

表示技術の開発」、「高効率部材の開発」を研究開発テーマとして選定した。各社が独自

性を競う技術領域ではない基盤技術開発に主眼を置き、本事業のようなプロジェクトに

おいて開発を推進するに相応しい技術分野であるといえる。 
液晶テレビが全世界に大きく広がっていくため、日本発の薄型テレビ産業の発展が将
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来に向けて持続し、かつ地球環境に大きく貢献するためには、日本の産官学が一体とな

って進める本事業のテーマ選定は妥当であり、且つ重要である。 
 
1.3 個別テーマの設定 
1.3.1 装置技術およびプロセス技術の開発 
 表 2.1 に研究テーマ「装置技術およびプロセス技術の開発」の開発目標の概要と中間

目標、最終目標を示す。詳細は下記の通りである。 
 
1.3.1.1 設定目標とその理由 
 
１）大型の低消費電力液晶パネル実現に必要な大画面用高性能ＴＦＴ技術を確立するた

め、成膜装置技術を開発する。また、高精細大型パネルに対応した高速ウエット洗浄装

置や露光装置等の基盤技術を開発し、プロセスエネルギー低減と高生産性を狙う。  
 
２）（１）の技術開発に加えて、ＴＦＴ特性の向上を狙ったプロセス技術開発および設

計技術開発等を行うことにより、現在のアモルファスＴＦＴ移動度の３～５倍を達成し、

基板の大型化対応のための要素技術を確立する。また、ＴＦＴサイズの縮小化による光

利用効率向上を図るとともに、大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術開発を行い、低消費電

力化を狙う。 
 
＜目標の根拠＞ 
パネルの大型化・高精細化および使用台数は世界規模で増加しており、消費電力およ

び生産エネルギーの抑制、デバイス性能の向上が重要となっている。これらを目指した

装置技術およびプロセス技術の新規基盤技術の構築により、低消費電力パネルの実現に

貢献する。 
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表 2.1 「装置技術およびプロセス技術の開発」の開発目標 
 開発目標 

開発目標概要 中間目標 最終目標 
 

 

 

 

 

新規装置技術の開発 

a）新規成膜装置技術 

高性能ＴＦＴ用新規材料膜を均

質・大面積に形成できる成膜装置

技術開発を行う。 

・高品質膜の成膜が可能な新規成 

膜装置の基本構造の明確化。 

・大面積成膜に関する装置上の要素

 技術課題を抽出。 

・高品質膜の成膜技術確立と共に 

 実用化に関する要素技術を確立 

 する。 

b）新規ウエット洗浄装置技術 

ＴＦＴ作製プロセスで発生するパ

ーティクルを高効率で除去できる

新規洗浄技術を開発する。 

・新規洗浄方式の基本性能評価 

完了。 

・新規洗浄方式を用いた洗浄システ 

 ムの実験装置構築および評価完

了。 

・新規洗浄方式を適用した評価装 

 置により、高効率パーティクル除去

 能力を検証し、新規洗浄装置の 

 要素技術を確立する。 

 

c）新規露光装置技術 

ＴＦＴ高性能化設計に対応でき

る高精度露光技術として、新規露

光装置技術を開発する。 

・新規位置合わせ要素技術の課題 

 抽出と開発の方向付け。 

・新規露光方式の要素技術の課題 

 抽出と開発の方向付け。 

・上記 2 点を合わせた露光技術の 

 基礎評価を完了。 

・新規位置あわせ技術と新規露光 

 システムを組み合わせた高スルー

プットを保有した新規露光装置の 

基礎技術検証を完了する。 

 

 

大画面用高性能ＴＦＴアレイ

技術 

｢新規成膜装置技術開発｣と連携

し、新規材料膜を適用したＴＦＴ

の大幅な性能向上を実現し、大

画面用高性能ＴＦＴアレイの技術

開発による低消費電力化を図る。

・新規材料膜の基本成膜条件を確 

 立。 

・TFT を作成し、性能を評価すると 

 共に開発方向付けを行う。 

・高品質膜を用いた TFT に於いて 

 高性能 TFT のプロセス基盤技術 

 を確立する。 

・大画面用 TFT に関する基本設計 

 を実施し、性能を検証する。 
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1.3.1.2 計画内容  
 装置技術およびプロセス技術開発のスケジュールを図 2.1 および図 2.2 に、年度目標

を表 2.2 に、研究開発内容とそのポイントを表 2.3 に示す。以下、各テーマについて詳

しく述べる。 
 
1.3.1.3 研究開発の内容 
本研究開発テーマは「次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発」の課題

である「人に優しいディスプレイ」を世界に先駆けて開発し、且つ、革新的低消費電力

技術を盛り込むことを実現するために、高性能ＴＦＴ作製用新規装置技術の開発および

大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術の開発において基盤技術開発を行うものである。 
そのために、以下の項目について研究開発を行う。 

 
（１）新規装置技術の開発 
高性能ＴＦＴを実現する新規材料膜の成膜装置技術を開発すると共に、高精細大型パ

ネル作製に対応した新規ウエット洗浄装置技術および新規露光装置技術の開発を行う。 
 
（２）大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術の開発 
液晶ディスプレイの表示性能の向上に対応した高性能ＴＦＴ技術について、新規成膜

装置技術の開発と連携した大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術の開発を行う。 
 
1.3.1.4 内容の詳細 
以下、各サブテーマについて詳しく述べる。 
 
（１） 新規装置技術開発 
（１）―a) 新規成膜装置技術の開発 
大面積用高性能ＴＦＴアレイの実現に向け、新規半導体膜および絶縁膜を均質・大面

積に形成できる新規成膜装置技術開発を行う。 

 
①現状技術の限界及びその理由 

・アモルファスＳｉ ＴＦＴでは、更なる高速化/高精細化に対応できる特性が得られ

な 

いため、新たな高性能ＴＦＴが求められている。 

 

②解決しようとしている技術課題 

・新規高性能ＴＦＴを実現できる成膜技術 

・大面積対応が可能な成膜技術 

・高均一性、高再現性技術 
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③ブレークスルーポイント 

・新規高性能ＴＦＴを実現できる成膜技術の構築 

・大面積対応が可能な成膜技術の構築 

・高均一性、高再現性技術の実現 

 

④ブレークスルーするための手法 

・成膜メカニズムの解明及び高品質膜の成膜技術の確立 

・高安定及び大面積対応装置構造の考案 

・高均一性と高再現性を実現する新規成膜装置技術および成膜技術の確立 

 

⑤開発スケジュール 

・新規材料膜の成膜技術確立および 

新規成膜装置技術開発における要素技術確立（平成22年度） 

・高生産性量産装置としての技術開発（平成 23 年度） 

 

⑥ベンチマーク 

 新規材料膜を大面積で成膜できる成膜装置は現存しない。 

 
（１）－b) 新規ウエット洗浄装置技術の開発 
新規ウエット洗浄装置の要素技術となる新規洗浄技術を確立し、高精細液晶パネル製

造工程での歩留まり改善による生産エネルギーロスの低減を図る。 

 
①現状技術の限界及びその理由 

ＴＦＴの駆動能力を向上させ、電極配線を細線化するなど、次世代大型ディスプレイ

の生産にはこれまでのアモルファスＳｉ ＴＦＴの生産レベルと異なる高度な生産技術

が必要とされている。 

高精細化プロセスにおいて生産性を低下させる歩留まりの改善が不可欠であるが、現

状の洗浄技術の延長では限界が生じる。 

 

②解決しようとしている技術課題 

・パーティクル除去効果の高いプロセス技術・設備 

 

③ブレークスルーポイント 

・残存パーティクルの解析による付着状況の把握 

・新規洗浄方式の考案と洗浄設備の開発 
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④ブレークスルーするための方法 

・高効率パーティクル除去メカニズムの考案 

・新規洗浄方法を適用した高効率洗浄技術の開発 

 

⑤開発スケジュール 

平成21年度までの3年間で、新規ウエット洗浄方式における基礎評価を行なう。その

後、新規洗浄プロセスの実証を行う。 

 

⑥ベンチマーク 

新規ウエット洗浄技術を従来の洗浄ツールと併用する事で、洗浄能力の改善が見込ま

れる。 

 

（１）―ｃ） 新規露光装置技術の開発 

大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術を用いた新規ＴＦＴ設計に対応できる高精細パタ

ーン形成技術として新規露光装置を開発する。 

 
①現状技術の限界及びその理由 

現状の大型液晶ディスプレイパネル向け大型用露光装置は消費電力の大きい大型光

源ランプが必要であり、且つ、発熱対策の温調制御が不可欠等、エネルギーロスが大き

なシステムとなっている。また、大型マスクの使用に伴う生産コストが課題となってい

る。 

大面積高性能ＴＦＴ技術の開発では、±1μｍの重ね合わせ精度が求められており、

大面積基板に対応可能な別方式の露光装置は実現されていない。 

 

②解決しようとしている技術課題 

・低消費電力な新規露光方式の開発および大面積露光に対応可能な露光技術の構築 

・高解像度を実現する高精度位置合せ技術の開発 

・露光装置システム構成の構築 

 

③ブレークスルーポイント 

・大面積露光に対応可能な新規露光方式の開発 

・高精細パターン形成に対応可能な高精細位置合せ技術の開発 

 

④ブレークスルーするための手法 

・新規露光方式の開発 

・新規高精細位置合せ技術の開発 



Ⅱ．－７ 

・新規露光方式と高精度位置合せ技術を適用した新規露光装置システム技術の開発 

 

⑤開発スケジュール 

平成21年度中に新規露光方式を用いた露光パターン形成の基礎評価及び追従露光位

置制御システムの要素技術開発を実施する。最終的には新規露光方式及び追従露光位置

制御技術を確立し、目標精度達成を実証する。 

 

⑥ベンチマーク 

現状の液晶パネル向けの露光方式としてはプロキシミティ露光方式（高解像度／高コスト）、

プロジェクション露光方式（解像度に課題／低コスト）の２方式が主流である。  

 
（２） 大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術開発 
新規材料膜を適用したＴＦＴ特性の大幅な向上を実現し、大画面用高性能ＴＦＴアレ

イの技術開発を行い、低消費電力化を図る。 

 
①現状技術の限界及びその理由 
 アモルファスＳｉ ＴＦＴの駆動性能は現状の液晶パネルが限界であり、今後の開発

が想定される高精細化パネルには対応困難である。 
 
②解決しようとしている技術課題 
 ・高性能化を実現できる新規半導体膜および絶縁膜の開発 

・高性能・高信頼性を可能にする新規ＴＦＴ構造の考案 
・高性能ＴＦＴ性能を活用したＴＦＴアレイ設計技術 
・大面積成膜装置技術の開発 
 

③ブレークスルーポイント 
・新規半導体膜および絶縁膜の成膜技術確立 
・新規ＴＦＴ構造の技術検討および作製プロセスの構築 
・ＴＦＴ特性との整合を図ったＴＦＴ設計技術の開発 
・大面積成膜装置技術の開発 
 

④ブレークスルーするための手法 
・新規半導体膜および絶縁膜材料開発 
・新規ＴＦＴ構造およびプロセス開発 
・大面積用高性能ＴＦＴ設計技術開発 
・大面積成膜装置技術の開発 
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⑤開発スケジュール 
下記の技術開発を推進。  
・平成 19-21 年度：新規半導体膜および絶縁膜の成膜技術 

 ・平成 20-23 年度：新規ＴＦＴ形成技術 
 ・平成 21-22 年度：大面積成膜装置に関する基礎技術（膜厚・特性分布評価等） 

・平成 22-23 年度：大面積用高性能ＴＦＴアレイ設計要素技術 
 

⑥ベンチマーク 
大面積の成膜が可能な成膜装置で作製した、新規材料を適用した高性能ＴＦＴ作製技

術は確立されていない。 
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図 2.1 「装置技術およびプロセス技術の開発」の研究開発スケジュール 
●新規装置技術の開発 
 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成２３年度 
 
a）新規成膜装置技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
b）新規ウエット洗浄装置技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
c）新規露光装置技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

洗浄装置システム技術開発 

新規半導体膜の成膜メカニズム解明・膜質評価及び高品質膜化検討 

新規洗浄技術の要素技術開発及び実験装置の評価 

洗浄能力評価技術の検討および洗浄装置システム化技術の開発 

新規露光方式に関する要素技術の開発 

新規成膜装置開発用要素技術の検討 高生産性量産装置技術の開発 

新規位置合せ技術に関する要素技術開発 

新規露光装置技術のシステム化検討および総合的な露光技術検証 
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図 2.2 「装置技術およびプロセス技術の開発」の研究開発スケジュール 
●大面積用高性能ＴＦＴアレイ技術の開発 
 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成２３年度 
 
大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規半導体膜および絶縁膜の諸特性評価 

新規ＴＦＴ構造検討 

ＴＦＴ作製、ＴＦＴ特性評価および特性改善 

高性能ＴＦＴ設計・検証 

新規半導体膜および絶縁膜の膜質改善 

面内分布検証及び分布改善（新規成膜装置）
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表 2.2 「装置技術およびプロセス技術の開発」 年度目標研究開発スケジュール 
 
テーマ 

 
基本計画 

年度目標 
平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成２３年度 

新規装置技術の開発 

a）新規成膜装置技術 

 

 

b）新規ウエット洗浄装置技術 

 

 

 

c）新規露光装置技術 

・大型基板への成膜

が可能な大型成膜装

置開発に向けた要素

技術開発。 

・新規成膜装置の

構造検討。  

・新規材料膜の基

礎評価。 

・装置構造の検証。 

膜質評価および成膜

条件の検討。 

 

・新規装置技術の検

証用装置作製。  

・新規材料膜の膜質

改善。 

・連続成膜技術の

評価。  

・膜質の高品質化

検討。 

・大型装置用要素技

術の確立。  

・高品質膜の成膜条

件最適化。 

・新規洗浄技術を確

立し、新規洗浄シス

テ ム 技 術 を 開 発 す

る。 

・新規洗浄技術の

要素技術検討およ

び基礎評価。 

 

・洗浄メカニズムの解

明及び洗浄能力の

向上を図る。 

 

・新規洗浄技術を適

用した装置化技術を

検討し、装置化への

目処をつける。 

・最終目標性能の

達 成 条 件 を 検 討

し、実験装置の改

良を行う。 

・新規ウエット洗浄装

置の高効率パーティ

クル除去性能を検証

する。 

・高精度位置合せ技

術および新規露光方

式を開発し、新規露

光装置を開発する。 

・新規露光方式の

基礎評価。  

・位置合せ技術の

検討。 

・露光部品の試作と

動作性能評価。  

・位置合せシステム

検討。 

・露光性能（パターン

形成）の基礎評価。 

・位置合せ要素技術

の確立。 

・露光技術と位置

合せ技術のシステ

ム化検討。 

 

・露光装置システムと

しての基礎技術検証

を実施。 

 

 

大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術

の開発 

 

 

 

 

 

 

新規半導体膜および

絶縁膜を用いたＴＦＴ

において、高性能化

および高信頼性化を

達成し、高開口率ＴＦ

Ｔを開発する。 

 

・新規成膜装置で

作製した半導体膜

および絶縁膜の基

本特性評価 

 

・成膜条件の最適化

による膜質改善およ

びＴＦＴ作製プロセス

の構築 

 

・新規半導体膜ＴＦＴ

の試作および特性確

認と成膜条件の最適

化による移動度の向

上。 

・技術評価用ＴＦＴ構

造の検討。 

 

・成膜条件の最適

化及び高性能 

ＴＦＴ構造の最適

化 

・新規半導体成膜

装置の性能検証 

 

・ＴＦＴ特性の高性能

化 

・高開口率ＴＦＴ設計 

・低消費電力化検討 
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表 2.3 「装置技術およびプロセス技術の開発」 研究開発内容とそのポイント 
テーマ 現状技術の限界 

及びその理由 

解決しようとしている技術的な観点とそのブ

レークスルーポイント 

ブレークスルーための方法 

装置技術開発 

  a）新規成膜装置技術 

 

 

  b）新規ウエット洗浄装置技術 

 

 

 

 

  c）新規露光装置技術 

 

・今後の高精細/高速化に対応できる高性

能ＴＦＴを大面積で形成可能な成膜装置

技術がない。 

 

・高性能ＴＦＴを実現する新規材料膜の成膜技

術と大面積化に対応可能な大型成膜装置の基

盤技術を開発。 

 

・成膜メカニズムの解明および高品質

膜の成膜技術確立。 大面積成膜対応

の大型装置技術。 

・次世代大型液晶パネルの生産技術とし

て、歩留り低下の主要因となるパーティク

ルを高効率で除去できる洗浄技術がな

い。 

・残存パーティクルの解析とそれに基づく洗浄メ

カニズムの構築および新規洗浄方式の開発。 

 

・高効率パーティクル除去メカニズムの

考案。 新規洗浄方式による高効率洗

浄技術の開発。 

 

・高精細化が進むＴＦＴ作製プロセスにお

いて、高精度で露光パターン形成が可能

な低消費電力露光装置がない。 

・低消費電力な新規露光方式の開発および大

面積露光に対応可能な露光技術の構築。 高

精度位置合せ技術の開発 

・新規露光方式および新規高精度位置

合せ技術の開発と両要素技術を組合

せたシステム構築。 

 

大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術 

 

 

 

 

アモルファス SiＴＦＴでは、高精細化パネ

ルにおいて駆動能力不足のためにＴＦＴサ

イズを縮小することが出来ない事から、開

口率が低下し、バックライト輝度アップに伴

う消費電力の増加が発生する。 

①高性能化を実現できる新規半導体膜および

絶縁膜の開発。 

②高性能・高信頼性を可能にする新規ＴＦＴ構

造の考案。 

③高性能ＴＦＴ性能を活用した高開口率ＴＦＴア

レイ設計技術。 

④大面積成膜装置技術の開発。 

①新規半導体膜および絶縁膜の成膜

技術確立。 

②新規ＴＦＴ構造の技術検討および作

製プロセスの構築。 

③ＴＦＴ特性との整合を図ったＴＦＴ設

計技術の開発。 

④大面積成膜装置技術の開発。 
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1.3.2 画像表示技術の開発 
表 2.4 に研究テーマ「画像表示技術の開発」の開発目標の概要と中間目標、最終目標

を示す。詳細は下記のとおりである。 
 
1.3.2.1 設定目標とその理由 
 地球環境に配慮した低消費電力を実現するには、従来はバックライト（ＢＬ）の改善

のようなハードウェアの開発が主であったが、本開発では液晶テレビシステムを人間工

学的に捉えるソフトウェア的な開発も加えて、低消費電力を実現する。具体的には、シ

ステムの最適駆動技術を開発、さらに高速・広視野角・高コントラストを兼ね備えた新

規表示モードの探索及び技術開発、を行うことにより、高画質な大画面液晶ディスプレ

イの消費電力を従来の半分以下にすることに貢献する。 
 
＜目標の根拠＞ 
従来のディスプレイの画質評価手法に基づいた画質駆動設定条件では、人間に好まし

い画像表示という観点から見れば十分なものではない。そこで、人間工学的な画質評価

手法を構築し、好画質化と低消費電力化を最大限に引き出す最適駆動システムの開発が

重要である。 
また、高画質化と低消費電力を両立するためには、新しい液晶表示モードが必要とな

る。中間期までには、視聴者調査を行い液晶テレビの消費電力につながる光学的指標と

人間が好ましいと思う定量値との差異を調査し、方向性を見出す、さらに高画質を測定

する新規測定原理を確認する。高画質・広視野角でさらに低消費電力を実現する新規液

晶表示モ－ドの原理効果を確認する。最終目標はこれらを定量的に改善し、ガイドライ

ンあるいは液晶ディスプレイへの効果の形で提案する。 
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表 2.4 画像表示技術の開発目標 
 

開発目標 

開発目標概要 中間目標 最終目標 
高画質化・低消費電力を最大限に引き出

す最適駆動システムと新表示モード開発

を行う。これにより高画質な液晶ディス

プレイの消費電力を従来の半分にするこ

とに貢献する。 

・液晶 TV の表示性能に関する高精度測定 
 システムの基本技術を確立。 
・人間工学的観点での視聴条件／画質評価 
 結果に基づき、好画質が得られる最適駆動

 条件を導出し、低消費電力化の可能性を検

討・開発の方向付け。 
・高速・広視野角・高コントラストを実現す

 る新規液晶表示モードの原理を確認する。

・人間工学的に好ましい画像を実現するた 
 めのガイドライン策定および画質を評価 
 するための高精度測定システムの構築。 
・新規液晶表示モード（高速・広視野角・ 
高コントラスト）を開発し、低消費電力 
半減に寄与する。 
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1.3.2.2 計画内容  
画像表示技術開発の研究開発スケジュールを図 2.3 に、年度目標を表 2.5 に、研究開

発内容とそのポイントを表 2.6 に示す。以下、各テーマについて詳しく述べる。 
 
1.3.2.3 研究開発の内容  
本研究開発テーマは「次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発」の課題

である「人に優しいディスプレイ」を世界に先駆けて開発し、且つ、革新的低消費電力

技術を盛り込むことを実現するために、 最適駆動システムの開発、新規表示モードの

開発を行うものである。 
そのために 以下の項目について研究開発を行う。 
 
（１） 最適駆動システムの開発 
 液晶テレビの視聴条件を調査し、実際の視聴条件に応じた人間工学的評価方法を確立

する。また高画質・高コントラストを高精度に評価する手法を確立する。これらにより

好画質が得られる最適駆動条件を導出し低消費電力化を最大限に引き出す。 
 
（２）新規表示モード 
 低消費電力かつ高画質な新液晶表示モードの液晶ディスプレイを実現するために、高

速・広視野角・高コントラストを兼ね備えた新規液晶表示モードの探査研究および技術

開発を行う。 
 
1.3.2.4 内容の詳細  

以下、各サブテーマについて詳しく述べる。 
 
（１） 最適駆動システムの開発 
最適駆動システムの開発では、従来の測定器での計測値に基づく画像駆動設定条件だ

けでは、人間の視覚特性に対する配慮が不十分であった。これに対応して人間工学的画

質評価方法を確立し、最適な駆動条件を導出して、好画質化を実現する。さらに液晶テ

レビの光学指標値の面内分布を含む測定システムの構築も図る。 
 

①現状技術の限界及びその理由 
現状は、ユーザーが発売された液晶テレビの設定を変えずに視聴している可能性があ

る。また、現状技術は視聴条件を十分配慮し、高画質な映像を提供しているとは言い難

く、特に低消費電力化の視点で改善する余地が十分残されている。即ち、好画質と低消

費電力を両立する画質評価のための光学指標値の測定精度向上や、人間にとって好まし

い光学指標値との関係まで検討されてこなかった。 
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②解決しようとしている技術的課題 
詳細な実態調査結果に基づく、実際の視聴条件に応じた人間工学的画質評価手法およ

び高精度画質測定システムの確立。 
 

③ブレークスルーポイント 
人間が好ましいと思う要因は複雑であり、好みは異なる。これらに対して、再現性、

信頼性の高い評価方法を考案することがポイントになる。 
 

④ブレークスルーするための手法 
 大規模な実態調査とその統計的検証。高精度の測定システムの考察とその評価。 
 
⑤開発スケジュール 
平成 22 年度までに画質劣化が生じることのない、低消費電力駆動条件を高画質を実

現する評価システム方法の検討を行い、最終的に画像表示条件に関わるガイドライン作

成を目指す。 
 

⑥ベンチマーク 
視聴条件に関する限定的な実態調査報告は存在するが、本テーマに焦点を当てた調査

は前例がない。 
 
（２）新規表示モード 
低消費電力かつ高画質な液晶表示モードの液晶ディスプレイを実現するために、高

速・広視野角・高コントラストを兼ね備えた新規液晶表示モードの探査研究及び技術開

発を行う。 
 
①現状技術の限界及びその理由 
現在、液晶ディスプレイの表示モードは長年の実績をベースに多様な応用に使われる

ようになった。ただし、今後、大きな飛躍を行うには他の新規な表示モードを開発する

視点から低消費電力を図らないと改良が頭打ちになる懸念があった。 
 

②解決しようとしている技術的課題 
新規表示モードでの課題は高速・広視野角・高コントラストを兼ね備えた状態の探査

研究を含む観点、低消費電力を実現する材料確立である。 
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③ブレークスルーポイント 
高速・広視野角・高コントラストを兼ね備えた表示モードを実現する材料などの開発 
 

④ブレークスルーするための手法 
 材料・方式の探索とその検証 
⑤開発スケジュール 
平成 21 までに高速・広視野角・高コントラストを実現する新規表示モードの探索を

行い、その後デバイスとしての実用化に対応できるように改善する。 
 

⑥ベンチマーク 
現在の表示モードは高速・広視野角・高コントラストを実用する上で一定の効果を発揮

し実用化されているが、低消費電力化を実現する上での飛躍的改善と言う点では改善の

余地を残す。 
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図 2.3 「画像表示技術の開発」スケジュール 
 
 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成２３年度 
 

最適駆動システムの開発 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

新規表示モードの開発 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

提案まとめ 

デバイス評価（１） 

ＴＶ視聴条件調査 

画質要求特性評価 

追加調査 

高画質対応光源開発
高画質対応評価指標の定義と 
実力把握 

好ましい再現評価値の設定 

材料探索・改良(1)・課題抽出 改良(2) 

デバイス改良・評価（2）
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表 2.5 「画像表示技術の開発」年度目標 
 
 

テーマ 

年度目標 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成２３年度 

 

最適駆動システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規表示モードの開発 

 

 

 

 

 

開発環境整備 

準備調査 

 

 

 

 

 

 

 

方式調査 

 

人間工学的画像評価と

液晶テレビの光学指標

値の関係解析およびバ

ックライトの光学指標値

の画面分布測定システ

ム構築。 

 

 

 

方式検証のための材料

開発と課題抽出 

 

人間工学的画像評価の

液晶テレビの光学指標値

と探索の中間まとめ及び

バックライトの光学指標値

の高精度システム検証 

 

 

 

 

材料開発の中間まとめと

デバイス動作の確認 

 

人間工学評価の追加

調査及び高画質評価

指標の設定 

 

 

 

 

 

 

材料の改良によるデ

バイス動作の改善 

 

評価まとめ/ガイドライン

提案 

 

 

 

 

 

 

 

改良と開発まとめ 
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表 2.6 「画像表示技術の研究開発」内容とそのポイント 
 

テーマ 現状技術の限界 

及びその理由 

解決しようとしている技術的な観点とそ

のブレークスルーポイント 

ブレークスルーための方法 

 

最適駆動システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規表示モードの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状は、液晶テレビの設定を変えずに視

聴している可能性がある。不必要な高輝

度表示など、低消費電力と高画質化を両

立することが困難であった。これを実現

するには高画質対応の光学指標値の測

定精度向上や、人間にとって好ましい光

学指標値との関係まで検討されてこな

かった。 

 

表示モードは長年の実績をベースに多

様な応用に使われるようになった。ただ

し、今後、大きな飛躍を行うには他の新

規な表示モードを開発する視点から低

消費電力を図らないと改良が頭打ちに

なる懸念があった。 

 

詳細な実態調査結果に基づく、実際の視聴条

件に応じた人間工学的画質評価手法および高

精度な画質測定システムの確立。 

 

 

 

 

 

 

新規表示モードは高速・広視野角・高コントラスト

を兼ね備えた状態の探査研究を含む観点、低

消費電力を実現する材料の確立。 

 

大規模な実態調査とその統計的検証。

高精度の測定システムの構築。 

 

 

 

 

 

 

 

高速・広視野角・高コントラストを兼ね備

えた表示モードを実現する材料などの

開発 
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1.3.3 高効率部材の開発 
表 2.7 に研究テーマ「高効率部材の開発（システム技術）」の開発目標の概要と中間

目標、最終目標を示す。詳細は下記のとおりである。 
 
1.3.3.1 設定目標とその理由 

LED を搭載した高効率なバックライトシステムの構築を行い、液晶ディスプレイの

消費電力の大半を占めるバックライトの低消費電力化を図る。詳細は下記のとおりであ

る。 
LED バックライトシステムにおいて LED から出射される拡散光の指向性制御など

の高効率化技術により、ディスプレイ内部の光吸収部材の削減をおこない、低消費電力、

高効率な大型液晶ディスプレイを実現する。また、LED バックライトシステムの評価

方法確立を図り、輝度ムラ、色ムラの測定結果と主観評価結果の相関をとり、主観評価

結果を数値化する。 
 
＜目標の根拠＞ 
様々なサイズのTVに対応したバックライトシステムの高効率化を目指すものであり、

中間期までに原理の検証をおこない、出射光側である光指向性制御構造の設計手法を開

発することを最終目標とした。また輝線スペクトルが一定な蛍光発光を用いた CRT や

CCFL バックライトと違い、LED を用いたバックライトは個々の LED の発光スペクト

ルがばらつくことにより色ムラがおきやすい。それらを必要量抑えるためには、先ずは

人が感じる閾値を明らかにすることが肝要であると考える。 
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表 2.7 高効率部材の開発（システム技術）の開発目標 

 

開発目標 

開発目標概要 中間目標 最終目標 

LEDバックライトシステムにおいて LEDか

ら出射される拡散光の指向性制御等によ

り、ディスプレイ内部の光吸収部材の削減

をおこない、低消費電力大型液晶ディスプ

レイを実現する。また、LEDバックライトシス

テムの評価方法の確立のため、輝度ムラ 

色ムラの測定結果と主観評価結果の相関

をとり、主観評価結果を数値化する。 

・LEDからの光指向性制御などの光利用効率 

 の高い効率化技術を考案し、動作原理を検 

証すると共に開発課題、開発すべき要素を明

確化する。 

・LEDバックライトの「ムラ」測定結果と主観評価

 の相関を取り、数値化する。 

 

・LEDバックライトを用いたカラーフィルタ不要 

 なバックライトシステムを構築する。 

・LEDバックライト評価方法の確立。 
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1.3.3.2 計画内容  
高効率部材の開発（システム技術）の研究開発スケジュールを図 2.4 に、年度目標を

表 2.8 に、研究開発内容とそのポイントを表 2.9 に示す。 
 
1.3.3.3 研究開発の内容  

本研究開発テーマは「次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発」の課題

である「人に優しいディスプレイ」を世界に先駆けて開発し、且つ、革新的低消費電力

技術を盛り込むことを実現するために、LED バックライトシステムの光利用効率向上

と評価方法を確立するものである。 
そのために、以下の項目について研究開発を行う。 
 
（１） バックライトシステムの光利用効率向上 

LED バックライトシステムにおいて LED から出射される拡散光を制御することに

より、ディスプレイ内部の光吸収部材の削減を行い、環境負荷の低減、高演色性、且つ

低消費電力を鼎立させた高画質大型液晶ディスプレイを実現する。 
 
（２） LED バックライトシステムの評価方法確立 

LED バックライトの評価方法について、輝度ムラ、色ムラの測定結果と主観評価結

果の相関を取り、主観評価結果を数値化し、評価指針を確立する。また、LED バック

ライトシステムの評価に適した高精度な輝度・色度検査システムの開発を行う。 
 
1.3.3.4 内容の詳細  

以下、各サブテーマについて詳しく述べる。 
 
（１）バックライトシステムの光利用効率向上 

LED 光源は従来の CCFL と比較すると点光源に近く、また RGB の各色を独立に制

御することが出来る。LED から出射される拡散光の制御を従来とは異なる多数の方式

を用いたアプローチをすることにより、著しい効率の向上が得られる可能性がある。中

間目標としては、LED 光源という新しい光源を用いた様々な新規制御方法を検討し、

光の利用効率向上とカラーフィルタレス構造の可能性を明らかにする。 
①現状技術の限界及びその理由 
現状の LCD ディスプレイでは バックライトの光源で発光した光量が、拡散板、光

学フィルム、偏光板、ＴＦＴパネル、カラーフィルタ、位相差板といった様々な部材に

より減衰され、最終的にディスプレイから出る光は、元の光量の１/１０程度しかない。

残りの９/１０の光は LCD ディスプレイを構成する様々な部材により吸収されほとん

どは熱となって放出されている。 
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この低効率の理由のうち一つは、バックライトに用いる光源がＣＣＦＬに代表されるラ

ンプであり、その放射光は円周方向で全方位に均一に放射する拡散光であるため、最適

な光線の制御を行うことが出来ず、バックライトの輝度を均一にするためには高輝度な

領域の光量を減衰させているためである。 
 
②解決しようとしている技術的課題 
バックライト内に離散的に分散した光源からの光を効率よく液晶パネルに導光し、か

つ輝度分布を均一にする手法を見出す。 
 

③ブレークスルーポイント 
線状で全周囲に放射する白色のＣＣＦＬは Etendue が大きい光源で且つカラーフィ

ルタが必須である。点光源に近い Etendue の小さいＲＧＢのＬＥＤをバックライトに

用いることがポイントである。 
 

④ブレークスルーするための手法 
１．モンテカルロ手法を用いた光線追跡手法  

 ２．有限要素法を用いた熱伝播解析と放熱設計 
 ３．ＲＧＢ－ＬＥＤに特化した専用駆動システムの開発 
 
⑤開発スケジュール 
平成 21 年度までに、手法を検討し、バックライト内で発光している光の利用効率が

著しく向上する可能性の検討を行い、見極めを行う。 
 

⑥ベンチマーク 
フィールドシーケンシャル駆動、Local Dimming に留まらず、多くの手法の実現可

能性を含めた比較検討を行っている状況である。 
 
（２）ＬＥＤバックライトシステムの評価方法確立 

LED バックライト単体の色ムラ、輝度ムラに対する評価量を見出し、人が感知でき

ない程度に色ムラ、輝度ムラを許容したバックライトを実現する。 
中間目標としては、輝度ムラに対する評価量を見出す。 
 
①現状技術の限界及びその理由 
バックライトとして最も基本的に必要な要件は、均一発光面の形成である。ＬＥＤ光

源は従来のＣＣＦＬと比較すると点光源に近く、またＲＧＢの各色を独立に制御するこ

とが出来るという特徴があるが、点光源であるために均一な面光源を実現することは困
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難である。また、同色であってもＬＥＤの発光スペクトルが同一である保証はない。色

や輝度が均一なバックライトを実現するためは光学フィルムの枚数を増やす、拡散板の

枚数を増やす、光学距離（バックライトからパネルまでの距離）を延ばすなどの方策が

採られるがどれも光の利用効率を落とすものである。 
 

②解決しようとしている技術的課題 
人間が感知する色ムラ、輝度ムラをあらわす評価量を見出し、人間が感知できない程

度に色ムラ、輝度ムラを許容したバックライトを作成することにより、光学部材を削減

し、光の利用効率を向上させる。 
 

③ブレークスルーポイント 
主観量である色ムラ、輝度ムラを輝度変化、色度変化の測定値より抽出したインデッ

クスを用いて表す評価量として定義する。 
 

④ブレークスルーするための手法 
 １．多変量解析によるインデックスの抽出 
 ２．主観評価の数値化（マグニチュード推定法、2 重刺激劣化尺度法） 
 ３．有限要素法を用いた熱伝播解析と放熱設計 
 
⑤開発スケジュール 
主観評価量であるムラを客観的に表す測定可能なインデックスを同定する。その後は

グループ内での標準化を進め、実機を用いての実証実験をおこなう。 
 

⑥ベンチマーク 
ＬＥＤバックライトに有用なディスプレイのムラの測定基準、評価基準は存在してい

ない。 
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図 2.4 高効率部材の開発（システム技術）スケジュール 
 

 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成２３年度 
 
 
 
 
 
 

バックライトシステムの光利用効率向上 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

LEDバックライトの方法確立 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 

各種光学部材評価 

測定・開発環境整備 

新規光学系評価 

主観評価実験（２） 主観評価実験（１） 

人が感じる閾値以下までムラを抑え

たバックライト原理確認 

評価環境整備 
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表 2.8 高効率部材の開発（システム技術）の年度目標 
 

 

テーマ 

年度目標 

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成２３年度 

 

バックライトシステムの 

光利用効率向上 

 

 

 

 

 

 

LEDバックライトシステムの 

評価方法確立 

 

 

 

 

 

 

開発環境整備 

準備調査 

 

 

 

 

 

 

主観評価実験 

 

 

評価用バックライト試作

 

バックライトからの光利

用効率を高める表示シ

ステムや表示モードの

検討 

 

 

 

 

主観評価実験 

 

 

評価用バックライト試作 

 

課題の抽出およびカラー

フィルタレス構造の原理

確認実験 

 

 

 

 

 

主観評価実験とその数

値化 

 

ムラが視認できない光学

設計の開発 

 

前年度までの研究成果

に基づく試作実験 

 

 

 

 

 

 

評価実験と標準化提案

 

 

前年度までの研究成果

に基づくバックライトの

施策評価 

 

評価まとめ/量産化検討

 

 

 

 

 

 

 

評価まとめ/量産化検討
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表 2.9 高効率部材の開発（システム技術） 研究開発内容とそのポイント 
 

テーマ 現状技術の限界 

及びその理由 

解決しようとしている技術的な観点とそ

のブレークスルーポイント 

ブレークスルーための方法 

 

バックライトシステムの 

光利用効率向上 

 

 

 

 

 

LEDバックライトシステムの 

評価方法確立 

 

 

 

 

 

バックライトの光源から発光した光の１０％

程度しか表示に寄与していない。 

多くの光が吸収部材により吸収されている

ことが原因である。 

 

 

 

ＬＥＤは点光源であるために均一な面光源

を実現することは困難である。色や輝度が

均一なバックライトを実現するための既存

の手法はどれも光の利用効率を落とす。 

 

バックライト内に離散的に分散した光源からの光

を効率よく液晶パネルに導光し、かつ輝度分布

を均一にする手法を見出す。 

 

 

 

 

人間が感知するムラをあらわす評価量を見出

し、人間が感知できない程度に色ムラ輝度ムラを

許容したバックライトを作成することにより、光学

部材を削減し、光の利用効率を向上させる。 

 

Etendueの小さいＲＧＢ－ＬＥＤを光源と

して用いる。 

カラーフィルタレス構造。 

 

 

 

 

主観量であるムラを輝度変化、色度変

化の測定値より抽出したインデックスを

用いて表す評価量として定義する。 
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２. 研究開発の実施体制 
2.1 実施体制の概要 

 本研究開発は平成 19 年度に新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）において策定

された基本計画に基づいて実施するものである。研究開発にあたっては、多岐にわたるテー

マに柔軟に対応するため、国内トップの技術力を有する、大型液晶のパネルメーカー3 社お

よび製造装置メーカー3 社から優秀な技術者を選抜し、関連分野において最先端の見識を有

する大学研究者の協力の下、装置技術およびプロセス技術の開発、画像表示技術の開発、高

効率部材の開発の 3 テーマにおいて共同開発を推進している。本研究開発は、予算の有効利

用と開発成果の早期実用化を目指して分散研の体制をとっている。 
 図 2.5 に全体の研究実施体制を示す。本プロジェクトへの参画団体は現在 6 企業（シャー

プ株式会社、株式会社日立ディスプレイズ、ソニー株式会社、東京エレクトロン株式会社、

芝浦メカトロニクス株式会社、株式会社ブイ・テクノロジー）、6 大学（国立大学法人 東北

大学、国立大学法人 静岡大学、学校法人 成蹊大学、国立大学法人 東京工業大学、国立大学

法人 東京大学、学校法人 東京工芸大学）である。各参画団体について、以下に述べる。 
 

2.2 各個別テーマの参加企業と共同研究先 
2.2.1 装置技術およびプロセス技術開発 

 装置技術およびプロセス技術の開発に係わる企業および共同研究先（平成 21 年 6 月時点）

を示す。 
 
＜参画企業＞ 
①シャープ株式会社 
 
②ソニー株式会社 
 
③東京エレクトロン株式会社 
 
④芝浦メカトロニクス株式会社 
 
⑤株式会社ブイ・テクノロジー 
 
＜共同研究先＞ 
 
① 東北大学 
 
② 静岡大学 
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2.2.2 画像表示技術開発 
画像表示技術の開発に係る企業および共同研究先（平成 21 年 6 月時点）を示す。 

 
＜参画企業＞ 
 
①シャープ株式会社 
 
②ソニー株式会社 
 
③株式会社日立ディスプレイズ 
 
＜共同研究先＞ 
 
① 東京大学 
 
② 東京工業大学 
 
③ 成蹊大学 
 
2.2.3 高効率部材開発 
高効率部材の開発（システム技術）に係る企業および共同研究先(平成 21 年６月時点)を示

す。 
 
＜参画企業＞ 
① シャープ株式会社 
 
② ソニー株式会社 
 
③ 株式会社日立ディスプレイズ 
 
＜共同研究先＞ 
 
①東京工芸大学 
 
②東京大学 
 
③東北大学 
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図 2.5 本プロジェクトの事業実施体制図 

事業実施体制図

NEDO技術開発機構 事業化運営委員会

事務局 知財委員会

技術委員会

装置技術および
プロセス技術の開発

画像表示技術の開発 高効率部材の開発

シャープ
ソニー

東京エレクトロン
芝浦メカトロニクス
ブイ・テクノロジー

東北大学
静岡大学

シャープ
日立ディスプレイズ

ソニー

東京工業大学
成蹊大学
東京大学

東京大学
東北大学

東京工芸大学

シャープ
日立ディスプレイズ

ソニー

助成（1/2以内）

事業実施体制図

NEDO技術開発機構 事業化運営委員会

事務局 知財委員会

技術委員会

装置技術および
プロセス技術の開発

画像表示技術の開発 高効率部材の開発

シャープ
ソニー

東京エレクトロン
芝浦メカトロニクス
ブイ・テクノロジー

東北大学
静岡大学

シャープ
日立ディスプレイズ

ソニー

東京工業大学
成蹊大学
東京大学

東京大学
東北大学

東京工芸大学

シャープ
日立ディスプレイズ

ソニー

助成（1/2以内）
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３． 研究開発の運営管理 
3.1 運営管理体制概要 

 本プロジェクトにおける運営管理体制について述べる。 
図 2.6 に示すように、本プロジェクトを統轄する最高意思決定機関として、本事業目的に

係る技術・知財・予算・運営の討議を行うための事業化運営委員会を設置した。事業化運営

委員会はプロジェクトリーダーおよび各パネルメーカーから 1 名以上選出されたメンバーか

ら成る委員で構成され、委員長はプロジェクト統轄責任者が務めるものとする。開催は適宜

行われる。 
 事業化運営委員会の下に、技術委員会を設置した。技術委員会は、プロジェクト技術委員

会、パネル技術委員会およびテーマ別技術委員会に区別される。プロジェクト技術委員会は、

本事業の進捗状況の確認を行う機関である。プロジェクト技術委員会は、プロジェクトリー

ダーおよびパネルメーカー、装置メーカー各社から 1 名以上選出されたメンバーから成る委

員で構成され、半期に 1 度の頻度で開催される。パネル技術委員会は、本事業全体の技術開

発進捗状況、方向付けの討議・決定を行う機関である。パネル技術委員会は、プロジェクト

リーダー、各パネルメーカーから 2 名ずつ選出されたメンバーおよび各テーマから 1 名ずつ

選出されたテーマリーダーから成る委員で構成され、四半期に 1 度の頻度で開催される。テ

ーマ別技術委員会は、個別研究項目の技術開発進捗状況・技術の方向付け、知財の討議・決

定を行う機関である。テーマ別技術委員会は、各テーマから 1 名ずつ選出されたテーマリー

ダーとテーマごとの参画メンバーから成る委員で構成され、開催は適宜行われる。技術委員

会で決定できない事案がある場合、事業化運営委員会にその決定が委ねられる。 
また、知財の取り扱いの基本ルールを定め、本事業によりなされた開発技術の知財出願届

出の受理・管理、及び知財権の持分協議等の討議・決定を行う機関として、知財委員会を設

置した。知財委員会はパネルメーカー、装置メーカー各社から 1 名ずつ選出されたメンバー

から成る委員で構成され、開催は適宜行われる。 
上記の委員会を側面からサポートし、本プロジェクトの円滑な運営を図ることを目的とし

て、事務局を設置した。事務局は、技術・知財・予算・運営に関して事業化運営委員会に諮

る議案をまとめる役割を担い、パネルメーカー各社から 1 名ずつ選出されたメンバーで構成

される。 
本プロジェクトは、平成 23 年度までに 40 型クラスの HDTV 対応液晶モジュールの消費電

力を平成 19 年度 4 月時点の同等モデルに比べ半分以下にする目標に向けて、上記の体制を構

築し、効率的な運営管理を行っている。 
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図 2.6 本プロジェクトの運営管理体制 
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Ⅲ．研究開発成果について 

1. 事業全体の成果 
 平成 19 年 10 月に開始した本プロジェクトは、好画質かつ低消費電力な「人に優し

いディスプレイ」の開発を目指して、①装置技術およびプロセス技術の開発、②画像表

示技術の開発、③高効率部材の開発、の 3 つのテーマで効率的な研究開発を推進してき

た。その結果、表 3.1、表 3.2、表 3.3 の中間目標に向けての進捗状況に示すように、

研究は全て順調に進捗しており、最終目標である「平成 23 年度までに 40 型クラスの

ＨＤＴＶ対応液晶モジュールの消費電力を平成 19 年度 4 月時点の同等モデルに比べ

50％以上削減する」を達成できる目途が立った。 
 以下、各研究開発項目の成果と進捗状況を報告する。 
 
 
2. 研究開発項目毎の成果 
2.1 装置技術およびプロセス技術の開発 
 「装置技術およびプロセス技術の開発」中間目標に向けての進捗状況を表3.1に示す。

各サブテーマの進捗、成果概要は以下の通りである。 
 
（１） 装置技術開発 
 
 大型の低消費電力液晶パネル実現に必要な大画面用高性能ＴＦＴ技術およびそれに

用いる成膜装置技術開発を実施した。それぞれ基本技術を確認し、本試作において中間

目標に設定したＴＦＴの高性能化を達成した。また、成膜装置技術と合わせ、大型化に

向けた取り組みを開始する事ができた。 
 新規ウエット洗浄技術装技術開発では、基本原理の確認に加え、高い洗浄能力を保有

する手法を見出せた。実プロセスラインへの適用のための装置構成および検証を進め、

大型基板用装置の設計に着手した。 
 新規露光装置技術開発では、基礎的な露光技術の検証を実施し、高スループットを保

有する装置構想を得ることが出来た。 
 これら技術を組み合わせて、ＴＦＴサイズ縮小化等による光利用効率向上の目処が得

られた。今後は更にＴＦＴの高性能化および装置の大型用技術の開発を進め、総合的に

パネル技術の低消費電力化の最終目標を達成する見込みである。 
 
（２） 大画面用高性能ＴＦＴアレイ技術開発 
 
新規成膜装置で成膜した半導体膜および絶縁膜の膜質評価を実施し、膜質評価の結果

を適時、成膜条件へフィードバックする事により、半導体層の結晶性向上及び膜中不純
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物の低減による顕著な膜質向上を図った。 
新規半導体層を適用したＴＦＴ作製プロセスについて、プロセス条件の最適化を進め、

新規なＴＦＴ作製プロセスを構築した。 
新規半導体層の膜質評価結果を反映した新規デバイス構造を採用したＴＦＴ構造に

おいて、中間目標とし設定したＴＦＴ特性の高性能化を達成した。 
 
※ 研究開発項目ごとの成果詳細については内容を非公開とする。 

 非公開事業原簿を参照。 
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表 3.1 「装置技術およびプロセス技術の開発」 中間目標に向けての進捗状況 
テーマ 中間目標 中間目標に対する進捗状況 中間目標の達成状況 最終目標に向けての課題と取り組み 
装置技術開発 

a）新規成膜装置技術 

 

 

 

 

b）新規ウエット洗浄 

装置技術 

 

 

c）新規露光装置技術 

 

.・高品質膜の成膜が可能な新規成 

膜装置の基本構造の明確化。 

・大面積成膜に関する装置上の要素 

 技術課題を抽出。 

 

・新規電極構造を採用し、装置 

 およびプロセスシーケンスに 

起因する課題を抽出した。 

・大面積成膜のための成膜・放電 

 シミュレーション評価に着手。 

 

計画通り 

 

 

・成膜メカニズムの解析と膜質改善指針に 

 従い、新規材料膜の更なる高品質化を実施。 

・装置大型化に関する要素技術を検討。 

  

・新規洗浄方式の基本性能評価 

完了。 

・新規洗浄方式を用いた洗浄システ 

 ムの実験装置構築および評価完了。 

・基礎的な洗浄動作検証を実施し 

 洗浄能力の評価方法を確立。 

・洗浄性能評価用実験装置にて、 

 新規洗浄方式の洗浄効果を確認。 

計画通り 

 

 

・新規洗浄方式を用いた洗浄システム構成 

 を決定する。 

 

・新規位置合わせ要素技術の課題 

 抽出と開発の方向付け。 

・新規露光方式の要素技術の課題 

 抽出と開発の方向付け。 

・上記 2 点を合わせた露光技術の 

 基礎評価を完了。 

・位置合わせ技術の基本システム 

 を構築。 

・新規露光方式の露光用デバイス 

 の重要部材・加工技術の評価を 

 実施。 

・基礎的な露光動作性能の評価を 

 実施。 

 

計画通り 

 

 

・新規位置合わせおよび新規露光方式の要素 

 技術を融合した露光システム技術を構成し 

 て、露光装置としての基本的な動作検証を 

 実施し、改善方向を明確化する。 

 
大画面用高性能ＴＦＴ

アレイ技術 
 
 
 
 
 
 

・新規材料膜の基本成膜条件を確立。 

・TFT を作成し、性能を評価すると 

 共に開発方向付けを行う。 

・新規半導体膜を適用した TFT 作 

成・評価を通じて、成膜条件への 

フィードバックにより TFT 性能 

の向上を確認。 

・TFT 特性の改善を図るため、TFT

 構造の見直しを実施。 

 

計画通り 

 

 

・新規成膜装置で膜質分布等の改善を含めた 

 更なる最適成膜条件を確立する。 

・高性能 TFT 構造決定と、その製造プロセス 

 条件を確立する。 

・高性能・高開口率 TFT 設計に関する検討を 

 継続する。 
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2.2 画像表示技術の開発 
 「画像表示技術の開発」中間目標に向けての進捗状況を表 3.2 に示す。各サブテーマ

の進捗、成果概要は以下の通りである。 
 
 
（１） 最適駆動システムの開発 
 
人間工学的視点で視聴者調査を行い、人間にとって好ましい輝度などの光学指標値を

見出した。これによると、現在の液晶テレビの輝度はさらに低減しても人間にとって好

ましいなどの知見を得て、これにより低消費電力に貢献する、高画質を実現するための

低輝度光源およびその評価システムを構築できた。 
 
（２） 新規表示モードの開発 
 
新規表示モードを探索し、高速・広視野角・高コントラストを実現する新規表示モー

ドの候補を見出し、その材料開発及び改良を行い、簡易素子で現在の液晶テレビに使わ

れている表示モードに比べて高速であることを確認した。これが、最終的に低消費電力

に貢献しうることを確認した。 
 
※ 研究開発項目ごとの成果詳細については内容を非公開とする。 

 非公開事業原簿を参照。 
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表 3.2 中間目標に向けての進捗状況 
 

テーマ 中間目標  中間目標に対する進捗状況 中間目標の達成状況 最終目標に向けての課題と取り組み 

 

最適駆動システムの開発 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規表示モードの開発 

 

 

・液晶TVの表示性能に関する 

 高精度測定システムの基本 

 基本技術を確立。 

・人間工学的視点での視聴／ 

 画質評価結果に基づき、好画

 質が得られる最適駆動条件を

 導出し、低消費電力化の可能

 性を検討・開発方向付け。 

 

・高速・広視野角・高コントラスト

 を実現する新規表示モード 

 の原理を確認する、 

 

 

・表示性能の一つであるコントラストの高精度 

 測定を実現するため、低輝度光源を開発し 

た。 

・詳細な人間工学的評価（実態視観評価） 

 を実施し、好適な輝度に関する指標を得 

た。 

 

 

 

・高速応答を実現する材料の合成を実施。 

・高速応答性を簡易素子で確認。 

 

計画通り 

 

 

 

 

 

 

 

 

計画通り 

・人間工学に基づいた低消費電力に繋がる 

 画像表示技術のガイドライン作成提案に向け

て、ユーザー調査の継続と画質要求特性を 

 引き続き評価していく。 

 

 

 

 

 

 

・高速・広視野角・高コントラストを実現する新規 

 モードを探索し、この材料を開発・検証する。 
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2.3 高効率部材の開発 
 「高効率部材の開発」中間目標に向けての進捗状況を表 3.3 に示す。各サブテーマの

進捗、成果概要は以下の通りである。 
 
（１） バックライトシステムの光利用効率向上 

 
１年目にあたる平成 19 年度は高効率光制御システムの基礎検討と課題の明確化を行

うとともに、パネル輝度評価技術等の評価用実験環境の整備を行った。バックライトか

らの光利用効率を高める表示システムや表示モードの検討を重ね、いくつかの新規高光

効率バックライトシステムの可能性を確認し課題の抽出を行った。現在は前年度までに

考案した高効率画像表示技術を用いてカラーフィルタレス化に取り組み、高効率化の可

能性を原理実験で確認した。 
 

（２） バックライトの評価方法確立 
 
１年目にあたる平成 19 年度の成果は、まず単純な形状を用いて輝度ムラの主観評価

を行うとともに、評価方法についての基本的な方針を定めたことである。平成 20 年度

は前年の成果を踏まえて、輝度ムラの形状を複雑なものへと拡大し、主観評価実験を実

施した。この実験から「輝度ムラ評価指標の定式化」に成功した。また色ムラ評価への

拡張準備として輝度を自在に制御し、色ムラを表示できるＬＥＤバックライトシステム

を完成させた。 
上記開発と並行して、分光計測方法の原理試作機を開発し、その性能を評価した。 
 
※ 研究開発項目ごとの成果詳細については内容を非公開とする。 

非公開事業原簿を参照。 
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表 3.3 中間目標に向けての進捗状況 
 

テーマ 中間目標  中間目標に対する進捗状況 中間目標の達成状況 最終目標に向けての課題と取り組み 

 

バックライトシステムの 

光利用効率向上 

 

 

 

 

 

LEDバックライトシステム

の評価方法確立 

 

 

・LEDからの光指向性制御など

の光利用効率の高い効率化 

技術を考案し、動作原理を検

証すると共に開発課題、すべ

き要素を明確化する。 

 

 

・LEDバックライトの「ムラ」測定 

結果と主観評価の相関を取 

り、数値化する。 

 

 

 

・LEDを用いた光利用効率向上技 

術を考案し、バックライトを試作、 

原理を確認した。 

 

 

 

 

・輝度ムラの指標となる物理量の 

 抽出を完了。 

 

計画通り 

 

 

 

 

 

 

計画通り 

 

・高い光利用効率を有するパネルモジュールを 

 実現するため、光の指向性制御を適用した 

 バックライトシステムの実用化課題抽出とその 

 解決方法の策定。 

 

 

 

・人が感知できない程度のムラを許容したバック 

ライトシステムの実現。 
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3． 特許戦略 
プロジェクト成果の実用化にあたっては、知的財産で守られていることが重要なポイント

である。さらに、国家予算を使用しているので、国益に叶うよう日本の産業発達を目指すべ

く特許戦略を推し進める所存である。 
具体的には共同開発がし易い（各社が協力できる）知財環境とするが、発明に関与した会

社により知財権が所有されることとする。 
 
※ 各研究開発毎の特許戦略は内容を非公開とする。非公開事業原簿を参照。 

 
 
４． 成果の普及 
 学会発表および論文発表実績を表 3.4 に示す。 
 

表 3.4 学会発表および論文発表件数 
 

平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 合計 

2 9 9 20 
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Ⅳ． 実用化、事業化の見通しについて 
 本プロジェクトの、装置技術およびプロセス技術の研究開発成果は液晶テレビ用パネルの

ＴＦＴ製造工程に、画像表示技術の研究開発成果は液晶テレビの新製品開発に、高効率部材

の研究開発成果は液晶テレビの新製品の機能として、参画各社の独自の戦略に添った形でそ

れぞれ適用される。また、成果の進捗に伴って、事業の終了を待たずに実用化されるものも

ある。 
 「装置技術およびプロセス技術の開発」では、新規成膜装置技術について、高性能ＴＦＴ

を実現する新規材料膜の成膜技術と大面積化に対応可能な大型成膜装置技術を開発する必要

があるが、成膜メカニズムの解明および高品質膜の成膜技術確立と大面積成膜対応の大型装

置技術の開発により実用化可能であると見込まれる。新規ウエット洗浄装置技について、残

存パーティクルの解析とそれに基づく洗浄メカニズムの構築および新規洗浄方式の開発が課

題であるが、高効率パーティクル除去メカニズムの考案および新規洗浄方式による高効率洗

浄技術の開発により実用化可能であると見込まれる。新規露光装置技術について、低消費電

力な新規露光方式の開発および大面積露光に対応可能な露光技術の構築、高精度位置合せ技

術の開発が課題であるが、新規露光方式および新規高精度位置合せ技術の開発と両要素を組

み合わせたシステム構築により実用化可能であると見込まれる。大画面用高性能ＴＦＴアレ

イ技術について、高性能化を実現できる新規半導体膜および絶縁膜の開発、高性能・高信頼

性を可能にする新規ＴＦＴ構造の考案、高性能ＴＦＴ性能を活用した高開口率ＴＦＴアレイ

設計技術、大面積成膜装置技術が課題であるが、それぞれ新規半導体膜および絶縁膜の成膜

技術確立、新規ＴＦＴ構造の技術検討および作製プロセスの構築、ＴＦＴ特性との整合を図

ったＴＦＴ設計技術の開発、大面積成膜装置技術の開発により実用化可能であると見込まれ

る。 
「画像表示技術の開発」では、最適駆動システムの開発について、詳細な実態調査結果に

基づく実際の視聴条件に応じた人間工学的画質評価手法および測定システムの確立が課題で

あるが、大規模な実態調査とその統計的検証および高精度の測定システムの構築により実用

化可能であると見込まれる。また新規表示モードの開発について、高速・広視野角・高コン

トラストを兼ね備えた状態の探査研究を含む観点および低消費電力を実現する材料の確立が

課題であるが、高速・広視野角・高コントラストを兼ね備えた表示モードを実現する材料な

どの開発により実用化可能であると見込まれる。 
「高効率部材の開発」では、バックライトシステムの光利用効率向上について、バックラ

イト内に離散的に分散した光源からの光を効率よく液晶パネルに導光し、かつ輝度分布を均

一にする手法を見出すという課題があるが、Etendue の小さいＲＧＢ-ＬＥＤを光源として用

いる、あるいはカラーフィルタレス構造を取ることにより、実用化可能であると見込まれる。

また、ＬＥＤバックライトシステムの評価方法確立について、人間が感知するムラをあらわ

す評価量を見出し人間が感知できない程度に色ムラ輝度ムラを許容したバックライトを作成

することにより光学部材を削減し光の利用効率を向上させるという課題があるが、主観量で

あるムラを輝度変化および色度変化の測定値より抽出したインデックスを用いて表す評価量

として定義することで実用化可能であると見込まれる。 
 本プロジェクトの研究開発成果の波及効果として、「人に優しいディスプレイ」の設計指針

を導出することで、高品位を保ちつつ環境負荷低減および省エネとなる好画質ディスプレイ

の実現が可能となる。これに加えて、液晶テレビの低消費電力化による地球温暖化ガス排出

量削減が可能となる。 
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２．分科会における説明資料 
次ページより、プロジェクト推進・実施者が、分科会においてプロジェクト

を説明する際に使用した資料を示す。 
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2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
PDP 9.5 10.6 12.4 14.7 16.2 17.4 18.3
LCD 7.9 21.9 33.9 46.4 55.2 65.6 73.7

0
5 プラズマ

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015
CRT TV 100.9 85.2 70.0 56.6 47.3 40.2 32.7 26.0 19.2 
LCD TV 92.3 120.2 146.8 166.6 187.5 198.0 209.7 221.7 233.9 

0
20

プラズマ

市場の拡大続く 大型化が進展
OLED TV 0.0 0.0 0.3 0.9 2.0 3.4 5.2 8.4 11.7 
Plasma TV 11.3 14.7 16.3 17.3 18.1 18.7 19.3 19.9 20.6 
Rear Projection TV 1.4 0.3 0.1 0.0 The 15th DisplaySearch Japan Forum (July 30-31, 2008) -For distribution to the attendees only. Content remains the property of DisplaySearch-

３／１５

市場の拡大続く 大型化が進展

事業原簿 公開版 Ⅰ．－７

事業の背景 公開
Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

家庭でのエネルギー消費の増加

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

食器洗浄
乾燥機個人消費 231.1

家庭でのエネルギー消費の増加

衣類
乾燥機

3%

乾燥機
2% その他

20% エアコン
25%

個人消費

家庭用エネルギー消費

160 4

231.1

216.2

温水洗浄
便座
4%

3%

冷蔵庫
16%

テレビ
10%

世帯数

160.4

電気
カーペット

4%

照明器具
16%

10%

家庭分野のエネルギー消費の内容

家庭でのエネルギー消費は年々増加

家庭分野のエネルギー消費の内容
（資源エネルギー庁「平成16年度電力需給の概要」）個人、家庭におけるエネルギー消費の変遷

(1973年度=100) *
ディスプレイは10%を占める

抜本的ＣＯ２排出抑制、ディスプレイの省エネ技術の開発が必要！

家庭用テレビも年々大型化している

*出典：経済産業省資源エネルギー庁 http://www.enecho.meti.go.jp/topics/hakusho/2009/2.pdf
４／１５事業原簿 公開版 Ⅰ．－３



提案の背景 公開
Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

液晶ディスプレイは日本発の技術厳しい国際競争環境

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

液晶ディスプレイは日本発の技術厳しい国際競争環境

100%
LCDの国別生産金額シェア

○韓国

政府による積極的支援

80%

100%

22.4％ 36.4％台湾

○韓国

・臨時投資税額控除
・外国投資促進法による合弁会社優遇

・先進一流国家に向けた李明博政権の

40%

60% 25.2％

34.5％
韓国

○台湾

科学・技術基本計画
・８大相互協力決議

0%

20%
23.8％

46.8％
日本

○台湾

「両兆双星」計画（税制優遇）

ウォン暴落による価格優位性
0%

2003 2004 2005 2006 2007
出典：富士キメラ総研「液晶関連市場の現状と将来展望」2005、2006、2007を元に作成

予想を超えた低価格化：出荷が増えても投資余力が減少

基板の大型化に伴う設備投資の巨額化

個々の企業の研究開発投資だけで対抗していくのが困難な状況
５／１５事業原簿 公開版 Ⅰ．－４

事業の目的 公開
Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

国際競争力の維持・強化温室効果ガス排出の低減

省エネ技術が重要な競争軸に！省エネ技術が重要な競争軸に！

次世代大型低消費電力
液晶ディスプレイ基盤技術開発

H19~H23

大画面・高精細かつ低消費電力な液晶ディスプレイを

実現するための共通的基盤技術開発の促進

４０型フルHDの液晶モジュールの消費電力をＨ１９年度比で１／２以下にする

６／１５事業原簿 公開版 Ⅰ．－９



経済産業省 研究開発プログラム「ＩＴイノベーションプログラム基本計画」及び

産業技術政策上における位置付け 公開
Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

第３期科学技術第３期科学技術 ■ 継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現
■ 革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現

経済産業省 研究開発プログラム「ＩＴイノベ ションプログラム基本計画」及び
「エネルギーイノベーションプログラム基本計画」の1テーマとして実施

産業技術産業技術
政策政策

第 期科学技術第 期科学技術
基本計画基本計画

ITIT新改革戦略新改革戦略

■ 革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現
■ すべの国民がITの恩恵を実感できる社会の実現

■いつでも、どこでも、誰でも ＩＴの恩恵を実感できる社会の実現

目的：我が国が目指す高度情報通信ネットワーク社会の構築に向け、情報化の進展に伴うエネルギー消費量の増大等の

ＩＴイノベーションプログラム基本計画実行プログラム１実行プログラム１
目的：我が国が目指す高度情報通信ネットワ ク社会の構築に向け、情報化の進展に伴うエネルギ 消費量の増大等の
課題にも考慮しつつ、その基盤となる情報通信機器・デバイス等の情報通信技術を開発し、実社会への利用を促進すること
によって、ＩＴの利活用の深化・拡大を図り、より豊かな国民生活を実現するとともに、我が国の経済活力の向上を図る。

● Ⅱ．ディスプレイ経済産業省

・
・
・

次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発プロジェクト次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発プロジェクト(LCD/PDP)(LCD/PDP)

目的：エネルギー資源の約８割を海外に依存する我が国にとって、これを効率的に利用すること、即ち「省エネルギー」を

エネルギーイノベーションプログラム基本計画実行プログラム２実行プログラム２
目的：エネルギ 資源の約８割を海外に依存する我が国にとって、これを効率的に利用すること、即ち「省エネルギ 」を
図ることは、エネルギー政策上の重要な課題である。このため、更なる省エネルギー技術の開発・導入を進め、もって我
が国におけるエネルギーの安定供給の確保を図る。また、更なる省エネルギー技術の開発・普及により、二酸化炭素
（CO2）排出削減を図り、もって地球温暖化の抑制に貢献する。

● （８） 情報通信領域

次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤次世代大型低消費電力ディスプレイ基盤技術開発プロジェクト技術開発プロジェクト(LCD/PDP)(LCD/PDP)

７／１５事業原簿 公開版 プログラム基本計画

NEDO中期目標における位置付け 公開
Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

NEDONEDO 第第22期中期目標期中期目標 ＜情報通信分野＞＜情報通信分野＞

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

NEDO NEDO 第第22期中期目標期中期目標 ＜情報通信分野＞＜情報通信分野＞

■誰もが自由な情報の発信・共有を通じて、個々の能力を創造的かつ最大限に発揮することが可能となる
高度な情報通信（ＩＴ）社会を実現

■我が国経済の牽引役と しての産業発展を促進■我が国経済の牽引役と しての産業発展を促進

①継続的イノベーションを具現化するための科学技術の研究開発基盤の実現
②革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現

いつでも、どこでも、誰でもITの恩恵を実感できる社会の実現（IT新改革戦略）ＩＴ戦略本部

総合科学

本プロジェクト

「次世代大型低消費電力②革新的IT技術による産業の持続的な発展の実現
③すべての国民がITの恩恵を実感できる社会の実現

総合科学
技術会議

高度な情報通信（ＩＴ）社会の実現ＮＥＤＯ中期目標

「次世代大型低消費電力
液晶ディスプレイ
基盤技術開発」

電子商取引 遠隔ＸＸ 教育

ＩＰを用いた各種のアプリケーション電子政府、シミュレーション

高信頼性サーバ

いつでも、だれでも、どこでも（ユビキタス）

デジタル情報家電
携帯電話、ＰＤＡ、
Wearable Computer

Application 
Layer 次世代大型低消費電力

プラズマディスプレイ

Ｉ
Ｔ
産
業
の
国

我
が
国
産
業

ユーザビリティ技術

コンピュータ技術 ネットワーク技術ストレージ・メモリ技術

User-friendlyなヒューマン・インターフェース、ディスプレイ、相互運用性、セキュリティ機能の向上

p

Human 
Interface

ラ ィ
基盤技術開発

次世代大型
有機ELディスプレイ国

際
競
争
力
の
強

発
展
の
促
進

コンピュ タ技術 ネットワ ク技術

半導体技術

IT社会の基盤を構成する、

高い可用性、信頼性
基幹系ネットワークの高速大
容量化、高速ワイヤレス通信

ストレ ジ メモリ技術

小型・大容量HD、高速大容量、

低消費電力の不揮発性メモリ

中核

基盤

有機ELディスプレイ
基盤技術の開発

(グリーンITプロジェクト）

強
化半導体デバイスの高集積化、低消費電力化、設計効率化、多品種少量生産、ＰＦＣ対策

基盤

NEDOにおける情報通信分野の取り組み
８／１５事業原簿 公開版 Ⅰ．－２



NEDOプロジェクトとしての必要性

情報通信技術の公共性 民間企業だけ は開発が困難な と 技術的

公開
Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

情報通信技術の公共性、民間企業だけでは開発が困難なこと、技術的
英知結集の必要性から、NEDOプロジェクトとして取り組むことが必要。

◆ 情報通信技術は、高度情報化社会の実現に不可欠◆ 情報通信技術は、高度情報化社会の実現に不可欠

◆ 個々の民間企業では、技術開発は困難

本プロジェクトは、高度情報化社会の実現に不可欠なディスプレイ技術の高度化が目的。

◆ 個 の民間企業では、技術開発は困難

◆ 産学連携による技術的英知の結集が必要

大型低消費電力液晶ディスプレイの実用化には、多岐に亘る高難度の基板技術開発が必要。
市場原理のみによって大型低消費電力液晶ディスプレイの実用化を図ることは極めて困難。

◆ 産学連携による技術的英知の結集が必要
我が国のディスプレイ分野における技術優位性と産業競争力を確保するには、産学連携
による基礎技術の早期解決が必須。

ＮＥＤＯ技術開発機構が関与すべき事業

「次世代低消費液晶ディスプレイ基盤技術開発」プロジェクト

プロジェクト目標：消費電力をＨ１９年度比で１／２以下に

技術開発機構 関 す 事業

プロジェクト目標：消費電力をＨ１９年度比で１／２以下に
（４０型フルHDの液晶モジュール）

９／１５事業原簿 公開版 Ⅰ．－４

プロジェクト実施の効果（費用対効果） 公開

プ

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ基盤技術開発

Ｈ１９年度 Ｈ２０年度 Ｈ２１年度 合計

特 会予算 〔百万円〕特別会計 683 720 694 2,097予算 〔百万円〕

経済的付加価値の創造経済的付加価値の創造

本開発は、壁掛けＴＶ等大型液晶ＴＶ、ディジタルサイネージ等公共表示板、博
物館・美術館・医療現場・教育現場等における高精細画像表示板等における大物館 美術館 医療現場 教育現場等における高精細画像表示板等における大
型低消費電力ディスプレイの市場創造･市場拡大に貢献する。

本開発の成果は２０１５年で予測される大型液晶ディスプレイ市場（約２７兆円）
の約４割（１０兆円超）に当たる製品に適用可能。 *９，０００万台×３０万円/台＝２７兆円

高度情報通信ネットワーク社会の実現への貢献高度情報通信ネットワーク社会の実現への貢献

９，０００万台 ３０万円/台 兆円

高度情報通信ネットワーク社会の実現への貢献高度情報通信ネットワーク社会の実現への貢献

１０／１５事業原簿 公開版 Ⅰ．－５



Ⅱ．研究開発マネジメントについて

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

４ １ プロジェクトの概要説明資料（公開）４．１ プロジェクトの概要説明資料（公開）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

Ⅱ．研究開発マネジメントについて

Ⅲ 研究開発成果についてⅢ．研究開発成果について

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて

１１／１５

プロジェクト目標とその根拠 公開
Ⅱ．研究開発マネージメントについて

目標：消費電力をＨ１９年度比で１／２以下に

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

液晶モジュールの省エネ因子

目標：消費電力をＨ１９年度比で１／２以下に
（４０型フルHDの液晶モジュール）

液晶モジュ ルの省エネ因子

・ パネル透過率向上

・ 駆動技術の最適化
液晶パネル

モジュール

駆動技術の最適化

・発光効率向上

…

これまでの各企業個別の技術開発
・ ランプ/光学フィルムの高効率化
・ 駆動技術の最適化

バックライト ・導光効率向上

…

消費電力の大半は 本プ ジ クト本プロジェクト
・ バックライトのLED化による省電力化
・ 対応した画像表示技術

消費電力の大半は
バックライト！

本プロジェクト
・ 高効率LEDバックライトシステム開発
・ 対応した画像表示技術開発対応した画像表示技術
・ TFTに関連したパネル透過率向上

表 技
・ TFTに関連したパネル透過率向上

LEDバックライトを用いた「人に優しいディスプレイ」の開発優 」
・好画質と環境対策が重要 ・革新的低消費電力技術を盛り込む

１２／１５事業原簿 公開版 Ⅱ．－１



「次世代大型低消費電力液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ基盤技術開発事業 」「次世代大型低消費電力液晶ﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ基盤技術開発事業 」

課題解決のポイント
Ⅱ．研究開発マネージメントについて

公開4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

①①装置技術およびプロセス技術の開発装置技術およびプロセス技術の開発①①装置技術およびプロセス技術の開発装置技術およびプロセス技術の開発

「次世代大型低消費電力液晶ﾃ ｨｽﾌ ﾚｲ基盤技術開発事業 」「次世代大型低消費電力液晶ﾃ ｨｽﾌ ﾚｲ基盤技術開発事業 」

①装置技術およびプロセス技術の開発
生産能力向上とプロセスエネルギー低減を狙った新規装置技術開発
を行う。また、TFT特性の向上を狙った装置技術開発を行い、ディス
プ 消費 を

①①装置技術 技術 開発装置技術 技術 開発
（パネル技術）（パネル技術）

生産能力向上とプロセスエネルギー低減を狙った新規装置技術開発生産能力向上とプロセスエネルギー低減を狙った新規装置技術開発
を行う またを行う また TFTTFT特性の向上を狙 た装置技術開発を行い ディスプ特性の向上を狙 た装置技術開発を行い ディスプ

①①装置技術 技術 開発装置技術 技術 開発
（パネル技術）（パネル技術）

生産能力向上とプロセスエネルギー低減を狙った新規装置技術開発生産能力向上とプロセスエネルギー低減を狙った新規装置技術開発
を行う またを行う また TFTTFT特性の向上を狙 た装置技術開発を行い ディスプ特性の向上を狙 た装置技術開発を行い ディスププレイの低消費電力化を図る。

×

を行う。また、を行う。また、TFTTFT特性の向上を狙った装置技術開発を行い、ディスプ特性の向上を狙った装置技術開発を行い、ディスプ
レイの低消費電力化を図るレイの低消費電力化を図る。
を行う。また、を行う。また、TFTTFT特性の向上を狙った装置技術開発を行い、ディスプ特性の向上を狙った装置技術開発を行い、ディスプ
レイの低消費電力化を図るレイの低消費電力化を図る。

②②画像表示技術の開発画像表示技術の開発
低消費電力かつ高画質な大型液晶ディスプレイを実現する新規表示低消費電力かつ高画質な大型液晶ディスプレイを実現する新規表示

②②画像表示技術の開発画像表示技術の開発
低消費電力かつ高画質な大型液晶ディスプレイを実現する新規表示低消費電力かつ高画質な大型液晶ディスプレイを実現する新規表示
モードの開発と、高画質化・低消費電力化を最大限に引き出す最適駆モードの開発と、高画質化・低消費電力化を最大限に引き出す最適駆
動システムの開発を行う。動システムの開発を行う。
モードの開発と、高画質化・低消費電力化を最大限に引き出す最適駆モードの開発と、高画質化・低消費電力化を最大限に引き出す最適駆
動システムの開発を行う。動システムの開発を行う。

×
③③高効率部材の開発（システム技術）高効率部材の開発（システム技術）

高効率な高効率なLEDLEDバックライトシステムバックライトシステムの構築を行い、液晶ディスプレイのの構築を行い、液晶ディスプレイの

③③高効率部材の開発（システム技術）高効率部材の開発（システム技術）
高効率な高効率なLEDLEDバックライトシステムバックライトシステムの構築を行い、液晶ディスプレイのの構築を行い、液晶ディスプレイの

×

高効率な高効率なLEDLEDバックライトシステムバックライトシステムの構築を行い、液晶ディスプレイのの構築を行い、液晶ディスプレイの
消費電力の大半を占めるバックライトの低消費電力化を図る。消費電力の大半を占めるバックライトの低消費電力化を図る。
高効率な高効率なLEDLEDバックライトシステムバックライトシステムの構築を行い、液晶ディスプレイのの構築を行い、液晶ディスプレイの
消費電力の大半を占めるバックライトの低消費電力化を図る。消費電力の大半を占めるバックライトの低消費電力化を図る。
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プロジェクトの目標
Ⅱ．研究開発マネージメントについて

公開4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

世界に先駆けて「人に優しいディスプレイ」を開発し、
且つ、革新的低消費電力技術を盛り込む

好画質と環境への配慮の両立のため、蛍光灯では無くＬＥＤの採用を急ぐ。
Ａ．パネル技術、 Ｂ．画像表示技術、 Ｃ．システム技術の
３大要素技術に注力して開発することが今最も重要

最終目標①パネル技術

３大要素技術に注力して開発することが今最も重要。

中間目標 最終目標

平成１９年4月

（TFT）
中間目標

平成１９年4月
②画像表示技術

（絵作り）

平成１９年4月

４０型前後

（HDTV対応）の

平成１９年4月

４０型前後

（HDTV対応）の

③システム技術

液晶モジュール比

消費電力５０％

以下

液晶モジュール比

消費電力７０％

の目処を得る（バックライト） 以下の目処を得る
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実施・運営管理体制 公開
Ⅱ．研究開発マネージメントについて

4.１ プロジェクトの全体概要（ＮＥＤＯ側）

事業化運営委員会（適宜開催）
実施者

助成

上位意志決定
経済産業省

事務局 知財委員会（適宜開催）

プロジェクト技術委員会（半期に1回）

NEDO

電子・情報
技術開発部

(1/2) 管理・活用

プロジェクト技術委員会（半期に1回）

パネル技術委員会（四半期に1回）

テ マ別技術委員会（適宜開催）

技術委員会

開発内容に関
する意志決定

① 装置技術および
プロセス技術の開発

② 画像表示技術の開発 ③ 高効率部材の開発

テーマ別技術委員会（適宜開催）する意志決定

シャープ
ソニー

東京エレクトロン
シャープ

日立ディスプレイズ
シャープ

日立ディスプレイズ

プロセス技術の開発

パネルメーカー

芝浦メカトロニクス
ブイ・テクノロジー

東北大学

ソニー

東京工業大学

ソニー

東京大学

装置メーカー

東北大学
静岡大学

成蹊大学
東京大学

東北大学
東京工芸大学
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公開資料

ＩＴイノベーションプログラム
エネルギーイノベーションプログラム

「次世代大型低消費電力液晶ディスプレイ
基盤技術開発」（中間評価）
（２００７年度～２０１１年度 ５年間）

プロジェクトの概要（公開）

（２００７年度～２０１１年度 ５年間）

シャープ株式会社、株式会社日立ディスプレイズ、
ソニー株式会社 東京エレクトロン株式会社ソニー株式会社、東京エレクトロン株式会社、

芝浦メカトロニクス株式会社、株式会社ブイ・テクノロジー

年 月 日２００９年８月２８日

1／20

Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

４ ２ プロジェクトの概要説明資料（公開）４．２ プロジェクトの概要説明資料（公開）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

Ⅱ．研究開発マネジメントについて

Ⅲ 研究開発成果についてⅢ．研究開発成果について

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて
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（1）中間目標の達成度

4-1-1 個別研究開発項目の目標と達成状況

Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-1-1. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●装置技術およびプロセス技術の開発

＜新規プラズマ成膜技術開発＞＜新規プラズマ成膜技術開発＞

最終目標（平成24年3月末）

・高品質膜の成膜技術確立と共に装置実用化に関する要素技術を確立する。

中間目標

（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

・高品質膜の成膜が可能

な新規成膜装置の基本

構造の明確化

・新規電極構造を採用

し、装置およびプロセ

スシーケンスに起因

・成膜メカニズムの解析と膜質改善指針に従い、

新規材料膜の更なる高品質化を実施。

構造の明確化。

・大面積成膜に関する装

置上 要素技術課題を

スシーケンスに起因

する課題を抽出した。

・大面積成膜のための

成膜 放電シミ レ

○

・装置大型化に関する要素技術を検討。

置上の要素技術課題を

抽出。

成膜・放電シミュレー

ション評価に着手。

事業原簿 公開版 Ⅲ．－１ 3／20

達成度： ◎・・・計画を上回る達成度 ○・・・計画通り △・・・計画を下回る達成度

4-1-2 個別研究開発項目の目標と達成状況

（1）中間目標の達成度
Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-1-2. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●装置技術およびプロセス技術の開発

＜新規ウエット技術開発＞＜新規ウ ット技術開発＞

最終目標（平成24年3月末）

・ 新規洗浄方式を適用した評価装置により、高効率パーティクル除去能力を検証し、

中間目標

新規洗浄装置の要素技術を確立する。

（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

・新規洗浄方式の基本性

能評価完了。

・基礎的な洗浄動作

検証を実施し、洗浄

・新規洗浄方式を用いた洗浄システム構成を決定

する。

・新規洗浄方式を用いた

洗浄システムの実験装

能力の評価手法を

確立。

・洗浄性能評価用実

○
・上記洗浄システム構成を用いた評価実験装置に

て、課題抽出・解決法を検討し、高効率洗浄技術洗浄システムの実験装

置構築および評価完了。

評価 実

験装置にて、新規洗

浄方式の洗浄効果

を確認。

て、課題抽出 解決法を検討し、高効率洗浄技術

を検証。

4／20

達成度： ◎・・・計画を上回る達成度 ○・・・計画通り △・・・計画を下回る達成度
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4 1 3 個別研究開発項目の目標と達成状況

（1）中間目標の達成度
Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-1-3. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●装置技術およびプロセス技術の開発

＜新規露光技術開発＞＜新規露光技術開発＞

最終目標（平成24年3月末）

・新規位置合せ技術と新規露光システムを組み合わせた、高スループットを保有した

中間目標

新規露光装置の基礎技術検証を完了する。

（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

・新規位置合わせ要素技

術の課題抽出と開発方

・位置合せ技術の基

本システムを構築。 ・新規位置合わせおよび新規露光方式の要素技

向付け。

・新規露光方式の要素技

術の課題抽出と開発方

・新規露光方式の露

光用デバイスの重要

部材・加工技術の評

○

新規位置合わせおよび新規露光方式の要素技

術を融合した露光システム技術を構成して、露光

装置としての基本的な動作検証を実施し、改善方

向を明確化する。

向付け。

・上記２点を合わせた露光

技術の基礎評価を完了。

価を実施。

・基礎的な露光動作

性能の評価を実施。技術の基礎評価を完了。 性能の評価を実施。

5／20

達成度： ◎・・・計画を上回る達成度 ○・・・計画通り △・・・計画を下回る達成度
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4 1 4 個別研究開発項目の目標と達成状況

（1）中間目標の達成度
Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-1-4. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●装置技術およびプロセス技術の開発

＜大画面用高性能TFTアレイ技術＞＜大画面用高性能TFTアレイ技術＞

最終目標（平成24年3月末）

・高品質膜を用いたTFTにおいて、TFT構造と性能の相関を明らかにすると共に、高性能TFTの

プ 確

中間目標

プロセス基盤技術を確立する。

・大画面用ＴＦＴに関する基本設計を実施し、性能を検証する。

中間目標

（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

・新規材料膜の基本成膜

条件を確立

・新規半導体膜を適用

したTFT作製・評価を

・新規成膜装置での膜質分布等の改善を含めた更

なる最適成膜条件を確立する条件を確立。

・TFTを作成し、性能を評

価すると共に、開発方向

付けを行う。

したTFT作製 評価を

通じて、成膜条件へ

のフィードバックによ

り、TFT性能の向上を

○

なる最適成膜条件を確立する。

・高性能TFT構造の決定と、その製造プロセス条件

を確立する。

・高性能・高開口率ＴＦＴ設計に関する検討を継続付けを行う。
確認。

・TFT特性の改善を図

るため、TFT構造の見

高性能 高開口率ＴＦＴ設計に関する検討を継続

する。

直しを実施。

6／20
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（1）中間目標の達成度

4-2-1 個別研究開発項目の目標と達成状況

Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-2-1. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●画像表示技術の開発

最終目標（平成22年3月末）最終目標（平成22年3月末）

・人間工学的に好ましい画像を実現するためのガイドライン策定および画質を評価するための高精

度測定システムの構築。

中間目標

（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

＜最適駆動システムの開発＞

・液晶ＴＶの表示性能に

関する高精度測定シス

テムの基本技術を確立。

・表示性能の一つであ

るコントラストの高精

度測定を実現するた
○

・人間工学に基づいた低消費電力に繋がる画像表

示技術のガイドライン作成提案に向けて、ユー

ザー調査の継続と画質要求特性を引き続き評価テムの基本技術を確立。

・人間工学的観点での

視聴条件／画質評価

結果に基づき 好画質

め、低輝度光源を開

発した。

・詳細な人間工学的

○ していく。

結果に基づき、好画質

が得られる最適駆動条

件を導出し、低消費電

力化の可能性を検討

詳細 間 学

評価（実態視観評価）

を実施し、好的な輝度

に関する指標を得た力化の可能性を検討・

開発の方向付け

に関する指標を得た。
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（1）中間目標の達成度

4-2-2 個別研究開発項目の目標と達成状況

Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-2-2. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●画像表示技術の開発

最終目標（平成22年3月末）

・新表示モード（高速・広視野角、高コントラスト）を開発し、低消費電力半減に寄与する。

中間目標

＜新規表示モードの開発＞

中間目標

（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

・高速・広視野角・高コン ・高速応答を実現する

○
・ 高速・広視野角・高コントラストを実現する新規

トラストを実現する新規

表示モードの原理を確

認する。

材料の合成を実施。

・高速応答性を簡易素

子で確認。

○ モードを探索し、この材料を開発・検証する。

達成度： ◎・・・計画を上回る達成度 ○・・・計画通り △・・・計画を下回る達成度
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（1）中間目標の達成度

4-3-1 個別研究開発項目の目標と達成状況

Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-3-1. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●高効率部材の開発

最終目標（平成2 年3月末）最終目標（平成24年3月末）

・ＬＥＤバックライトを用いたカラーフィルタ不要なバックライトシステムを構築する。

中間目標

＜ＬＥＤバックライトシステムの評価方法確立＞

中間目標

（平成22年3月末） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

・ＬＥＤからの光制御など

の光利用効率の高効率

・ＬＥＤを用いた光利用

効率向上技術を考案 ○
・高い光利用効率を有するパネルモジュールを実

現するため 光制御を適用したバックライトの光利用効率の高効率

化技術を考案し、動作

原理を検証すると共に

開発すべき要素課題を

効率向上技術を考案

し、バックライトを試作、

原理を確認した。

○ 現するため、光制御を適用したバックライト

システムの実用化課題抽出とその解決方法の策

定

開発す き要素課題を

明確化する。

達成度： ◎・・・計画を上回る達成度 ○・・・計画通り △・・・計画を下回る達成度
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4-3-1 個別研究開発項目の目標と達成状況

（1）中間目標の達成度
Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

4-3-1. 個別研究開発項目の目標と達成状況

●高効率部材の開発

最終目標（平成2 年3月末）最終目標（平成24年3月末）

・ＬＥＤバックライト評価方法の確立。

中間目標

（ 成 年 ） 成 達成度 終 標に向 組

＜バックライトシステムの光利用効率向上＞

（平成22年3月） これまでの成果 達成度 最終目標に向けての取り組み

・ＬＥＤバックライトの「ム

ラ」測定結果と主観評価

・輝度ムラの指標となる

物理量の抽出を完了。 ○
・人が感知できない程度のムラを許容したバック

ライトシステムの実現。

結果の相関を取り、数値

化する。

達成度 ◎ 計画を上回る達成度 ○ 計画通り △ 計画を下回る達成度達成度： ◎・・・計画を上回る達成度 ○・・・計画通り △・・・計画を下回る達成度
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（1）中間目標の達成度

5 要素技術開発テーマの低消費電力化への寄与

Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

【開発の狙い】 【最終目標】

①パネル技術（TFT）

【中間見込（H.21.8時点）】

5. 要素技術開発テ マの低消費電力化への寄与

TFTアレイの高開口率化

①パネル技術（TFT）

パネル技術 97％ パネル技術 90％

②画像表示技術（絵作り）

新表示方式による効率向上

低消費電力のための画作り

画像評価技術＋ 画像評価技術＋

③システム技術（バックライト）

新表示方式による効率向

システム技術 75% システム技術 50%

高演色ﾊﾞｯｸﾗｲﾄ

（LED BLｼｽﾃﾑ）の効率向上

合計 45%合計 73％ 合計 ： 45%合計 ： 73％

＊LEDの発光効率：CCFL並みになる見込
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（2）知的財産権の取得及び標準化の取組
Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

1. 知的財産権および成果の普及

平成19年度 平成20年度 平成21年度 計＊）

特許出願件数および出願予定数

平成19年度 平成20年度 平成21年度 計 ）

特許出願 9 18 24 51

＊）平成21年度 平成23年度 約50件出願予定

社外発表・論文発表実績

＊）平成21年度～平成23年度 約50件出願予定

プロジェクト期間５年間で “合計：約１００件”

平成19年度 平成20年度 平成21年度 計

社外発表（発表・論文） 2 9 9 20

※ ： 平成21年6月1日現在
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（3）成果の普及

1 成果の普及

Ⅲ．研究開発成果について

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

1. 成果の普及

●「高効率部材の開発」に関してﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ関連の ●「画像表示技術の開発」に関して「ﾌﾗｯﾄﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ高効率部材 開発」 関 ｨ 関
国際学会IDW’08にて発表し、IDW ’08 Outstanding 
Poster Paper Award を受賞。

像表 技術 開発」 関 ﾗ ｨ
の人間工学ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ2009」にて発表。日経BPのｻｲﾄ
で紹介され、注目を集める。

※ ＩＤＷ’09でWeb公開※ ＩＤＷ 09でWeb公開
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Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

４ ２ プロジェクトの概要説明資料（公開）４．２ プロジェクトの概要説明資料（公開）

Ⅰ．事業の位置付け・必要性について

Ⅱ．研究開発マネジメントについて

Ⅲ 研究開発成果についてⅢ．研究開発成果について

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて
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（1）成果の実用化可能性

1 成果の実用化可能性

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

1. 成果の実用化可能性

装置技術およびプロセス技術の実用化

本技術の実用化とは、液晶TVの生産工程に導入する。

※前述の課題の対策を講じることで実用可能となる。

画像表示技術の実用化

本技術の実用化とは 「人に優しい」液晶TVとしての指標を導出し 好画質TVに本技術の実用化とは、「人に優しい」液晶TVとしての指標を導出し、好画質TVに
適用する。

※前述の課題の対策を講じることで実用可能となる※前述の課題の対策を講じることで実用可能となる。

高効率部材の実用化

本技術の実用化とは、好画質と低消費電力を両立する液晶TVに適用する。

※前述の課題の対策を講じることで実用可能となる。
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（2）事業化までのシナリオ

1 事業化までのシナリオ

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

1. 事業化までのシナリオ

当事業の成果は参画各社の戦略を持って当事業の成果は参画各社の戦略を持って

①液晶ＴＶの生産工場へ導入する。

②液晶ＴＶの新製品開発に活用する。

③液晶ＴＶの新製品の機能として導入する。

＊成果の進捗に伴って事業終了を待たずに実用化するものもある。＊成果の進捗に伴って事業終了を待たずに実用化するものもある。
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（3）波及効果（成果の意義）

1 世界のTV稼働台数（PDP、OLEDを除く）

Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

世界のTV（CRT, 32型以上LCD）稼働台数
100万台

1. 世界のTV稼働台数（PDP、OLEDを除く）

2,500

使用年数を

1 500

2,000 10年間として試算

1,000

1,500

500

,

0

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 20202007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

CRT LCD(32") LCD(37"-42") LCD(43"-)
（出所）AV主要品目世界需要予測、ﾃﾞｲｽﾌﾟﾚｲｻｰﾁ予測を基に試算 17／20事業原簿 公開版 Ⅲ．－１

2 世界の稼働TVの年間消費電力への波及効果

（3）波及効果（成果の意義）
Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

世界の稼働TV（CRT, 32型以上LCD）の年間消費電力100万kWh/年

2. 世界の稼働TVの年間消費電力への波及効果

220 000

240,000

200,000

220,000

PJなし

PJあり（32型以上に適用）

①ＰＪ開始

180,000

PJあり（32型以上に適用）

ＰＪ終了

160,000

・2009年モデルのLCDの消費電力は前年比6割とする。
・2009年における2009年モデルLCDの販売シェアは50％ 残りの50％は2008年モデルとする

②

140,000

・2009年における2009年モデルLCDの販売シェアは50％、残りの50％は2008年モデルとする。
・2010年から2012年のモデルの消費電力は前年比95％、2013年から2016年は前年比97％、

2016年から2020年は前年比99％とする。
・PJ成果を採用した機種の消費電力を採用していない機種の50％とし、2015年から2017年までの

販売シェアを50％、残りの50％は前年モデルの機種とする。
・2018年から2020年まで、PJ成果を採用した機種のシェアは100％とする。

120,000

2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

（出所）（財）省エネルギーセンターを基に試算 18／20事業原簿 公開版 Ⅲ．－１



3 温室効果ガス排出量への波及効果

（3）波及効果（成果の意義）
Ⅳ．実用化、事業化の見通しについて

4.2 プロジェクトの全体概要（実施者側）

2020年の世界の稼働TVの年間消費電力（2007年からの削減量）
プロジェクト成果がなかった場合＝①433億 kWh/年

3. 温室効果ガス排出量への波及効果

①
32型以上の全液晶TVに成果が適用された場合＝②916億 kWh/年

CO2削減量＝
電力の二酸化炭素換算係数
＝0.55kg/kWh

クールアース50：世界の2050年の温室効果ガス

2削減量
①PJ無し：年間約2,382万トン
②PJ有り：年間約5,038万トン

● 2020年のCO2削減目標を40億トンと仮定

● 2050年CO2半減のうち民生部門の寄与を11％と試算

排出量を2007年（CO2換算262億トン）の1/2にする

クールアース50でのCO2削減目標

262

200

250

300

222 2
～経済産業省「Cool Earth－エネルギー革新技術計画」より～

● 一般に家庭における消費電力のうちTVの占める割合は9.9％
～省エネルギー庁より～

131

50

100

150

200

億
ト

ン

● 上記より2020年におけるTVのCO2削減目標は4,356万トンと推定
0

2007 2020 2050

CO2削減量＝
①PJ無し：年間約2 382万トン＜ TVのCO2削減目標：4 356万トン＜ ②PJ有り：年間約5 038万トン①PJ無し：年間約2,382万トン＜ TVのCO2削減目標：4,356万トン＜ ②PJ有り：年間約5,038万トン

本プロジェクトの成果により、2020年CO2削減目標の達成が可能
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参考資料１ 評価の実施方法 
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本評価は、「技術評価実施規程」（平成 15 年 10 月制定）に基づいて研究評価

を実施する。 
 
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）における研究

評価の手順は、以下のように被評価プロジェクトごとに分科会を設置し、同分

科会にて研究評価を行い、評価報告書（案）を策定の上、研究評価委員会にお

いて確定している。 
● 「NEDO 技術委員・技術委員会等規程」に基づき研究評価委員会を設置 
● 研究評価委員会はその下に分科会を設置 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

評価結果公開

推進部署 

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価部 

研究評価委員会

推進部署
評価結果の事業等への反映

ＮＥＤＯ

評価報告書（案）審議・確定

理事長

評価書報告

評価報告書（案）作成

実施者 プロジェクトの説明

推進部署

分科会Ｂ 分科会Ｄ

分科会Ａ 分科会Ｃ

事務局

研究評価広報部 

研究評価委員会

推進部署 
評価結果の事業等への反映

国 民
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１．評価の目的 
 
評価の目的は「技術評価実施規程」において。 
● 業務の高度化等の自己改革を促進する 
● 社会に対する説明責任を履行するとともに、 

経済・社会ニーズを取り込む 
● 評価結果を資源配分に反映させ、資源の重点化及び業務の効率化を 

促進する 
としている。 
本評価においては、この趣旨を踏まえ、本事業の意義、研究開発目標・計画

の妥当性、計画を比較した達成度、成果の意義、成果の実用化の可能性等につ

いて検討・評価した。 
 
２．評価者 
 
技術評価実施規程に基づき、事業の目的や態様に即した外部の専門家、有識

者からなる委員会方式により評価を行う。分科会委員選定に当たっては以下の

事項に配慮して行う。 
● 科学技術全般に知見のある専門家、有識者 
● 当該研究開発の分野の知見を有する専門家 
● 研究開発マネジメントの専門家、経済学、環境問題その他社会的ニーズ

関連の専門家、有識者 
● 産業界の専門家、有識者 

また、評価に対する中立性確保の観点から事業の推進側関係者を選任対象か

ら除外し、また、事前評価の妥当性を判断するとの側面にかんがみ、事前評価

に関与していない者を主体とする。 
これらに基づき、分科会委員名簿にある７名を選任した。 
なお、本分科会の事務局については、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構研究評価広報部が担当した。 
 
３．評価対象 
 
平成１９年度に開始された「次世代大型消費電力液晶ディスプレイ基盤技術

開発」プロジェクトを評価対象とした。 
なお、分科会においては、当該事業の推進部署から提出された事業原簿、プ

ロジェクトの内容、成果に関する資料をもって評価した。 
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４．評価方法 
 
分科会においては、当該事業の推進部署及び研究実施者からのヒアリングと、

それを踏まえた分科会委員による評価コメント作成、評点法による評価及び実

施者側等との議論等により評価作業を進めた。 
なお、評価の透明性確保の観点から、知的財産保護の上で支障が生じると認

められる場合等を除き、原則として分科会は公開とし、研究実施者と意見を交

換する形で審議を行うこととした。 
 
５．評価項目・評価基準 
 
分科会においては、次に掲げる「評価項目・評価基準」で評価を行った。こ

れは、研究評価委員会による『各分科会における評価項目・評価基準は、被評

価プロジェクトの性格、中間・事後評価の別等に応じて、各分科会において判

断すべき者である。』との考え方に従い、第 1 回分科会において、事務局が、研

究評価委員会により示された「標準的評価項目・評価基準」（参考資料 1-７頁参

照）をもとに改定案を提示し、承認されたものである。 
プロジェクト全体に係わる評価においては、主に事業の目的、計画、運営、

達成度、成果の意義や実用化への見通し等について評価した。各個別テーマに

係る評価については、主にその目標に対する達成度等について評価した。 
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評価項目・評価基準 

 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ IT イノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラムの

下で、当該施策・制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、市場動向、政策動向等から見て、

事業の目的は妥当か。 
 

 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
 

(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ
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る体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 

・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 

・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 

・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 

・ 成果は汎用性があるか。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 

 

(4)成果の普及 

・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 

・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成
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果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

(5)成果の最終目標の達成可能性 

・ 最終目標を達成できる見込みか。 

・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 

 

４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 

・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 

 

(2)事業化までのシナリオ 

・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等についてそれぞれの見通しは立っているか。 

 

(3)波及効果 

・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 

・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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標準的評価項目・評価基準（中間評価） 

２００８．３．２７ 
【中間評価 標準的評価項目・評価基準の位置付け（基本的考え方）】 

 
標準的評価項目・評価基準は、第１７回研究評価委員会（平成２０年３月２

７日付）において以下のとおり定められている。（本文中の記載例による１･･･、

２･･･、３･･･、４･･･が標準的評価項目、それぞれの項目中の(1)･･･、(2)･･･が
標準的評価基準、それぞれの基準中の・ ･･･が視点） 
 
ただし、これらの標準的評価項目・評価基準は、研究開発プロジェクトの中

間評価における標準的な評価の視点であり、各分科会における評価項目・評価

基準は、被評価プロジェクトの性格等に応じて、各分科会において判断すべき

ものである。 
 
１．事業の位置付け・必要性について 

(1)ＮＥＤＯの事業としての妥当性 
・ 特定の施策（プログラム）、制度の下で実施する事業の場合、当該施策・

制度の目標達成のために寄与しているか。 
・ 民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いことに

より、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 
・ 当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比較

において十分であるか。 
 

(2)事業目的の妥当性 
・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動向、

政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 
 
 
２．研究開発マネジメントについて 

(1)研究開発目標の妥当性 
・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されている

か。 
・ 具体的かつ明確な開発目標を可能な限り定量的に設定しているか。 
・ 目標達成度を測定・判断するための適切な指標が設定されているか。 
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(2)研究開発計画の妥当性 
・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配分

を含む）となっているか。 
・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 
・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 
・ 継続プロジェクトや長期プロジェクトの場合、技術蓄積を、実用化の観点

から絞り込んだうえで活用が図られているか。 
 

(3)研究開発実施の事業体制の妥当性 
・ 適切な研究開発チーム構成での実施体制になっているか。 
・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 
・ 研究管理法人を経由する場合、研究管理法人が真に必要な役割を担ってい

るか。 
・ 全体を統括するプロジェクトリーダー等が選任され、十分に活躍できる環

境が整備されているか。 
・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携 and／or 競争が

十分に行われる体制となっているか。 
・ 実用化シナリオに基づき、成果の受け取り手（ユーザー、活用・実用化の

想定者等）に対して、関与を求める体制を整えているか。 
 
(4)情勢変化への対応等 
・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向に機

敏かつ適切に対応しているか。 
・ 計画見直しの方針は一貫しているか（中途半端な計画見直しが研究方針の

揺らぎとなっていないか）。計画見直しを適切に実施しているか。 
 
 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
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・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 
 

(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化、事業化の見通しについて 

(1)成果の実用化可能性 
・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 
・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確になっ

ているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)事業化までのシナリオ 
・ コストダウン、競合技術との比較、導入普及、事業化までの期間、事業化

とそれに伴う経済効果等の見通しは立っているか。 
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(3)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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※基礎的・基盤的研究及び知的基盤・標準整備等の研究開発の場合は、以下の

項目・基準による。 
 
＊基礎的・基盤的研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の登

録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計画に

沿って国内外に適切に行われているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
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４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 実用化イメージ・出口イメージが明確になっているか。 
・ 実用化イメージ・出口イメージに基づき、開発の各段階でマイルストーン

を明確にしているか。それを踏まえ、引き続き研究開発が行われる見通し

は立っているか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
 

(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
 
 
＊知的基盤・標準整備等の研究開発の場合 
３．研究開発成果について 

(1)中間目標の達成度 
・ 成果は目標値をクリアしているか。 
・ 全体としての目標達成はどの程度か。 
・ 目標未達成の場合、目標達成までの課題を把握し、課題解決の方針が明確

になっているか。 
 

(2)成果の意義 
・ 成果は市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待できるか。 
・ 成果は、世界初あるいは世界最高水準か。 
・ 成果は、新たな技術領域を開拓することが期待できるか。 
・ 成果は汎用性があるか。 
・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 
・ 成果は公開性が確保されているか。 

 
(3)知的財産権等の取得及び標準化の取組 
・ 研究内容に新規性がある場合、知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、

著作権や回路配置利用権の登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事

業戦略、または実用化計画に沿って国内外に適切に行われているか。 
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・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、得られた研究開発の成果

に基づく国際標準化に向けた提案等の取組が適切に行われているか。 
 

(4)成果の普及 
・ 論文の発表は、研究内容を踏まえ適切に行われているか。 
・ 成果の受取手（ユーザー、活用・実用化の想定者等）に対して、適切に成

果を普及しているか。また、普及の見通しは立っているか。 
・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 
(5)成果の最終目標の達成可能性 
・ 最終目標を達成できる見込みか。 
・ 最終目標に向け、課題とその解決の道筋が明確に示され、かつ妥当なもの

か。 
 
 
４．実用化の見通しについて 
(1)成果の実用化可能性 
・ 整備した知的基盤についての利用は実際にあるか、その見通しが得られて

いるか。 
・ 公共財として知的基盤を供給、維持するための体制は整備されているか、

その見込みはあるか。 
・ 国際標準化に関する事項が計画されている場合、国際規格化等、標準整備

に向けた見通しが得られているか。 
・ ＪＩＳ化、標準整備に向けた見通しが得られているか。注）国内標準に限る 
・ 一般向け広報は積極的になされているか。 

 
(2)波及効果 
・ 成果は関連分野への波及効果（技術的・経済的・社会的）を期待できるも

のか。 
・ プロジェクトの実施自体が当該分野の研究開発や人材育成等を促進する

などの波及効果を生じているか。 
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参考資料２ 評価に係る被評価者意見 
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研究評価委員会（分科会）は、評価結果を確定するにあたり、あらかじめ当

該実施者に対して評価結果を示し、その内容が、事実関係から正確性を欠くな

どの意見がある場合に、補足説明、反論などの意見を求めた。研究評価委員会

（分科会）では、意見があったものに対し、必要に応じて評価結果を修正の上、

最終的な評価結果を確定した。 
評価結果に対する被評価者意見は全て反映された。 
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本研究評価委員会報告は、独立行政法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構（NEDO 技術開発機構）研究評価部が委員会の事

務局として編集しています。 
 

平成２１年１０月 
 
 NEDO 技術開発機構 
 研究評価部 
 統括主幹 竹下  満 
 主幹 寺門  守 

担当 山田 武俊 

 

＊研究評価委員会に関する情報は NEDO 技術開発機構のホームページに

掲載しています。 

（http://www.nedo.go.jp/iinkai/kenkyuu/index.html） 

 

〒212-8554 神奈川県川崎市幸区大宮町1310番地 

      ミューザ川崎セントラルタワー20F 

TEL 044-520-5161  FAX 044-520-5162 




